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はじめに

　私たちのまち上越市は、豊かな水と緑に恵まれ、四季折々に美しい自然に抱かれ
たまちです。
　こうした豊かな自然環境は、当市ならではの歴史や文化、風土の形成に大きな影
響を与えてきただけでなく、今日私たちが享受している心豊かな暮らし、そして農
業やものづくりを始めとした様々な産業の礎となるものであり、確実に将来の世代
に受け継いでいかなくてはなりません。
　一方、国内や世界の情勢に目を向けますと、ＳＤＧｓの動きを始め、経済・社会
の持続的発展に向けた関心は大きく高まりを見せており、とりわけ、地球温暖化対
策は、自然災害の頻発化や激甚化が身近に感じられるようになり、各国の経済政策
とも結びつきながらこれまでになく加速化しています。
　こうした背景を踏まえ、当市では、令和５年度から第７次総合計画で定める「暮
らしやすく、希望あふれるまち 上越」を将来都市像として新たなまちづくりに挑ん
でいくこととしており、その中でも脱炭素社会への移行は、市民の皆さんの安心・
安全の基盤を守り続けるための政策課題の一つとして捉え、市政運営の重点テーマ
の一つに掲げたところです。
　平成10年に当市が市を挙げて「地球環境都市宣言」を行ってから、間もなく四半
世紀を迎えようとしています。
　本計画では、これまでの当市における環境施策や、
市民・事業者の皆さんの様々な取組や想いを受け継ぎ、
さらには、社会の変化に対応していくための取組を体
系的にとりまとめたところであり、市の総力を挙げて
実行してまいりますので、市民・事業者の皆さんから
も一層積極的な関心と行動をお願いしたいと存じます。
　最後に、本計画の策定に当たり、貴重なご意見をいた
だいた上越市環境政策審議会の委員の皆様を始め、ご
協力いただいた多くの皆様に心から感謝申し上げます。

　令和５年２月
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上越市第４次環境基本計画の概要

　海洋プラスチック、
食品ロスの削減、プラ
スチックの資源循環に
対する取組の強化

　生物多様性の保全の
推進や、野生鳥獣被害
の増加への対応の強化

　2050年カーボン
ニュートラル実現等、
温室効果ガス排出量の
削減目標の明確化や、
地球温暖化対策の強化

○生活に身近なトラブ
ルへの対応
○ごみの減量化や適正
処理の啓発
○最終処分場の早期整
備と適切な処理体制
の維持・確保

○特定外来生物や絶滅
危惧種対策など環境
保全活動
○有害鳥獣による被害
の防止に向けた対応

○2050年カーボン
　ニュートラルの実現
○再生可能エネルギー
設備導入によるトラ
ブル回避

○次世代の環境団体等
の担い手育成
○関心の高まりを行動
の実践へ

１　生活環境分野

２　自然環境分野

３　地球環境分野

４　環境学習分野

暮
ら
し
や
す
く
　
希
望
あ
ふ
れ
る
ま
ち
　
上
越

1　生活環境分野
安心安全、快適な
生活ができる空間が
保たれているまち

2　自然環境分野
豊かな自然と共生した
暮らしが息づくまち

3　地球環境分野
地球環境への負荷が
少ない暮らしが
営まれているまち

4　環境学習分野
一人ひとりが環境に
配慮した行動を
実践しているまち

１－１
環境汚染の防止

１－２
生活環境の維持・
向上

２－１
自然環境との共生

２－２
自然環境の活用

３－１
脱炭素社会への
移行の促進

３－２
持続可能な
循環型社会の形成

４－１
環境啓発の推進

46P

48P

50P

52P

54P

56P

58P

（1）大気汚染の防止
（2）騒音・振動、悪臭の防止
（3）水質保全・排水処理対策の推進
（4）地下水の保全、土壌汚染の防止
（5）化学物質等による汚染の防止

（1）省エネルギー化の推進
（2）再生可能エネルギーの普及促進
（3）�拠点形成と交通ネットワーク

の構築
（4）吸収源対策の推進

（1）ごみの適正処理の推進
（2）環境美化の推進

（1）生物多様性の保全
（2）環境に配慮した事業活動の推進

（1）ごみ減量の推進
（2）リサイクルの推進

（1）環境学習の推進と事業者支援
（2）�市民・事業者との協働による

取組の推進

（1）緑地・公園の活用
（2）�自然環境と調和した景観形成

の推進
（3）環境保全型農業の推進

42P32P

35P

▼経済社会情勢の変化 ▼第７次総合計画
の将来都市像

▼分野と望ましい
 環境像 ▼基本方針 ▼主要施策 ▼関連するＳＤＧｓの目標

40P

〇持続可能な社会の実現に向けた取組の加速
〇新たな感染症の拡大による世界経済やライフスタイルの変化
〇エネルギー需給の不安定化

▼国・県の動向 ▼当市の環境を巡る課題 36P

　ＳＤＧｓの目標達成に
向けた取組の強化

【情勢の変化と課題】 【目指すまちの姿】 【政策・施策の体系】
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上越市第２次地球温暖化対策実行計画の概要（1）～削減目標の設定～

1　第７次総合計画で掲げる重点テーマの一つ「脱炭素社会の形成（グリーン）」の推進
　近年、世界各地で記録的な高温や大雨、森林火災、干ばつなど、地球温暖化による異常気象が頻発し
ています。
　国では2050（令和32）年までに温室効果ガスを実質ゼロにするという高い目標を掲げ、その達成に向
けて、化石燃料を由来とするエネルギーの転換を図るなど、脱炭素化に向けた取組を推進しています。
　また、民間企業においても脱炭素経営に向けた取組が進み、国際的にもESG投資が重視されるなど、
環境に配慮した取組を行う企業が選択される時代となりつつあります。
　そこで、こうした脱炭素化に向けた対応を経済成長の制約やコスト負担と考えるのではなく、力強い
成長を生み出す機会として捉えながら、当市の更なる魅力の向上や豊かな自然環境の保全と経済活動の
両立に向け、まちの持続可能性を高めるとともに、地球環境への負荷を軽減するための取組を推進して
いきます。

２　温室効果ガスの削減目標の設定
　　～ 第２次地球温暖化対策実行計画の削減目標 ～
【区域施策編】
短期目標：2013年度比50％削減を目指す … 第７次総合計画の目標としても設定
長期目標：2050年までにカーボンニュートラルを目指す

※「カーボンニュートラル」とは、CO2排出量 － CO2吸収量（森林等）≦０のこと
【事務事業編】
2013年度比60％削減（エネルギー起源）を目指す

78P

106P

【温室効果ガスの削減実績と今後の目指す姿のイメージ（区域施策編）】

【当市の温室効果ガス排出状況の特徴】

【区域施策編における重点施策の推進に関連する主な数値目標】

863 819 818 734 814 793
530

354 336 315
292

278 281

175

361
354 326

298
296 279

145

451
437 425

434
434 429

315

11 13
12

12 13 20

16

-111

1,020 

-200

300

800

1,300

1,800

2,300

産業部門 民生業務部門
民生家庭部門 運輸部門
廃棄物部門

2015 2016 2017 2018
（直近年度）

2030

森林吸収量

（千t-CO2）

11.7％
削減2,040

1,958
1,896

1,770 1,835 1,801

2013
（基準年度）

2014 差引０2050

50％
削減

↑再エネ導入による削減分
　（-50）を別途見込むため、
　合計値が合わない。

項　目 現状値
2026年（Ｒ8年）
中間目標値

2030年（Ｒ12年）
目標値

現状値⇒2030

割合 増減量

市域における温室効果ガスの
年間排出量

1,801千t‒CO2
（H30）

1,281千t‒CO2
（R8）

1,020千t‒CO2
（R12） 57％ ‒781

千t‒CO2

市内における再生可能エネル
ギー設備の導入容量

31,247kW
（R3）

61,252kW
（R8）

85,257kW
（R12） 273％ 54,010

kW

公共施設等における再生可能
エネルギー設備の導入容量

3,609kW
（R3）

3,907kW
（R8）

4,385kW
（R12） 122％ 776

kW

森林組合等による市内産木材
（間伐材含む。）の出荷量

11,000㎥
（R3）

15,500㎥
（R8）

19,000㎥
（R12） 173％ 8,000

㎥

【区域施策編における温室効果ガス削減目標等の数値目標】

区　分

2013年度 2030年度の目標（基準年度比） 削減割合の参考

基準年度
排出量

現状すう勢による
削減見込み 対策による削減 計

削減後
排出量 国 新潟県

削減量
（Ａ）

削減
割合

削減量
（Ｂ）

削減
割合

削減量
（Ａ+Ｂ）

削減
割合

産業部門 863 ‒134 ‒15.5％ ‒199 ‒23.1％ ‒333 ‒38.6％ 530 ‒38％ ‒41％
民生業務部門 354 ‒73 ‒20.6％ ‒106 ‒30.0％ ‒179 ‒50.6％ 175 ‒51％ ‒61％
民生家庭部門 361 ‒113 ‒31.3％ ‒103 ‒28.5％ ‒216 ‒59.9％ 145 ‒66％ ‒50％
運輸部門 451 ‒18 ‒4.0％ ‒118 ‒26.2％ ‒136 ‒30.1％ 315 ‒35％ ‒37％
廃棄物部門 11 8 72.7％ ‒3 ‒27.3％ 5 45.3％ 16
再エネ導入 0 ‒50 ‒50 ‒50
森林吸収量 0 ‒111 ‒111 ‒111

計 2,040 ‒330 ‒16.2％ ‒690 ‒33.8％ ‒1,020 ‒50.0％ 1,020 ‒46％ ‒46％
※単位未満の端数処理で合計は一致しない

（排出量・削減量の単位は千t-CO2）

793
44.0%

279
15.5%

281
15.6%

429
23.8%

20
1.1%

上越市

産業

業務

家庭

運輸

廃棄物

単位：千t-CO2

2018年度
1,801千t

703
28.6%

327
13.3%

375
15.3%

459
18.7%

79
3.2%

250
10.2%

266
10.8%

新潟県
単位：万t-CO2

2018年度
2,459万t

400
32.1%

200
16.0%166

13.3%

210
16.8%

89
7.1%

80.2
6.4%

101.6
8.1%

国

産業
業務
家庭
運輸
エネルギー転換
非エネルギー
その他ガス

単位：百万t-CO2

2018年度
1,247百万t

※市が算定する温室効果ガス排出量の部門については、国・県の算定における「エネルギー転換」は対象外、
「非エネルギー」「その他」は他の各部門の算定に含まれている。
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上越市第２次地球温暖化対策実行計画の概要（2）～施策の体系～

第
７
次
総
合
計
画
に
お
け
る
政
策
・
施
策

環
境
基
本
計
画
に
お
け
る
政
策
・
施
策

生
活
環
境

自
然
環
境

地
球
環
境

環
境
学
習

環境分野以外の施策との連携

土地利用構想の推進

実
行
計
画
に
お
け
る
施
策　
＝　
７
次
総 

重
点
テ
ー
マ
「
脱
炭
素
社
会
の
形
成
」（
グ
リ
ー
ン
）

基本方針１

基本方針２

基本方針３

化石燃料からの
エネルギーシフト
を推進します

脱炭素型
ライフスタイル
を推進します

脱炭素化社会に
対応したまちづくり
を推進します

▼三つの基本方針 ▼七つの重点施策 ▼市民・事業者に期待される取組

重点施策１

重点施策２

重点施策３

重点施策４

重点施策６

重点施策７

重点施策５

事務事業における
脱炭素化の率先実行

市内事業者による
脱炭素経営の促進

家庭への再エネ導入と
省エネ対策の促進

地球温暖化対策の
啓発・教育の推進

農林業の振興による
吸収源対策の推進

地域と調和した
民間再エネ

プロジェクトの促進

脱炭素型地域づくり
モデルの構築

86P

94P 96P

81P

87P

88P

89P

91P

92P

90P

第７次総合計画 土地利用構想の推進
・持続可能な土地利用
・適切な都市機能の整備　等

市施策の展開
（１）省エネ行動と公共施設の省エネ化の推進
（２）公共施設での太陽光発電等の率先導入
（３）公用車の電動化とエコドライブの推進
（４）環境配慮契約の推進

（１）地域経済の脱炭素化に向けた
ネットワークづくり

（２）市内事業者による脱炭素化の
取組への支援

（１）家庭への太陽光発電等の普及促進
（２）住宅の省エネ性能の向上
（３）家庭への電動車等の普及促進

（１）エネルギー使用量の削減
（２）移動手段の見直し
（３）資源の節約
（４）ごみの減量化とリサイクル

（１）脱炭素化ライフスタイルの「見える化」
（２）こどもたちへの環境教育の充実

（１）森林の保全と地元産木材の利用促進
（２）環境保全型農業の推進

（１）地域特性をいかした再エネ立地の促進
（２）地域と調和した開発ルールの構築と運用

（１）エネルギー使用量の削減
（２）移動手段の見直し
（３）資源の節約
（４）ごみの減量化とリサイクル
（５）効率的な働き方の実践

（１）地域コミュニティの脱炭素化モデルづくり
（２）雪氷エネルギーの活用
（３）バイオマスの利活用
（４）水素社会の到来に向けた仕組みづくり
（５）市街地の未利用エネルギー活用モデル

づくり

市民 事業者
環境に配慮した行動の実践

自動車の電動化とエコドライブの推進

省エネ・再エネ設備等の積極的な導入の検討

地産地消の推進

緑の活用の推進

地球温暖化問題に関する意識向上と活動の推進

職員一人ひとりの環境に配慮した行動の実践

公用車の電動化とエコドライブの推進

省エネ・再エネ設備等の積極的な導入

エネルギー管理の徹底

施設の効率的な運用と設備の適切なメンテナンス

環境配慮契約の推進

職員の環境意識と知識の向上

脱炭素経営への転換

【事務事業編】
109P市の事務事業

【区域施策編】
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・ 新潟県環境基本条例
・ 新潟県環境基本計画   等

新潟県

・環境基本法
・環境基本計画   等

国

上越市第 4次環境基本計画
（上越市第2次地球温暖化対策実行計画

「区域施策編」「事務事業編」）

・ 新潟県地球温暖化対策
地域推進計画

・ 新潟県 2050 年カーボンゼロ
の実現に向けた戦略 等

新潟県

・ 地球温暖化対策の推進に
関する法律

・ 地球温暖化対策計画   等

国

上越市
第 7 次総合計画

上越市
環境基本条例

各種関連計画

連携

（１）計画策定の趣旨
　当市では、「上越市環境基本条例」に基づき、これまで、平成27（2015）年３月に策定した「上
越市第３次環境基本計画」による環境施策を推進してきました。
　また、平成28（2016）年３月には、地球温暖化対策に係る個別計画として「上越市地球温暖化
対策実行計画」を策定し、温室効果ガス排出量の削減に向けた取組を進めてきました。
　一方、この間の世界及び国内における環境問題の動向に目を向けると、海洋プラスチック※問題
や脱炭素※社会の実現を始めとした地球規模での環境問題への危機感や、ＳＤＧｓ（持続可能な開
発目標）の達成に向けた取組が加速しており、市民・事業者・行政を問わず、環境改善に向けた行
動の実行が喫緊の課題となっています。
　本計画は、令和５（2023）年度を初年度とする「第７次総合計画」と整合を図りつつ、今後一
層の強化が必要な地球温暖化問題への対応も見据え、環境施策の総合的かつ計画的な推進を図る「環
境基本計画」と、温室効果ガスの削減を図る「地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）」
を一体的に策定したものです。

（２）計画の位置付け
　本計画は、国、県及び当市の各種法令や計画を踏まえて策定しており、「上越市環境基本条例」
第９条及び「地球温暖化対策の推進に関する法律」第21条に基づいた計画として位置付けられます。
　第１部「第４次環境基本計画」は、第７次総合計画で定める将来都市像「暮らしやすく、希望あ
ふれるまち 上越」を環境の側面から実現していく指針として、また、第２部「第２次地球温暖化
対策実行計画（区域施策編・事務事業編）」は、環境基本計画における地球環境分野の望ましい環
境像を実現するための実行プランとしての役割を持ちます。
　当市では、両計画を一体的に運用し、市民・事業者・行政の各主体が連携しながら計画を推進し
ていくことにより、健全で恵み豊かな環境を将来世代に引き継いでいきます。

序 計画の基本的事項
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環境学習

生活環境

地球環境

自然環境
公害 廃棄物処理
不法投棄 等

地球温暖化 エネルギー 資源循環
海洋プラスチック 食品ロス※　等

環境教育
市民意識
市民活動 等ＳＤＧｓに関する視点

みどり 水辺環境
動植物 自然景観 等

（３）計画の対象範囲
　本計画（環境基本計画）の対象とする環境の範囲は、「生活環境」「自然環境」「地球環境」「環境
学習」の４分野とします。また、「ＳＤＧｓ」を全てに影響する共通の視点として設定します。

（４）計画の期間
　本計画の期間は、第７次総合計画の計画期間を踏まえ、令和５（2023）年度から令和12（2030）
年度までの８年間とします。
　なお、社会的情勢の変化や科学的知見の向上等により、計画見直しの必要が生じた場合は適宜見
直しを行います。

（５）計画の構成
　本計画は、「第１部 第４次環境基本計画」、「第２部 第２次地球温暖化対策実行計画（区域施策編・
事務事業編）」、「第３部 計画の推進に向けて」の３部構成となっています。各部の構成は以下のと
おりです。

第１部　第４次環境基本計画
第１章　上越市の環境の現状 環境の現状、第３次環境基本計画の取組状況
第２章　環境を巡る情勢の変化 環境に関する経済社会情勢の変化等
第３章　今後の課題 当市の現状や国・県の動向などを踏まえた今後の環境政策の課題
第４章　望ましい環境像と政策の方針等 分野毎の今後の環境施策、目標値など
第５章　環境施策の展開 望ましい環境像の実現に向けた具体的な取組項目など

第２部　第２次地球温暖化対策実行計画
第１章　計画の基本的事項 区域施策編・事務事業編に共通する基本的事項

第２章　区域施策編
市全域からの温室効果ガス削減に向けた計画
・温室効果ガス排出量の現状・将来推計・削減目標
・温室効果ガス削減に向けた具体的な取組項目など

第３章　事務事業編
市の事務事業からの温室効果ガス削減に向けた計画
・温室効果ガス排出量の現状・将来推計・削減目標
・温室効果ガス削減に向けた具体的な取組項目など

第３部　計画の推進に向けて
計画の推進に向けた進行管理、推進体制

序 計画の基本的事項 　11
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第１部 第４次環境基本計画

第１章　上越市の環境の現状　	 14

第２章　環境問題を巡る情勢の変化　	 32

第３章　今後の課題　	 36

第４章　望ましい環境像と政策の方針等　	 40

第５章　環境施策の展開　	 46
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　当市の環境や環境問題の現状と第３次環境基本計画に基づいた取組の状況を概観します。

（１）大気汚染の防止
○ 快適な大気環境を確保するため、大気中における汚染物質の濃度の変化を市内２か所の県測定

局において常時監視し、測定値は県・環境省のホームページで公表しています。
○ ばい煙発生施設や粉じんの管理について、大気汚染防止法、新潟県生活環境の保全等に関する

条例、上越市生活環境の保全に関する条例に基づく届出・規制・公害防止協定等の手法により
対応しています。

○ 環境基準が設定されている二酸化硫黄、浮遊粒子状物質※、二酸化窒素は環境基準に適合して
います。光化学オキシダント※は全国的に環境基準の達成率が極めて低く、新潟県内でも令和
３年度はすべての測定局で環境基準を超過することがありましたが、注意報発令基準には達し
ませんでした。

（２）騒音・振動、悪臭の防止
○ 騒音規制法等の法令及び県の要綱等に基づき、住居地域、各種自動車道、工場、新幹線等の騒

音・振動の測定等を行うとともに、必要に応じて関係機関に対策の要請を行っています。
○ 悪臭防止法に基づき、比較的規模の大きい畜産業や製造業等から小規模な飲食店まで、さまざ

まな業種を発生源とする悪臭について、市民からの苦情を受けて状況を確認するとともに事業
者に改善に向けた対応を求めています。

○ 近年、騒音・振動、悪臭等に関する苦情の件数は概ね横ばいですが、隣地の楽器の音、菜園の
肥料や野焼きの臭いなど、生活に密接した苦情が多く寄せられる傾向が見受けられます。

第１章 上越市の環境の現状

生活環境分野
1-1　環境汚染の防止

第１節

【公害苦情件数の年度推移】

年度
苦情件数（件） 主な苦情内容

新潟県 上越市 騒　音 悪　臭

H29 1,007 36 ライブ演奏、チェーンソー、車両出入りなど 畜産系、海藻腐敗臭、浄化槽、薪ストーブなど

H30 1,007 26 バスケットボール、爆音機、生活音など 畜産系、飲食店、肥料、薪ストーブなど

R元 1,133 40 ゲートボール、楽器演奏、新幹線など 農地、野焼き、薪ストーブなど

R2 1,295 44 ゲートボール、飲食店深夜営業、新幹線など 畜産系、農地、野焼き、薪ストーブなど

R3 1,016 45 ヘリコプター、警笛、イベントなど 畜産系、農地、野焼きなど
出所　環境政策課

【環境基準適合率の推移】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

二酸化硫黄 100 100 100 100 100
浮遊粒子状物質 100 100 100 100 100
二酸化窒素 100 100 100 100 100
光化学オキシダント 95.9 95.7 96.3 97.6 98.3

出所　環境政策課

（単位：%）
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（３）水質保全・排水処理対策の推進
○ 水質汚濁防止法に基づき、河川・海域の水質の常時監視等を行うとともに、水質汚濁事故に対

して関係機関との連携による対応、市民及び事業所等への事故防止の呼びかけを行っています。
また、同法に規定される特定施設を有する工場及び事業場に排水基準の遵守状況の監視等を
行っています。

○ 家庭や事業場から排出される汚水を処理し、公衆衛生の向上や河川の水質保全などを図るため、
公共下水道の整備を進めるとともに、農業集落排水を含めた汚水処理施設の適切な維持管理及

（４）地下水の保全、土壌汚染の防止
○ 地盤沈下の状況を把握するための地下水位と地層収縮量の測定・観測を行うとともに、地下水

揚水量の届出に基づく把握を行っています。また、注意報や警報の発令時には、事務処理要項
に基づき緊急時対策を行うとともに、地盤沈下対策の一層の推進のため、平成30年に上越地
域地盤沈下防止対策推進協議会の地盤沈下防止対策推進計画の見直しを行うとともに、揚水設
備設置者に対して揚水量節減のための啓発活動を行っています。

【市内での水質調査の実施状況】
区　分 地点数（箇所） 延べ回数（回）

水質 河川 23 173
海域   ６   36
湖沼   ７     ９

地下水 14   14
底質 河川   ７   16

注：上記は県計画分を含む
出所　環境政策課

地盤沈下に係る緊急時対策の
注意報・警報発令対象区域

び未接続の世帯への接続を促進しています。
○ 公共下水道の計画区域外及び農業集落排水の事業区域外に

おいては、合併処理浄化槽の普及・整備を推進しています。
○ 全市域から搬入されるし尿、浄化槽汚泥について、汚泥

リサイクルパークで良質な水質、万全な臭気対策の機能
を維持し安定的に処理しています。

○ 過去５年間に環境基準が設定されている河川・海域にお
けるＢＯＤ※又はＣＯＤ※において、環境基準に不適合
となった地点はありませんでした。 下水道センターの処理施設

汚泥リサイクルパーク

○ 土壌汚染については、土壌汚染対策法に基づく
土壌調査等による汚染の把握、水質汚濁防止法
による有害物質の地下浸透の規制、廃棄物の処
理及び清掃に関する法律による廃棄物の埋立方
法の規制等により対策を行っています。

○ 地下水汚染については、水質汚濁防止法に基づ
く常時監視を行うとともに、地下水流動の上流
域において独自に監視を行うとともに、汚染を
未然に防止するため、水質汚濁防止法及び新潟
県生活環境の保全等に関する条例に基づいて関
係事業場の監視・指導を行っています。

○ 地盤沈下については、冬期間に地層収縮量が増
大し、現在も進行中です。土壌汚染・地下水汚
染については、新たに判明した汚染に対して、
法に基づく区域指定等を行っています。

新潟県生活環境の保全等に
関する条例の規制地域

緊急時対策の対象地域

高田駅
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（５）化学物質等による汚染の防止
○ 大気中の化学物質については、市内２か所の

県測定局において常時監視し、測定値は県・
環境省のホームページで公表しています。

○ 放射線の空間線量率について、上越地域消防
事務組合管内の８つの敷地で毎日定時測定を
行い、広報紙で市民に結果を周知しています。
測定を開始した平成24年６月１日から令和４
年３月31日まで、１時間当たり0.016～0.16
μSv（マイクロシーベルト）の通常範囲を超
えた数値を測定した実績はありません。

【上越地域消防事務組合一覧】
１ 上越南消防署 （北城町）
２ 上越南消防署 高士分遣所 （高津）
３ 上越消防署 （藤野新田）
４ 上越消防署 名立分遣所 （名立区名立大町）
５ 頸北消防署 （柿崎区柿崎）
６ 東頸消防署 （安塚区松崎）
７ 新井消防署　 （妙高市諏訪町）
８ 頸南消防署 （妙高市田切）

（１）ごみの適正処理の推進
〈ごみの排出量の推移〉
○ 一般廃棄物処理基本計画（平成27年３月策定、令和元年度改定）に基づき、廃棄物処理を行っ

ています。
○ ごみの分別区分は14分類（うち「燃やせるごみ」・「燃やせないごみ」・「生ごみ」の３品目は

有料化の対象品目）で、燃やせるごみは平成29年10月から新たなクリーンセンターで焼却処
理を行っています。

○ 当市では、近年、ごみの排出量は横ばいで推移しており、特に、事業系一般廃棄物の排出量が
減少していないため、食品ロス※や資源の消費、廃棄物の発生を抑制するほか、資源の循環利
用を一層促進していく必要があります。

1-2　生活環境の維持・向上

【ごみの排出量の推移（家庭系・事業系ごみ）】

出所　生活環境課
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○ ごみの減量化と再資源化に向け、ごみの分別を徹底するため、広報紙や町内回覧等を活用して
分別の徹底を呼びかけるとともに、希望する町内会等での出前講座を行っています。

○ 毎年６月を環境月間、10月を３Ｒ※推進月間として設定し、ごみの減量化と再資源化の周知を
図っています。

○ 平成30年度のプラスチック製品・ゴム製品等の分別区分の変更に当たっては、丁寧な市民説
明会を実施しました。

○ また、「家庭ごみの分け方出し方ガイド」の改訂・全戸配布、出前講座の開催、スマートフォ
ン等で簡単に検索できる「ごみ分別辞典」の導入等、市民へのごみ処理ルールの浸透を図りま
した。

○ 事業系ごみの分別については、市ホームページや事業系ごみ処理ガイドブックで周知・啓発を
行っています。

○ ごみの不法投棄防止や良好な生活環境の確保のため、「生活環境作業員」を配置し、不法投棄
物の回収、ごみ集積所や資源物常時回収ステーションの巡回、排出物の整理を実施するととも
に、市民・事業者・行政が一体となった「上越市不法投棄防止情報連絡協議会」において不法
投棄の未然防止に取り組んでいます。

○ 障害や高齢などの理由によって、ごみの分別や搬出が困難な市民に対して、福祉部門、町内会
等と連携し、ごみヘルパーを委嘱し支援しています。

【生活環境作業員の対応件数】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

不法投棄（件） 602 1,039 1,280 312 265
野焼き（件）   44     39     46   53   59

注： 不法投棄については、令和２年度から集計方法を見直し、ペットボトル等のポイ捨ては集計対象外としています。
出所　生活環境課

【ごみヘルパー事業実績】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

支援世帯（世帯） 62 60 61 71 68
ヘルパー委嘱数（人） 52 52 56 66 66

出所　生活環境課

〈廃棄物の適正処理に向けた施設等の整備〉
○ 最終処分場の整備では、市内における公共関与の最終処分場の整備に向けて、県が設置した「上

越地区における広域最終処分場候補地検討委員会」で、当市の意見を県に伝えるとともに、関
係資料の確認作業を行ったほか、同委員会にオブザーバーとして参加しました。同委員会は５
か所の候補地を選定し、県へ報告しました。これを受けた県は、地域住民等の意見を踏まえ、
住民生活への影響を最小化する観点から比較評価し、柿崎区下中山地内及び竹鼻地内の２か所
に絞り込みました。

○ 最終処分場の維持管理では、当市が管理する最終処分場等について、適切な管理を行ったほか、
廃止基準を満たした処分場を廃止しました。

○ リサイクル推進施設の整備では、旧第２クリーンセンターを除却し、その跡地に整備する資源
ごみ等貯留施設（ストックヤード）について、当市の廃棄物処理体制の維持及びリサイクルの
推進を図るため、令和５年度中の供用開始を目指して整備を進めています。
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（２）リサイクルの推進
○ 家庭ごみの14分別収集品目のうち資源物の12品目については、中間処理した上で全ての品目

を再商品化・再資源化し、ごみの減量並びにリサイクルの推進を図っています。
○ 小型家電リサイクル法に基づき、パソコンや携帯電話等の小型家電製品を積極的に収集するこ

とで、燃やせないごみの減量化とともにリサイクルを推進しています。また、無料の回収ボッ
クスを市内25か所に設置しリサイクルを推進しています。

○ ガラスびんを割らずに収集することにより、様々なガラス製品の原材料への活用を図っていま
す。

○ 町内会集積所、資源物常時回収ステーションやリサイクル推進店から資源物を収集し、適正処
理を行っています。

○ 町内会の資源物集積所に必要な看板や表示板等を作成・配布し、市民が資源物を出しやすい環
境を整備しています。

○ 広報紙や町内回覧等を活用した呼びかけ、出前講座の開催、ガイドブック等の活用により資源
物の分別徹底を図っています。

【小型家電の回収状況】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

総回収量（t） 13 10 12 13 11
出所　生活環境課

市内25か所に無料の回収ボックスを設置し、
家庭で不要になったパソコンや携帯電話など
50品目の小型家電を回収しています。（ただ
し、回収ボックスの中に入るものに限ります。）

家庭ごみの分け方・出し方ガイド（一部抜粋）
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（３）環境美化の推進
○ ごみの散乱防止や環境の美化を図るため、年間を通じた全市クリーン活動の実施を推進し、町

内会を始め企業、ボランティア団体など、多数の市民参加により、公園、海岸等に散乱したご
みを回収しています。

○ 生活環境作業員により海岸線や道路などの不法投棄物やポイ捨てごみの早期発見・早期回収を
行っています。

○ 市民・事業者・行政が一体となった「上越市不法投棄防止情報連絡協議会」において不法投棄
の未然防止や美しいまちづくりを推進しています。

（４）景観形成の推進
○ 多くの人々が共感し、心地よいと感じる景観を市民の共有資産=「景観資産」と位置づけ、こ

れまでに、豊かな自然に分類される10件の景観資産を特定しています。
○ 景観アドバイザーによるアドバイスや届出制度に基づく審査の実施により、建築物等の色彩・

照明・サイン等について周辺環境と調和するよう誘導し景観形成の推進に向けた取組を行って
います。

【全市クリーン活動の活動実績】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

参加団体数 1,768 1,859 1,793 1,699 1,744
参加人数（人） 61,366 66,779 61,269 47,913 55,445
回収量（kg） 82,886 104,866 92,587 82,188 99,948

出所　生活環境課

全市クリーン活動の様子

【景観資産一覧（豊かな自然）】
資産一覧

高田城址公園の桜 田麦のぶな林
高田城址公園のハス 米山
諏訪神社の大ケヤキ 朝日池

柳葉ひまわり 松ヶ峯周辺の桜と妙高山
虫川の大杉 夕日の沈む日本海

出所　都市整備課
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（１）生物多様性の保全
〈自然環境の保全〉
○ 上越市自然環境保全条例に基づき、自然環境保全推進委員会を開催し、市の自然環境保全地域

をこれまでに７か所指定し、開発行為等の規制を行っています。また、自然環境保全地域にお
ける団体の活動を支援するとともに、同地域及び同候補地等において自然環境調査・監視員に
よる現況調査等を実施しています。

○ 絶滅のおそれのある野生生物をとりまとめ、その現状等を整理した上越市版レッドデータブッ
クを活用し、自然環境を保全する上での基礎資料とするとともに、市民等に対する情報提供や
環境教育を推進しています。

自然環境分野
2-1　自然環境との共生

第２節

【自然環境保全地域一覧】

凡例：○…該当、△…要素を含む

No. 保　全　地　域　名 地　域 指定
時期

面積
（ha）

自 然 の 特 徴
海 山林 里山 水源 川 池沼

１ 柿崎海岸 自然環境保全地域 柿崎区 H22.3     ８ ○
２ 二貫寺の森 自然環境保全地域 諏訪区、保倉区 H23.3   28 ○ △
３ くわどり市民の森 自然環境保全地域 谷浜・桑取区 H26.3   22 ○ ○ △
４ 五智公園 自然環境保全地域 直江津区 H26.3 132 ○

５ 光ヶ原みずばしょうの森・わさび
田の森 自然環境保全地域 板倉区 H28.3   17 ○ ○

６ よしだの谷内 自然環境保全地域 三和区 H30.3     ６ ○

７ 頸北の池沼群 自然環境保全地域 柿崎区、大潟区、
吉川区 R3.3 133 ○

出所　環境政策課

 

⑤
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〈野生生物との共生〉
○ ツキノワグマやイノシシ等の大型野生鳥獣から市民の安全・安心を確保するため、７地域で計

画的な予察捕獲を実施したほか、大型野生鳥獣の出没対策として、緩衝帯の整備等を実施して
います。また、人身被害を防止するための多発時期に先立って注意喚起を行うとともに、安全
メール等を通じた速やかな情報提供を行っています。

○ 住宅地周辺への出没など、人身被害が発生する恐れがある場合には、地元猟友会員から推薦さ
れた鳥獣被害対策実施隊員が必要に応じて捕獲を行うとともに、繰り返し出没があった地域で
は爆音機を設置し追い払いを実施しています。市民等の安全確保を図る体制を整備しています。

○ イノシシを中心とした農地・農作物被害の早期根絶を図るため、上越市鳥獣被害防止対策協議
会との連携の下、「出没しにくい環境づくり」、「電気柵による侵入防止」、「加害個体の捕獲」
の三つの対策を柱に取組を推進しています。

○ 有害鳥獣捕獲の担い手を安定的に確保していくため、県の補助事業や上越市鳥獣被害防止対策
協議会の独自事業により、狩猟免許等の取得を支援しています。

○ 大型獣被害対策学習会を開催するなど、人身被害防止の意識啓発を行っています。
○ 市民からの野生鳥獣に係る通報・相談があった際には、市の関係部署や関係機関と連携して助

言や情報提供等を行っています。

【市内でのツキノワグマ及びイノシシの目撃件数】

【県内及び市内でのツキノワグマによる被害件数】

出所　環境政策課

出所　環境政策課
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（２）開発事業に対する環境配慮の誘導
○ 環境影響評価法、新潟県環境影響評価条例に基づき、一定規模以上の土地の形状の変更、工作

物の新設その他これらに類する事業を行う事業者がその事業の実施に当たり、あらかじめその
事業による環境への影響について、自ら適正に調査・予測及び評価を行う「環境影響評価」に
ついて、環境影響評価会議を設置し調査審議する実施体制を確保しています。

○ 近年では、平成25年度に「上越市廃棄物処理施設（新クリーンセンター）整備及び運営事業」
について調査審議を行いましたが、平成26年度以降は該当案件がありません。

○ 上越市水道水源保護条例、大規模開発の適正化に関する条例等を運用し開発事業の規制等を
行っています。「上越市大規模開発行為の適正化に関する条例」では、開発予定者が大規模開
発行為に係る土地を取得又は開発するときに、事前に市と協議することを義務付け、同条例に
規定された基準に基づき審査を行っています。

○ 法令等に基づく各種開発事業について、市の関係部署から照会・協議があった際には、法令等
を踏まえ環境配慮の側面から回答等を行っています。

（１）緑地・公園の活用
○ 市民の森では、自然体験・学習イベント等を開催し、自然環境に関する意識の高揚を図ったほ

か、散策道や管理棟の整備等を実施し、施設の維持管理を行っています。

○ 都市公園では、「高田城址公園基本計画」や「五智公園基本計画」等に基づき計画的な整備を
進め、魅力的な都市空間の形成に努めています。また、地元町内会等とパーク・パートナーシッ
プ協定を締結し、地域と連携した公園管理を行っています。

○ 高田城址公園の桜が「桜の名所」であり続けるため、「高田城址公園桜長寿命化計画」に基づき、
計画的な世代更新や土壌改良などの樹勢回復手当により生育の健全化を図っています。桜管理
を専門として配置した桜守を中心に日常管理を行うとともに、市民及び市民団体と市の協働に
よる「桜プロジェクトJ（ジェイ）」など、ボランティア団体と連携した保護管理活動を継続し
ています。

２-2　自然環境の活用

くわどり市民の森での木工作体験 二貫寺の森での自然観察会

高田城址公園での桜のボランティア活動　（左：堆肥による土壌改良、右：防虫作業）
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（２）環境保全型農業の推進
○ 「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、化学肥料や化学合成農薬を

５割以上低減する取組と合わせて、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に
取り組む農業者団体等に対して環境保全型農業直接支払交付金による支援を行っています。

○ 環境保全型農業を関係機関・団体と連携しながら積極的に推し進めたことにより、県下で上位
を占める取組面積となりました。

【都市公園の整備状況（令和３年度）】

種別 総合
公園

地区
公園

近隣
公園

街区
公園

運動
公園

広域
公園

特殊公園
（歴史・風致） 合計

箇所数 ２ ２ ５ 128 ３ １ ２ 143
面積（ha） 74.5 8.5 6.3 27.8 32.2 48 11.9 209.2

注：各面積は小数第二位（ha）を四捨五入。合計数は各公園面積（㎡）の合計値。
出所　都市整備課

【パーク・パートナーシップ実施公園数】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

実施公園数 118
（136）

118
（136）

118
（136）

118
（136）

118
（136）

注：カッコ内は都市公園以外を含めた実施数
出所　都市整備課

【環境保全型農業直接支払い交付金の交付者数及び取組面積の実績】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

交付者数（組織） 82 64 56 48 43
取組面積（ha） 1,063 931 921 878 648

出所　農政課
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（１）省エネルギーの推進
○ 公共施設等における省エネ化を推進するため、環境省の補助事業を活用し、公共施設等の省エ

ネ診断及び省エネ設備導入に向けた検討を行い、設備の更新時期を迎え、エネルギー使用量の
削減効果が高いと見込まれる３施設（高田図書館、ユートピアくびき希望館、雁木通りプラザ）
について、省エネ設備（ＬＥＤ照明設備、高効率の空調設備、インバーター制御設備等）を導
入しました。

○ 職員自らが省エネルギーに取り組むとともに、環境に対する意識醸成を図るため、令和２年度
に日常業務の中で実践可能な省エネの取組等をまとめた「エコオフィスの手引き」を作成し、
庁内において周知、意識啓発を行っています。

○ 省エネの取組について、６月の環境月間に合わせて、広報紙やラジオで周知を行ったほか、環
境イベントでのパネル展示や環境クイズ、体験型学習等を通じて、広く市民や事業者に意識啓
発を行っています。

○ 温室効果ガスの削減を継続的に実行するため、上越市環境マネジメントシステム（JMS）によ
り、自律的な改善を促す進捗管理や内部の環境管理委員会で取組の検証を行うとともに、環境
政策審議会の意見を踏まえ取組や運用の見直しを行っています。

○ 「グリーン購入※基本方針」及び「グリーン購入調達方針」に基づき、できる限り環境負荷の
小さい製品やサービスを優先して購入する取組を推進したほか、「夏季の軽装運動」「冬季の省
エネ運動」を実施し、省エネルギーの取組を推進しています。

地球環境分野
3-1　地球温暖化対策の推進

第３節

【市役所の主なエネルギー消費量】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

電気（kWh） 66,059,894 62,960,399 61,355,971 59,197,609 60,517,992
都市ガス（㎥） 2,866,424 2,871,024 2,871,889 3,003,170 3,146,496

灯油（L） 2,215,928 2,143,293 1,786,773 1,504,479 1,395,094
出所　環境政策課

①エコオフィスの手引き
　 令和２年度に日常業務の中で実践可能な省エネの取組等をまとめた
「エコオフィスの手引き」を作成し、庁内において周知、意識啓発を図っ
ています。

②クールビズ・ウォームビズ
　 年間を通じて、夏季・冬季それぞれ省エネ運動を実施し、冷暖房の効

率化に努めています。
③不要な照明の消灯
　 市民へのサービス提供に影響がない範囲で、不要な照明を消灯し、節

電に努めています。
④近年の省エネルギー設備の導入事例（R元年度）

施　設 更新・導入設備 CO2排出削減効果
（R3年度）

高田図書館 照明ＬＥＤ化、パッケージエアコン・マルチエアコン更新、空調設備
ポンプにインバーター制御導入 46.7t-CO2

ユートピアくびき希望館 照明ＬＥＤ化、空調設備ポンプにインバーター制御導入、ＥＭＳ導入 66.8t-CO2

雁木通りプラザ 照明ＬＥＤ化、ガスヒートポンプエアコン更新 10.9t-CO2

出所　環境政策課

【市役所等での主な省エネの取組】

24　 上越市第４次環境基本計画 ／ 上越市第２次地球温暖化対策実行計画

第
１
部

第
１
章 

上
越
市
の
環
境
の
現
状 

▼ 

第
３
節 

地
球
環
境
分
野



（２）再生可能エネルギーの導入
○ 平成25年度に策定した再生可能エネルギー※導入計画では、平成26年度から令和２年度の７

年間を計画期間として、地域特性や利用可能量、導入実績等を踏まえ、当市に適した再生可能
エネルギーを選定し、６項目（太陽光発電、小水力発電、バイオマス※利用、雪氷冷熱利用、
温度差エネルギー、クリーンエネルギー自動車）の再生可能エネルギーについて重点的に取り
組んできました。

○ メガソーラー（発電規模が1,000kW以上の設備）事業については、たにはま公園と柿崎区の
市有地２か所のほか、民有地５か所において、エネルギー供給事業者が発電事業を運営してお
り、発電出力の合計は計画目標である12MW（メガワット）を上回る13MWとなりました。

○ 市民モニターによる太陽光発電設置事業では、市の設置費補助により、住宅への太陽光発電シ
ステムの設置が進み、計画目標である3,300MWh（メガワットアワー）の年間発電量を達成
しました。

○ 雪氷冷熱の活用については、積雪が多いという地域特性をいかし、安塚区を始め、市内13施
設に雪室（民間含む）が導入されており、米を始めとした農産物や日本酒などの高付加価値化・
ブランド化による市内事業者や農業者等の所得向上と地域の活性化を図っています。

○ 温度差エネルギーに関する取組について、上越妙高駅西口駅前広場の歩道に、地中熱ヒートパ
イプ方式の融雪設備を平成26年９月に設置したほか、実証実験として平成28年度に上越保健
センターの駐車場で下水熱による融雪設備を設置しました。

○ その他、新クリーンセンターでは、市内で発生した燃やせるごみの焼却熱を利用した発電を行
うとともに、下水道センターでは下水道汚泥の消化ガスを利用した発電により場内で使用する
電力の一部を賄っています。また、汚泥リサイクルパークではし尿や浄化槽汚泥のメタン発酵
によるバイオガスで施設の熱供給を賄うなど、それぞれの施設において、再生可能エネルギー
の有効利用に取り組んでいます。

○ 森林所有者から作業を受託する林業経営者（森林組合等）の森林整備に関する事業費を補助し、
間伐等に係る経費の負担を軽減し、森林整備の促進を図っています。

【市内における再生可能エネルギー設備の導入容量】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

導入容量（kW） 28,266 28,992 29,624 33,356 31,247
注：ＦＩＴ※（固定価格買取制度）による事業認定分 出所　資源エネルギー庁

【市内公共施設等における再生可能エネルギーの発電実績】

区　分 　　　　　　年度
導入施設 H29 H30 R元 R2 R3

太陽光発電 雁木通りプラザ等 101 81 69 60 59
小水力発電 正善寺浄水場 139 113 193 266 370

消化ガス発電 下水道センター 1,440 1,491 1,501 1,455 1,466
ごみ焼却発電 クリーンセンター 11,954 32,068 31,911 33,603 33,284

風力発電 うみてらす名立等 1,158 928 503 216 －
計 － 14,792 34,681 34,176 35,599 35,179

注：端数処理のため、合計値が一致しない場合がある。 出所　環境政策課

（単位：MWh）
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【市内公共施設等における再生可能エネルギーの利用事例】
区　分 箇所数 設置施設等

太陽光発電 14か所 下記13施設（ほか木田庁舎には屋外照明の設置あり）
小水力発電 １か所 正善寺浄水場（ほか柿崎川浄水場は民間のマイクロ水力発電あり）
消化ガス発電 １か所 下水道センター
ごみ焼却発電 １か所 クリーンセンター
バイオガス利用 １か所 汚泥リサイクルパーク
下水熱利用（融雪） １か所 保健センター（実験的設置）
地中熱利用（融雪） ３か所 小林古径記念美術館、上越妙高駅前広場（西口）、ガス水道局
雪冷熱利用（冷房） ３か所 安塚小学校、安塚中学校、キューピットバレイセンターハウス
雪冷熱利用（冷蔵） ２か所 ユキノハコ、和田雪室（民間での利用）

注：風力発電施設は令和２年度末で発電停止 出所　環境政策課（R3年度末時点）

【太陽光発電を設置している市内の公共施設】

写真　大町小学校（左上）　雪だるま物産館（左下）
　　　上越市役所木田庁舎（右）  注：屋外照明のみ

【雪中貯蔵施設「ユキノハコ」】 【市内の雪冷熱エネルギーを利用する施設】

施設名 発電出力
（kW）

雁木通りプラザ 19.5
富岡小学校 20.0
市民プラザ 10.0
南三世代交流プラザ 5.0
港町特定公共賃貸住宅 10.0
市営子安住宅1号棟 5.0
市営子安住宅2号棟 5.0
安塚中学校 30.0
豊原小学校（板倉区） 20.0
大町小学校 20.0
やちほ保育園 4.0
雪だるま物産館（安塚区） 10.0
はまっこ保育園（大潟区） 5.9
春日小学校 20.0

計（13施設［14か所］） 184.4

区分 施設名 貯雪量
（t）

冷房

キューピットバレイセンターハウスレストラン（安塚区）
※ふれあい昆虫館は休館中 1,539

安塚中学校 660
安塚小学校 150
個人の雪室（板倉区） 20

冷蔵

JAえちご上越「利雪型米穀貯蔵施設」（安塚区） 548
民間事業者の雪室（柿崎区） 500
岩の原葡萄園（合併前上越市） 330
和田雪室（安塚区） 330
JAえちご上越「柿崎雪室」 160
個人の雪室（吉川区） 150
樽田雪中貯蔵施設「ユキノハコ」（安塚区） 90
簡易型雪室実験施設「信濃坂の雪室」（安塚区） 70
JAえちご上越「あるるんの杜雪室」 20

計（13施設） 4,567
出所　上越市調べ（R3年度末時点）

出所　環境政策課（R3年度末時点）
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（３）拠点形成と交通ネットワークの構築
○ 第６次総合計画の土地利用構想に基づき、めりはりのある土地利用を推進するとともに、暮ら

しを支える都市機能が集積したまとまりのある拠点の形成を図っています。また、人や物の移
動を支える交通ネットワークを「広域ネットワーク・拠点間ネットワーク・地区内ネットワー
ク」に区分し、拠点と市外・拠点と拠点・拠点と地区内の集落のそれぞれの間を支える最適な
交通ネットワークの構築を進めています。

○ 平成29年３月に「都市計画マスタープラン」で掲げた将来都市構造の実現に向けて「立地適
正化計画」を策定し、公共交通に関する計画とも連携しながら、都市機能の充実と居住エリア
の緩やかな集束を推進しています。

○ 令和２年３月に策定した第２次総合公共交通計画に基づき、市民の日常生活にあわせたダイヤ
の設定及び停留所の新設等、路線バスの利便性向上に取り組むとともに、将来にわたり持続可
能な公共交通ネットワークを構築するため、重複路線の解消や運行形態の転換など、運行の効
率化を図っています。

○ 路線バスが廃止となる地域や路線がない地域等において、住民が主体となった互助による輸送
等の取組に対して補助金を交付し、住民の移動手段の確保を図っています。

○ スマートフォンなどで路線バスの運行状況がリアルタイムで確認できる「バスロケーションシ
ステム」の導入などによる利便性の向上や、公共交通の割引情報をまとめたリーフレットの配
布、「夏休み『バス乗車体験』キャンペーン」の実施などの利用促進を図っています。

○ えちごトキめき鉄道（株）及び北越急行（株）が行う設備の修繕事業等に対する補助金を交付
するなど支援を行い、運行ダイヤや乗り継ぎにおける利便性を維持するとともに、両社の経営
安定化と鉄道の安全安定輸送を確保しています。

（４）地産地消の推進
○ 地産地消推進の店認定事業により、地場産の農林水産物を食す機会を増やすとともに、「上越

の食育」のホームページをはじめ、様々な媒体や機会を捉え、地場の食材や食文化の情報提供
を行うことで、市民の地産地消の意識の醸成を図っています。

○ 学校給食における地場産野菜の利用促進のため、生産者、納入業者、JAえちご上越等と連携し、
消費拡大に努めています。

【路線バス・乗合タクシー・市営バスの利用者数】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

利用者数（人） 1,574,065 1,577,608 1,551,765 1,257,890 1,290,539
出所　交通政策課（各運行事業者提供資料に基づき作成）

【地域食材を積極的に取り扱う小売店・飲食店等（地産地消推進の店）の認証店数（累計）】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

店舗数（軒） 156 162 167 170 173
出所　農政課
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（１）環境学習の推進と事業者支援
○ 市では、地域や学校に出向き、楽しみながら学べる環境出前講座を実施することにより、市民

の環境問題への関心を引き出し、地域における環境保全・改善活動の推進を図っています。
○ また、環境イベントや市内集客施設で啓発パネルの展示や体験活動などを行い、市民が環境に

ついて身近に感じてもらえるよう意識啓発を図っています。
○ 小中学校において、総合的な学習の時間、児童会・生徒会活動で、具体的な環境活動を行った

ほか、自然環境の調査・見学や専門家による講習など関係団体との連携を通して環境問題につ
いての理解を深め、成果の対外的な発信や地域ぐるみの活動へ展開した事例も生まれています。
また、道徳科において、自然愛護について深く考え議論するなど、体験活動において、自ら考
え、自ら行動できる力を高める環境教育を計画的・継続的に進めています。

○ 市内各地域の地域青少年育成会議の活動では、「花いっぱい運動」等の環境整備活動、クリー
ン活動に取り組み、地域の環境保全に関わっています。

環境学習分野
4-1　環境啓発の推進

第４節

地域住民と連携した地球環境学校での環境学習の様子

大潟の子どもを育てる会
クリーン作戦の様子

雄志中学校区青少年育成会議
地域の花いっぱい活動の様子
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○ 地球環境学校における主に学校単位での体験学習プログラムの提供、上越科学館での民間事業
者からの協力を得た環境・エネルギーをテーマとした展示、上越清里星のふるさと館における
天体観測や展示・講座の開設等、環境保全に関する意識向上や学習機会の提供を行っています。

【地球環境学校利用人数】
年　度 H29 H30 R元 R2 R3

利用者数（人） 5,258 5,744 5,580 5,476 6,461
出所　環境政策課

地球環境学校　生き物観察・水質調査 上越科学館　Eゾーン　エネコミステーション

（２）市民、事業者との協働による取組の推進
○ 市では、第３次環境基本計画に基づき、上越市環境マネジメントシステム（市独自の環境マネ

ジメントシステム）を活用するなかで、市が行う事務事業及び施設を対象としたPDCAサイク
ルによる継続的な環境改善活動を実施しています。

○ 環境問題は、地球温暖化や海洋プラスチック※、ＳＤＧｓ等の一層グローバルな対応が必要に
なっており、新たな環境課題に対応していくため、令和２年度からは、環境団体と連携した学
習会を実施するなど、市民に対する啓発、情報発信を強化しています。

○ 環境団体等との情報交換会を開催し、各団体の課題や今後の取組について、情報共有すること
で、市と環境団体等、団体同士のネットワークづくりや連携強化を図っています。

○ 市ホームページや広報紙を中心に環境情報や環境団体等の活動の周知を行うとともに、ＳＮＳ
なども活用し、環境団体等が企画するイベント情報を掲載することで環境に対する市民の意識
向上、環境イベントや環境学習会への参加を促進しています。

上越市と長野市の環境交流事業の様子 柿崎海岸での海岸清掃と植物観察会の様子
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○ 上越市３Ｒ※オフィスクラブ認定制度により、事業活動の中での３Ｒの実践を促進するととも
に、上越市生活環境協議会連合会において、市民の自主的な取組によりごみの減量と資源リサ
イクル推進活動を実施するほか、地域における環境美化を実施するためのクリーン活動や不法
投棄防止活動、生活環境研修会の開催などの事業を通じて環境美化やごみの減量に対する意識
向上を図っています。

○ 環境省が策定した中小事業者向けの環境経営システムであるエコアクション21の認証取得支
援プログラムにより、認証取得を目指す事業者に対する普及を推進し、事業者等への環境経営
の普及を図っています。

【エコアクション21の概要と市内事業者の実績】
　エコアクション21の普及を推進することにより、地域全体の二酸化炭素などの排出及びエネル
ギーコストなどの削減を実現し、環境負荷の低減を図るとともに、経費等の問題でISO14001の
認証取得が困難な事業者等への環境経営の普及を図ることができます。

年　度 H29 H30 R元 R2 R3
認証取得数（事業者） 16 15 16 15 15

出所　環境政策課

エコアクション21の取組における活動例等
出所　エコアクション21中央事務局
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　環境問題への対応に関わりが深い経済社会情勢の変化や、国及び新潟県の環境関連の主な法令・
計画等の動向を概観します。

第２章 環境問題を巡る情勢の変化

（１）経済社会情勢の主な変化
（ア）持続可能な社会の実現に向けた取組の加速
・ ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals:持続可

能な開発目標）は、平成27（2015）年に国連サミット
で採択された「持続可能な開発のための2030アジェン
ダ」に掲げられた、令和12（2030）年を期限とする国
際社会の共通目標です。

・ 持続可能な世界を実現するための17のゴール（目標）と、169のターゲットから構成され、
地球上の「誰一人として取り残さない」ことを原則としています。

・ 国においては、平成28（2016）年に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部」を設置す
るとともに、毎年、実施方針と優先的課題を発表し、地方自治体や民間企業などのあらゆる主
体による積極的な取組を求めており、当市の第７次総合計画でもその理念を取り入れています。

（イ）新たな感染症の感染拡大による世界経済やライフスタイルの変化
○世界的な感染症拡大による経済・生活への影響
・ 2019（令和元）年12月に確認されて以来、感染が世界的に拡大した新型コロナウイルス感染

症（以下「新型コロナ」）は経済社会全体に大きな影響をもたらしています。
・ 日常生活においては、感染拡大防止のための非常事態宣言の発出等により一斉休校や外出の自

粛、テレワークの拡大など、ワーク・ライフスタイルに大きな変化が生じました。
・ また、国境を越えたヒト・モノ・カネの移動に依存する世界経済のリスクが顕在化し、物流や

人流、データ通信を含めた消費・生産活動や、エネルギー、廃棄物といった環境面にも影響が
生じています。

○環境問題との関わり
・ 新型コロナを始めとする新興感染症は、土地

利用の変化等に伴う生物多様性の損失や気候
変動等の地球環境の変化にも関係していると
言われており、社会経済活動の在り方や、自
然との関わり方まで含め、地球環境問題の深
刻さを再認識させています。

・ 令和２（2020）年１月以降、新型コロナの
世界的な拡大により、経済活動の停止に伴い
温室効果ガス排出量も減少傾向もみられまし
たが、これは一時的なものと考えられており、
新型コロナの収束後はＳＤＧｓの考え方を踏
まえつつ、経済復興と気候変動対策を両立さ
せ、感染症の脅威にも強い持続的な成長が可
能な社会を構築していくことが求められてい
ます。

感染症拡大により見られた主な影響

・ 経済活動の停滞等により電力需要全体は減
少傾向

・ 家庭部門の電力需要は在宅時間の増加によ
り暖房・給湯・照明等の使用が増加傾向

・ 一般廃棄物は、家庭分が増加傾向、事業所
分は減少傾向

・ 新幹線による広域の移動や鉄道貨物輸送は
減少傾向

・ 航空旅客数は、国際線、国内線ともに減少
傾向

・ 高速道路の交通量は、外出自粛についての
協力要請以降減少傾向

・ 宅配便は増加傾向
・ データ通信量は、急激なデジタル化の進展

とともに増加しつつある中で、在宅時間の
増加により急増傾向

・ 東京都への集中は緩和傾向、地方への移住
の関心は上昇
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（ウ）エネルギー需給の不安定化
○日本のエネルギー問題の基本構造と課題
・ 日本の最終エネルギー消費は、平成17（2005）年度をピークに減少傾向にありますが、一次

エネルギーの供給構成は、石油・石炭・天然ガス（ＬＮＧ）などの化石燃料に大きく依存して
おり、とりわけ、東日本大震災以降はその傾向が著しく高まりました。

・ 近年は、最終エネルギー消費の低下や再生可能エネルギー※の拡大等を背景に化石燃料比率は
低下傾向にありますが、令和３（2021）年度には83.2%となっています。

・ その一方で、原油については約９割が中東地域、ＬＮＧや石炭についてはその多くがアジアな
ど海外からの輸入に頼っており、令和元（2019）年の日本のエネルギー自給率は12.1%と、
他のOECD諸国と比べても低い水準にあり、わが国のエネルギーの安全保障は、国際情勢に大
きく左右される状況にあります。

・ 令和４（2022）年２月以降のウクライナ・ロシア情勢による原油や天然ガス等の供給不安を
背景として、世界規模でのエネルギーの安定供給に対する不確実性が高まっており、エネルギー
の国際価格の上昇は、経済活動全般のコスト高につながるなど、国民の日常生活から産業活動
まで大きな影響を及ぼしています。

【日本の最終エネルギー消費と一次エネルギーの供給構成】

【各国のエネルギー自給率】

出所　総合エネルギー統計（1990（平成２）～2021（令和３）年度速報）により上越市作成
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○電気料金の動向
・ 東日本大震災以降、わが国の電気料金は上昇しており、平成26（2014）～平成28（2016）

年度は原油価格の下落などにより一旦低下していましたが、近年には、不安定な国際情勢や燃
料価格の高騰を背景として、大幅な上昇傾向にあり、令和４（2022）年度には、家庭向けの
規制電気料金の値上げの動きも見られます。

・ 燃料高騰を発端とする電力市場価格の高騰は、電力小売自由化により誕生した新電力※にも影
響を与えており、事業の譲渡や事業停止等に至る事業者も見られます。

【日本のエネルギー消費効率の動向】

出所　資源エネルギー庁資料 出所　資源エネルギー庁資料

○省エネの取組動向
・ 日本では、産業界を始めとしてエネルギー消費効

率を高める取組を実施してきており、昭和45
（1970）年度から平成２（1990）年度の20年間
では経済成長を遂げる中で約４割の削減を実現し
てきています。効率化の動向は、平成２（1990）
年度から平成22（2010）年度の20年間では約
１割程度となっていますが、国の「第６次エネル
ギー基本計画」における令和12（2030）年度の
エネルギー需給の見通しでは、平成24（2012）
年度～令和12（2030）年度までの約20年間の
エネルギー消費効率の改善について、1970年台
と同等以上となる40%程度に相当する目標を掲
げています。

・ 近年では、地震等による発電所の停止や極端な気
象による電力需要の増大、天候に影響を受ける太陽光発電の拡大等、エネルギーの安定供給を
巡る課題は複雑化・深刻化しており、国も電力の需給見通しを踏まえて省エネ対策強化の呼び
かけや、令和４（2022）年冬には、電力会社による節電プログラムに対する「節電達成特典」
の付与を行っています。
○再エネの導入状況
・ 日本の再エネ電力比率は令和元（2019）年度で18%です。令和２（2020）年の実績で、再

エネ発電設備容量は世界第６位、太陽光発電は世界第３位となっています。
・ 平成24（2012）年の固定価格買取制度の導入以降、再エネの設備容量は急速に伸びている一

方で、電力の利用者が負担する再エネ賦課金を原資とする買取費用は3.8兆円に達しており、
再エネの最大限の導入と国民負担の抑制の両立が課題となっています。

出所　資源エネルギー庁資料
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（２）国・新潟県の取組動向
　第３次環境基本計画策定後にみられた国及び新潟県の環境関連の主な法令・計画等の動向は以下
のとおりです。

分野 国（世界） 新潟県 方向性

環境全般 【H27（2015）．９月】
　・ 持続可能な開発のための

2030アジェンダでＳＤＧｓ
提示

【H30（2018）．４月】
　・ 第５次環境基本計画の閣議

決定

【H29（2017）．３月】
　・ 新潟県環境基本計画（2017-2028）の策

定

【R3（2021）．３月及びR4（2022）．３月】
　・ 同計画の改定

ＳＤＧｓが示
す国際的な目
標達成に向け
た環境問題に
対する取組の
強化を明確化

生活環境
【H30（2018）．６月】
　・ 海洋漂着物処理推進法の改

正
　・ 第４次循環型社会形成推進

基本計画の策定
【R元（2019）．５月】
　・ プラスチック資源循環戦略

の策定
【R元（2019）．10月】
　・ 食品ロス※の削減の推進に

関する法律の施行
【R4（2022）．４月】
　・ プラスチック資源循環法の

施行

【H28（2016）．３月】
　・ 第２次新潟県資源循環型社会推進計画の

策定

【R3（2021）．３月】
　・ 第３次新潟県資源循環型社会推進計画の

策定

海 洋 プ ラ ス
チック※、食
品 ロ ス の 削
減、 プ ラ ス
チックの資源
循環に対する
取組の強化を
明確化

自然環境 【H27（2015）．５月】
　・ 鳥獣保護法改正施行

【R3（2021）～】
　・ 次期生物多様性国家戦略の

策定

【H29（2017）．３月】
　・ 新潟県生物多様性地域計画（2017-2028）

の策定
【R3（2021）．３月】
　・ 同計画の改定

生物多様性の
保 全 の 推 進
や、野生鳥獣
被害の増加へ
の対応の強化
を明確化

地球環境 【H27（2015）．12月】
　・ パリ協定の採択

【H30（2018）．６月】
　・ 気候変動適応法の制定

【R2（2020）．10月】
　・ 2050年カーボンニュート

ラル宣言

【R3（2021）．５月】
　・ 地球温暖化対策の推進に関

する法律の改正
【R3（2021）．10月】
　・ 地球温暖化対策計画の閣議

決定

【H29（2017）．３月】
　・ 新 潟 県 地 球 温 暖 化 対 策 地 域 推 進 計 画

（2017-2030）の策定
【R2（2020）．９月】
　・ 「2050年までに温室効果ガス排出実質ゼ

ロ」及び「温室効果ガス排出量の削減対策
（緩和策）と気候変動適応策を両輪とした
取組の表明

【R3（2021）．３月】
　・ 新潟県気候変動適応計画の策定

【R4（2022）．３月】
　・ 新潟県2050年カーボンゼロの実現に向け

た戦略の策定と2030年温室効果ガス削
減目標の見直し

2050年 カ ー
ボンニュート
ラル実現等、
温室効果ガス
排出量の削減
目標や、
地球温暖化対
策の強化を明
確化
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（１）分野別の課題
　当市の現状やこれまでの取組、経済社会情勢の変化、国・県の動向を踏まえた当市の今後の環境
施策の課題は、以下のとおりです。

（ア）生活環境分野
（公害・排水処理関連）
 ⇒　 POINT ：生活に身近なトラブルへの対応の強化が必要

【個別課題】
〇 騒音苦情について、近隣住民等の生活音を原因とする事案が増加していること、また、北陸新幹線の鉄道騒

音が環境基準値を超過している地点があることから、苦情の解消に向け、調整や指導を行う必要があります。
○ 悪臭苦情は、臭気の根本的な抑止が困難なため問題解決に時間を要するケースがありますが、現地における

現況確認や原因の特定原因者と申立者の意見交換の場の設定などの調整により、迅速に問題解決を図る必要
があります。

○ 人口減少や集合処理の進捗により、今後、し尿及び汚泥の収集量が減少することが見込まれるため、収集体
制の見直しや作業の効率化を図り、安定的な収集体制を確保する必要があります。

○ 急速に進む人口減少などを背景に、下水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増しており、将来にわたり効
率的で持続可能な事業経営に取り組んでいく必要があります。

〇 渇水や降雪に伴う地下水の汲み上げ状況によって地盤沈下の進行が懸念されることから、これまでどおり地
盤沈下の状況を監視するとともに、一層の節水意識の啓発に取り組む必要があります。

（廃棄物処理・環境美化関連）
 ⇒　 POINT ： ごみの減量化や適正処理の啓発の強化や、最終処分場の早期整備と適切な処理

体制の維持・確保への対応が必要

【個別課題】
〇 不法投棄の回収量や野焼き等の指導件数が減少していないため、メディア、市ホームページや広報紙、回覧

などによる啓発の強化が必要です。
〇 事業系一般廃棄物の排出量が減少していないことから、事業所への一層の啓発が必要です。
〇 高齢者等のごみ分別等の支援が必要な世帯が増加しているため、確実に支援する必要があります。
〇 一部のごみ集積所や資源物常時回収ステーションにおいて、依然として分別誤りやマナー違反が散見される

ため、改善に向けた周知啓発の強化を図る必要があります。
○ 平成30年度から、金属を含まないプラスチック製品やゴム製品を「燃やせないごみ」から「燃やせるごみ」

に分別収集の区分を変更しましたが、未だ適正な分別がされていないケースがあるため、さらなる周知の徹
底を図る必要があります。

○ ごみ収集事業者の担い手不足により、小規模の事業所においては事業の継続が困難な状況も生じているため、
収集体制の見直しを含め、今後の方策を検討する必要があります。

○ 限られた資源を有効利用するため、事業者が排出する廃棄物の再資源化に向けた啓発を含め、引き続き、廃
棄物の分別収集及び再資源化を推進する必要があります。

〇 エコパークいずもざきの供用期間が令和13年までと見込まれる中、有事に備え、災害復旧の第一歩となる
災害廃棄物処理に重要な役割を担う公共関与の最終処分場を早期に整備する必要があります。

〇 適切な廃棄物処理体制を維持するため、引き続き、計画的に施設の整備や維持管理等に取り組む必要があり
ます。

〇 食品ロス※の削減やプラスチックの資源循環など、国の第４次循環型社会形成推進基本計画に呼応した取組
は、市の施設やごみの分別区分などを踏まえて検討する必要があります。

〇 生活環境や自然環境の美化を推進するため、引き続き市民や事業者等が主体的に取り組む環境美化活動を支
援する必要があります。

第３章 今後の課題
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（イ）自然環境分野
 ⇒　 POINT ： 特定外来生物※や絶滅危惧種対策などの環境保全活動や、有害鳥獣による被害の

防止に向けた対応の強化が必要

【個別課題】
〇 アライグマなどの特定外来生物の生息・育成域の拡大により、絶滅が危惧される希少種の生息域の減少が懸

念されるため、環境保全活動の強化などに取り組む必要があります。
〇 クマ等の大型獣の人里への出没を抑制するため、出没する要因となる、未収穫の野菜や果実など放任果樹の

適正な処理について市民への理解を広げるほか、出没しにくい環境づくりに向けて、緩衝帯の整備を進める
必要があります。

〇 イノシシによる農作物被害が増加傾向にあることから、従来の電気柵や捕獲等による対応のほか、集落環境
診断などの住民参加型の取組を全市的に展開するとともに、猟友会の負担軽減と効率的な捕獲活動を推進す
るため、ICTやドローンを活用したスマート捕獲の導入が必要です。

〇 有害鳥獣の捕獲数が増加傾向にあることから、担い手（猟友会会員）不足の解消に向け、会員増加のための
方策が必要です。

○ ソメイヨシノの寿命は一般的に60～80年と言われており、高田城址公園では同時期に植えられた桜が多く
存在しているため今後も計画的な生育管理が必要です。

○ 環境保全型農業については、高齢化や集約化により取組人数及び面積が減少傾向にありますが、「みどりの
食料システム戦略」に基づく、「みどりの食料システム法新潟県基本計画」により、有機農業をはじめとし
た環境に優しい農業を拡大していく必要があることから、環境保全型農業の取組に対する支援や普及・啓発
を通じて取組面積の拡大を図る必要があります。

（ウ）地球環境分野
 ⇒　 POINT ： 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた対応の強化と、再生可能エネル

ギー※設備導入によるトラブル回避が必要

【個別課題】
○ 国は2050（令和32）年までにカーボンニュートラルを達成する目標を掲げ、2030（令和12）年度におけ

る温室効果ガス排出量を2013（平成25）年度比で46%減となる目標を表明しているため、温室効果ガスの
削減に向けた取組のさらなる推進が必要です。

〇 再生可能エネルギー設備（太陽光発電等）について、景観や防災上の問題による住民トラブルの未然防止や
適地確保等に向けた対応を整理する必要があります。

○ 再生可能エネルギーの導入については、これまでの取組から、太陽光発電における冬季の降雪による設備利
用率の低下や、小水力発電における農業用水路等での安定した水量の確保など、一部事業において課題があ
りますが、課題解決に向けた調査・研究を行い、導入の可能性や効果的な導入方法を検討していく必要があ
ります。

○ バス路線については、地域の実情や利用実態に応じて、少量輸送など環境負荷の低い効率的な運行形態に転
換し、住民の移動手段の確保に取り組む必要があります。

〇 脱炭素※社会を実現するためには環境分野のみならず、交通や産業、農林水産業などあらゆる分野・主体の
取組が必要になってくることから、市民・事業者・行政が連携しながら脱炭素を目指す体制を構築する必要
があります。

（エ）環境学習分野
 ⇒　 POINT ： 次世代の環境団体等の担い手育成への対応強化が必要

【個別課題】
○ 環境団体等の担い手の高齢化や後継者不足が問題となっているため、活動を行い、次世代を担う人材を育成

する必要があります。
〇 環境保全の取組は一人ひとりの行動や活動が重要となることから、そのための基礎的な資質・能力が育まれ

る幼児期・学童期の学びはもとより、日常生活の中で環境への配慮を自然なこととして実行できるように、
生涯を通じて継続的な学びが必要です。

○ 地球温暖化や海洋プラスチック※、ＳＤＧｓなどのグローバルな対応が必要な新たな環境問題に対応するた
め、引き続き、環境団体と連携した学習会や、ＳＮＳ等を活用し幅広い年齢層への周知など、啓発・情報発
信を強化する必要があります。

○ 新型コロナの感染状況を踏まえ、環境学習会やイベントの開催について、今後のあり方を検討していく必要
があります。
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（２）市民の環境に係る意識から見た課題
　市民を対象に実施した環境に関するアンケート注を踏まえた当市の環境に関する課題は、以下の
とおりです。

区　分 アンケートから読み取れる意識等 課　題

当市の環境に関
する満足度

○ 全体的には多くの市民が当市の環境に満足を
感じている傾向があります。

【参考】
　第７次総合計画の策定にあたり実施した「市
民の声アンケート」でも、生活実感が高い項
目として、「みどりの豊かさ」などの環境に関
する項目が挙げられています。

○ 生活に身近なごみ問題や資源のリサイクルに
対する関心が高く、地球温暖化問題への関心
が高まりも見られます。

○ 海や海岸、水辺とふれあえる場所についての
満足度が比較的低くなっています。

○ 当市の地域特性を反映した傾向としては、除
雪や雪の有効利用について関心が高くなって
います。また、海や海岸に関する関心が高く、
マイクロプラスチックによる河川、海洋汚染
についても約８割の市民が関心を持っていま
す。

　みどりの豊かさなど、良好な環
境を当市の魅力として引き続き保
全していくことが、今後のまちづ
くりでも重要であることが読み取
れます。

　関心の高まりを行動の実践につ
なげていくための対策が必要です。

　市民の参画・協働での対応が行
いやすい事項として、今後、一層
の対策の進展が期待されます。

　市民の参画・協働での対応が行
いやすい事項として、今後、一層
の対策の進展が期待されます。

　環境団体の取組の周知や、市民
参加型の魅力的な環境イベントの
企画など、潜在的に環境改善活動
を行いたいと考えている市民の後
押しをするような方策を検討する
必要があります。

環境改善活動の
実践に係る意識

○ ごみ問題についての意識が高く、特にごみの
出し方に関しては９割以上の市民がルールを
守っていると答えており、市民意識が広く浸
透してきていることが伺えます。

○ 買い物の際マイバッグの持参や、過剰包装を
断るなどレジ袋の有料化による行動変容がみ
られます。

○ 今後環境に関するイベントや活動に参加した
いと考えている一方で、具体的な行動に移せ
ていない市民が約４～５割を占めています。

　　注：上越市の環境に関する市民アンケート（調査結果の詳細は128ページ）
　　　・調査対象：16歳以上の市民 1,200人
　　　・調査項目：上越市の環境への満足度、環境に対する意識、環境行動の実態等
　　　・調査期間：令和４年１月21日（金）から令和４年２月９日（水）まで
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第４章 望ましい環境像と政策の方針等

（１）将来都市像
　第７次総合計画では、市政運営の全体目標となる将来都市像を「暮らしやすく、希望あふれるま
ち　上越」としています。

将来都市像第１節

（２）将来都市像実現に向けた五つの基本目標
　第７次総合計画では、将来都市像の実現に向けて、五つのまちの姿を基本目標として定め、各目
標達成に向けた政策の方針を示しています。本計画では、環境政策と特に関わりが深い基本目標２、
４、５の実現を目指します。

将来都市像

暮らしやすく、希望あふれるまち 上越
「暮らしやすいまち」に向けて・・・

　　　　 　各種インフラ、産業、教育、医療、福祉、環境、文化の全てにおいて、社会環境の
変化に、柔軟かつしなやかに対応し、誰一人取り残されることなく、自分らしい暮ら
しができるよう、生活の質の向上を図り、安心感や満足度をより高めていきます。

「希望あふれるまち」に向けて・・・
　　　　 　地域の魅力や資源、産業や人材など、まちの力を市民や地域が一丸となって高め、

いかしていく中で、地域に対する愛着や誇りが育まれ、市民一人一人が夢や希望を持っ
て暮らし、そして、次代を担う子どもや若者が帰ってきたくなるようなまちづくりを
進めていきます。

基本目標２ 　安心安全、快適で開かれたまち
　　 　市民の暮らしを支える都市基盤や良好な生活環境の持続

性を高め、災害に強い安心安全で強靱なまちづくりに取り
組むほか、地域の豊かな都市空間や自然環境を保ち、その
質を高めるとともに、全国へと開かれた交通ネットワーク
をいかし、誰もが快適に暮らし続けられるまちを目指しま
す。

基本目標４ 　魅力と活力があふれるまち
　　 　地域に根付き、新たな価値を作り出す産業の活力を高め

るとともに、誰もがやりがいを持って働くことができる環
境を整えるほか、多様な地域資源を磨き上げ、その魅力の
最大化を図りつつ、広く内外に伝える中で新たな交流が生
まれていく、魅力と活力があふれるまちを目指します。

基本目標５ 　次代を担うひとを育むまち
　　 　安心して子どもを産み育て、子どもたちが健やかに育つ

教育・社会の環境の整備や充実に取り組むほか、全ての世
代が学び、活動し、挑戦することができる環境を整え、ま
ちの未来を支えるあらゆるひとを育むまちを目指します。

暮らしやすく、
希望あふれるまち 

上 越

支え合い、生き生きと
暮らせるまち

安心安全、快適で
開かれたまち

魅力と活力が
あふれるまち

誰もが
活躍できるまち

次代を担う
ひとを育むまち
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（３）土地利用構想との整合
　第７次総合計画における土地利用構想では、将来都市像の実現に向けて、土地利用の基本的な考
え方を「面・点・線」のまちの構造の３要素から明らかにしています。
　この構想では広大な市域を地勢的特徴に応じて区分した各エリア（「面」）の特性・機能をいかし
つつ、各地に暮らしを支える拠点（「点」）を形成し、それぞれを交通ネットワーク（「線」）で結ぶ
ことにより、各地域が支え合い、魅力や恵みを市全体で享受する姿を目指しています。
　本計画では、この土地利用構想と整合を図りつつ、環境施策の観点から、将来のまちの発展を見
据えた持続可能な土地利用と適切な機能整備を一層推進していきます。

面：めりはりのある土地利用
　　　…市域を地勢的特徴に応じて区分した市街地、田園地域、中山間地域の三つの「エリア」
　　　　・ 多様な都市機能や優良な農地、豊かな自然を有するエリアそれぞれの特性をいかし、育む

めりはりのある土地利用を推進します。
点：暮らしを支える拠点の構築

　　　… 施設や店舗などの都市機能が集まる中心市街地や各総合事務所の周辺などの場所を「拠点」として 
位置付け

　　　　・各地区の拠点の機能に応じ、暮らしを支える機能を維持・集積します。
線：人や物の移動を支える交通ネットワークの構築

　　　…道路や鉄道、バスなどの「交通ネットワーク」
　　　　・ 拠点と市外、拠点と拠点、拠点と地区内の集落のそれぞれの間を、便利で安全に移動でき

る交通ネットワークを構築します。

【面（エリア）・点（拠点）・線（交通ネットワーク）によるまちの構造のイメージ】

※ 面（エリア）・点（拠点）・線（交通ネットワーク）のそれぞれの詳細は、次ページ以降をご覧ください。
　 面（エリア）はおおむねの範囲を、点（拠点）はおおむねの位置を、線（交通ネットワーク）はイメージを示したものです。

中国・韓国
佐渡市

糸魚川市糸魚川市

北陸方面北陸方面

関西方面関西方面

首都圏首都圏 長野県長野県 妙高市妙高市

魚沼地域魚沼地域

中越地域
下越地域
中越地域
下越地域

名立区

中郷区

板倉区

清里区
牧　区

三和区 安塚区

大島区浦川原区

吉川区

柿崎区

大潟区

上越IC周辺上越IC周辺

直江津港周辺直江津港周辺

直江津駅周辺直江津駅周辺

春日山駅周辺春日山駅周辺

高田駅周辺高田駅周辺

寺IC周辺寺IC周辺

上越妙高駅周辺上越妙高駅周辺

頸城区

面（エリア） 市街地

点（拠　点）

線（交通ネットワーク）

都市拠点 地域拠点 生活拠点 ゲートウェイ

田園地域 中山間地域

広域ネットワーク 拠点間ネットワーク
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面（エリア）・点（拠点）・線（交通ネットワーク）によるまちの構造のイメージ
【面（エリア）・点（拠点）・線（交通ネットワーク）によるまちの構造のイメージ】

※ 面（エリア）・点（拠点）・線（交通ネットワーク）のそれぞれの詳細は、次ページ以降をご覧ください。
　 面（エリア）はおおむねの範囲を、点（拠点）はおおむねの位置を、線（交通ネットワーク）はイメージを示したものです。

中国・韓国
佐渡市

糸魚川市糸魚川市

北陸方面北陸方面

関西方面関西方面

首都圏首都圏 長野県長野県 妙高市妙高市

魚沼地域魚沼地域

中越地域
下越地域
中越地域
下越地域

名立区

中郷区

板倉区

清里区
牧　区

三和区 安塚区

大島区浦川原区

吉川区

柿崎区

大潟区

上越IC周辺上越IC周辺

直江津港周辺直江津港周辺

直江津駅周辺直江津駅周辺

春日山駅周辺春日山駅周辺

高田駅周辺高田駅周辺

寺IC周辺寺IC周辺

上越妙高駅周辺上越妙高駅周辺

頸城区

面（エリア） 市街地

点（拠　点）

線（交通ネットワーク）

都市拠点 地域拠点 生活拠点 ゲートウェイ

田園地域 中山間地域

広域ネットワーク 拠点間ネットワーク
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　本計画では、第７次総合計画で目指すまちづくりの推進に当たり、経済社会情勢の変化やこれま
での取組の課題を踏まえ、環境分野での基本的な政策・施策を「生活環境」「自然環境」「地球環境」
「環境学習」の四つの分野から明らかにします。
　このうち「環境学習」は、他の三つの分野に共通する要素であり、今後一層取組の強化が必要と
考えることから、横断的な分野として位置付けます。
　各分野の政策・施策の推進に当たっては、分野毎に「望ましい環境像」と政策の基本方針を設定
します。

望ましい環境像と政策の基本方針第２節

経済社会情勢の変化等と「望ましい環境像」及び「基本方針」の関係性

▼基本方針▼分野と望ましい
環境像

▼第7次総合計画
　の将来都市像

○持続可能な社会の実現に向けた取組の加速
○新たな感染症の拡大による世界経済やライフスタイルの変化
○エネルギー需給の不安定化

１－１
環境汚染の防止

１－２
生活環境の維持・
向上

３－１
脱炭素社会への
移行の促進

２－１
自然環境との共生

２－２
自然環境の活用

３－２
持続可能な
循環型社会の形成

１ 生活環境分野
安心安全、快適な

生活ができる空間が
保たれているまち

２ 自然環境分野
豊かな自然と共生した
暮らしが息づくまち

３ 地球環境分野
地球環境への負荷が

少ない暮らしが
営まれているまち

４ 環境学習分野
一人ひとりが環境に

配慮した行動を
実践しているまち

▼経済社会情勢の変化

【情勢の変化と課題】 【第４次環境基本計画の政策】

ＳＤＧｓの目標達成に
向けた取組の強化

▼当市の環境を巡る課題▼国・県の動向

暮
ら
し
や
す
く
　希
望
あ
ふ
れ
る
ま
ち
　上
越

４－１
環境啓発の推進

１ 生活環境分野
○生活に身近なトラブ

ルへの対応
○ごみの減量化や適正

処理の啓発
○最終処分場の早期整

備と適切な処理体制
の維持・確保

海洋プラスチック、
食品ロスの削減、プラ
スチックの資源循環に
対する取組の強化

２ 自然環境分野
○特定外来生物や絶滅

危惧種対策など環境
保全活動

○有害鳥獣による被害
の防止に向けた対応

生物多様性の保全の
推進や、野生鳥獣被害
の増加への対応の強化

３ 地球環境分野

○2050年カーボン 
ニュートラルの実現

○再生可能エネルギー
設備導入によるトラ
ブル回避

　2050 年 カ ー ボ ン
ニュートラル実現等、
温室効果ガス排出量の
削減目標の明確化や、
地球温暖化対策の強化

４ 環境学習分野 ○次世代の環境団体等
の担い手育成

○関心の高まりを行動
の実践へ
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各分野における「望ましい環境像」と政策の「基本方針」

１ 生活環境分野 　 環境像：安心安全、快適な生活ができる空間が保たれているまち
　基本方針１　環境汚染の防止
　　 　大気の汚染や水質の汚濁などの公害は、市民の健康や住環境など、安心安全な日常生活の大きな影

響を及ぼす可能性があります。
　　 　環境汚染を防止し、良好な生活環境を確保していくため、各種法令等に基づいた規制を適切に運用し、

測定、監視などの取組を効果的に実施するとともに、異常事案の発生時には関係機関と連携して迅速
に対応します。

　基本方針２　生活環境の維持・向上
　　 　廃棄物の不適正処理や不法投棄は、当市の大切な地域資源である自然環境や景観の悪化を招くばか

りでなく、環境汚染による生活環境への影響が懸念されます。
　　 　快適かつ魅力的な生活環境を維持し、更には向上させていくため、廃棄物の適正処理や良好な景観

形成に向けた取組を推進します。

２ 自然環境分野 　 環境像：豊かな自然と共生した暮らしが息づくまち
　基本方針１　自然環境との共生
　　 　当市の市域には、海、山、大地の要素が揃っており、それぞれの地域の中で、更には、それらの要

素が互いに関連を持ちながら生態系が形成されています。
　　 　豊かな恵みをもたらす自然環境を保全し、共生していくため、それらの価値を共有し、守り続けて

いく取組を推進します。
　基本方針２　自然環境の活用
　　 　当市の歴史・風土は、四季折々の気候や多様な自然環境との関わりの中で培われてきたものであり、

また、豊かな自然が日常生活に身近な存在であることは、当市の暮らしの大きな魅力となっています。
　　 　豊かな自然がもたらす多様な恵みを活用していくため、市の内外における当市の自然環境の魅力を

発信するとともに、自然環境と調和したまちづくりを推進します。

３ 地球環境分野 　 環境像：地球環境への負荷が少ない暮らしが営まれているまち
　基本方針１　脱炭素社会への移行の促進
　　 　近年では、地球温暖化が起因とされる記録的な高温や大雨、森林火災、干ばつなどの異常気象が頻

発しており、当市でも暮らしの中でそれらの影響が身近なものとなっています。
　　 　地球温暖化対策が世界各国で加速化している中、当市における脱炭素※社会への移行を促進していく

ため、市民生活や事業活動における化石燃料を由来とするエネルギーからの転換などに向けた取組を
推進します。

　基本方針２　持続可能な循環型社会の形成
　　 　地球環境への負荷を軽減し、限りある資源を有効に活用していくため、これまで資源の効率的な利

用やリサイクルなどが進められてきています。
　　 　近年では、地球温暖化対策の進展、プラスチックの資源循環の促進、食品ロス※問題などを背景とし

て、一層の強化や新たな展開が必要となっており、それらの課題に対応し、循環型社会の形成につな
げていくため、市民・事業者・行政がそれぞれの役割を踏まえた取組を推進します。

４ 環境学習分野 　 環境像：一人ひとりが環境に配慮した行動を実践しているまち
　基本方針　環境啓発の推進
　　 　環境問題への対応は、市民一人ひとりの日常生活、事業者の経済活動などの様々な場面で、改善に

向けた活動を自主的に取り組んでいくことが必要です。
　　 　本計画で掲げる望ましい環境像を実現に向けて、より多くの市民や事業者が環境問題に関する様々

な情報に触れ、実践に移していけるような環境学習や啓発の取組を推進します。
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（１）施策の体系
　本計画は、望ましい環境像の実現に向けて以下の体系図のとおり、四つの分野において、20の
主要施策を展開します。

環境施策の体系第３節

環境施策の体系の全体像

２ 自然環境分野
豊かな自然と共生した
暮らしが息づくまち

３ 地球環境分野
地球環境への負荷が

少ない暮らしが
営まれているまち

４ 環境学習分野
一人ひとりが環境に

配慮した行動を
実践しているまち

【政策・施策の体系】

１－１
環境汚染の防止

１－２
生活環境の維持・
向上

３－１
脱炭素社会への
移行の促進

２－１
自然環境との共生

２－２
自然環境の活用

３－２
持続可能な
循環型社会の形成

４－１
環境啓発の推進

１ 生活環境分野
安心安全、快適な

生活ができる空間が
保たれているまち

（1）大気汚染の防止
（2）騒音・振動、悪臭の防止
（3）水質保全・排水処理対策の推進
（4）地下水の保全、土壌汚染の防止
（5）化学物質等による汚染の防止

（1）ごみの適正処理の推進
（2）環境美化の推進

（1）省エネルギー化の推進
（2）再生可能エネルギーの普及促進
（3）拠点形成と交通ネットワークの
　  構築

（4）吸収源対策の推進

（1）環境学習の推進と事業者支援
（2）市民・事業者との協働による
　  取組の推進

（1）生物多様性の保全
（2）環境に配慮した事業活動の推進

（1）緑地・公園の活用
（2）自然環境と調和した景観形成の
　  推進

（3）環境保全型農業の推進

（1）ごみ減量の推進
（2）リサイクルの推進

【目指すまちの姿】

▼第7次総合計画
の将来都市像

▼分野と望ましい
環境像 ▼基本方針 ▼主要施策

暮
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（２）ＳＤＧｓの推進
　本計画の推進に当たっては、環境・経済・社会のバランスの取れた持続可能なまちづくりに向け
て、ＳＤＧｓの理念や視点を積極的に取り入れ、各施策と関連するゴールを関連付け、目指す環境
像とＳＤＧｓの達成に向けて一体的に取組を進めていきます。

本計画とＳＤＧｓとの関係性

分野 基本方針 主要施策 ＳＤＧｓの目標
2 3 4 6 7 8 9 11 12 13 14 15 17

１
生活
環境

１  環境汚染の 
防止

1 大気汚染の防止

◇ ◇ ◇ ◇ ◇
2 騒音・振動、悪臭の防止
3 水質保全・排水処理対策の推進
4 地下水の保全、土壌汚染の防止
5 化学物質等による汚染の防止

２  生活環境の 
維持・向上

1 ごみの適正処理の推進
◇ ◇ ◇ ◇ ◇

2 環境美化の推進

２
自然
環境

１  自然環境との
共生

1 生物多様性の保全
◇ ◇ ◇ ◇ ◇

2 環境に配慮した事業活動の推進

２  自然環境の 
活用

1 緑地・公園の活用
◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇2 自然環境と調和した景観形成の推進

3 環境保全型農業の推進

３
地球
環境

１  脱炭素社会 
への移行の 
促進

1 省エネルギー化の推進

◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇
2 再生可能エネルギーの普及促進
3 拠点形成と交通ネットワークの構築
4 吸収源対策の推進

２  持続可能な 
循環型社会の
形成

1 ごみの減量の推進
◇ ◇ ◇ ◇ ◇

2 リサイクルの推進
４

環境
学習

１  環境啓発の 
推進

1 環境学習の推進と事業者支援
◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

2  市民・事業者との協働による取組の推進

 

目標１ ［貧困］ 
あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わらせる 

目標10  ［不平等］  
国内及び各国家間の不平等を是正する 

目標２ ［飢餓］ 
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養の改善
を実現し、持続可能な農業を促進する 

目標11  ［持続可能な都市］  
包摂的で安全かつ強靭 （レジリエント）で持続可能な
都市及び人間居住を実現する 

目標３ ［保健］ 
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を
確保し、福祉を促進する 

目標12  ［持続可能な消費と生産］  
持続可能な消費生産形態を確保する 

目標４ ［教育］ 
すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確
保し、生涯学習の機会を促進する 

目標13  ［気候変動］  
気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策
を講じる 

目標５ ［ジェンダー］ 
ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女
児のエンパワーメントを行う 

目標14  ［海洋資源］  
持続可能な開発のために、海洋・海洋資源を保全し、
持続可能な形で利用する 

目標６ ［水・衛生］ 
すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可
能な管理を確保する 

目標15  ［陸上資源］  

 

目標７ ［エネルギー］ 
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能
な近代的なエネルギーへのアクセスを確保する 

目標16  ［平和］  

目標８ ［経済成長と雇用］ 

 

目標17  ［実施手段］  
持続可能な開発のための実施手段を強化し、グロー
バル・パートナーシップを活性化する 

目標９ ［インフラ、産業化、イノベーション］ 
強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的
かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーショ
ンの推進を図る 

 
 

 

出所　持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）と日本の取組
　　　（外務省国際協力局）

 
 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の詳細 本計画と関連があるゴール 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々
の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間ら
しい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持
続可能な森林の経営、砂漠化への対処ならびに土地の
劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促
進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、
あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある
包摂的な制度を構築する
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第５章 環境施策の展開

【基本方針】
　大気の汚染や水質の汚濁などの公害は、市民の健康や住環境など、安心安全な日常生活に大きな
影響を及ぼす可能性があります。
　環境汚染を防止し、良好な生活環境を確保していくため、各種法令等に基づいた規制を適切に運
用し、測定、監視などの取組を効果的に実施するとともに、異常事案の発生時には関係機関と連携
して迅速に対応します。

【施策の内容】
（１）大気汚染の防止

○ 大気中の窒素酸化物や光化学オキシダント※、微小粒子状物質※（ＰＭ2.5）などの汚染物質の
測定、現況把握により大気環境の監視を行います。

○ 汚染防止や被害防止に向けた取組方法を周知するほか、人の健康又は生活環境に係る被害が生
じる恐れがある場合には、注意喚起し適切な行動を促します。

○ 工場又は事業場から排出されるばい煙は、法令で定められた基準の管理により、大気中への排
出抑制を図ります。

（２）騒音・振動、悪臭の防止
○ 騒音や振動の防止は、法令により地域を指定し、工場、事業場、建設作業や自動車、鉄道など

の発生源からの抑制や、環境騒音の発生を抑制します。
○ 畜産業や製造業、飲食業などの臭気対策は、法令により地域を指定し、事業所等の発生源を規

制することにより生活環境の保全を図ります。
（３）水質保全・排水処理対策の推進

○ 生活排水による水質汚染を防止するため、公共下水道や農業集落排水への接続や合併処理浄化
槽の設置を促進します。

○ 河川、湖沼、海域、地下水、事業所の排水口の水質調査により、水質汚濁の監視と状況把握を
行います。

○ 化学物質が流れ込む水質汚濁事故の際は、被害拡大防止のため関係機関と連携し迅速な対応に
努めます。

（４）地下水の保全、土壌汚染の防止
○ 積雪期前には、地下水揚水により地盤沈下が起こることを周知し、地盤沈下防止の取組に協力

を呼びかけるほか、地下水位を監視し、著しい地下水位低下がある場合は地盤沈下に関する注
意喚起を行います。

○ 国、県と連携し、地盤沈下の状況を把握し、揚水設備設置者等に対し地下水保全に関する啓発
を行います。

○ 法令に基づく有害物質の地下浸透規制や、廃棄物の埋立規制により地下水及び土壌の汚染を防
止します。

（５）化学物質等による汚染の防止
○ 有害化学物質や放射線、その他の新たな環境汚染に対しては、モニタリングや適切な被害の防

止を行うとともに、関係機関と連絡調整を行い対応します。

生活環境分野
1-1　環境汚染の防止

第１節
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　【市施策の目標値】

項　目 現状値 R8　中間目標値 R12　目標値

公害苦情の改善率 95%（R1ー R3平均） 95% 95%

事業所の騒音・振動規制基準
達成率 99%（R1ー R3平均） 99% 99%

事業所の排水基準達成率 97%（R1ー R3平均） 97% 97%

汚水衛生処理率 88.0%（R3） 92.3% 93.7%

　【市民・事業者の皆さんに期待される取組】

（１）　市民に期待される取組
■　自動車の運転時は、急な加速・減速の少ない運転を心掛けるなど、エコドライブを行う。
■　ハイブリッド車、電気自動車など、環境負荷の低い電動車※等の購入を検討する。
■　 ＰＭ2.5や光化学オキシダントの注意報等の発表時の行動をあらかじめ把握し、発表時は

屋外での活動をできるだけ控える。
■　ダイオキシンの発生や健康被害などの原因となる野焼きなどの不適切な焼却を行わない。
■　日常生活において、近隣騒音や悪臭の発生防止など周囲や地域住民に配慮する。
■　灯油の流出など油漏れを防止する。
■　風呂水の再利用や雨水の散水利用など水道水の節水に努める。
■　雪が止んだ時の消雪パイプの停止など、地下水を節水する。
■　公共下水道や農業集落排水への接続、合併処理浄化槽の設置を行う。
■　水質、大気、土壌などの公害防止の調査に協力する。
■　放射線についての正しい知識の理解に努める。

（２）　事業者に期待される取組
■　通勤時のノーカーデーの設定や、事業用自動車の購入時の電動車等の購入を検討する。
■　事業活動において、急な加速・減速の少ない運転を心掛けるなど、エコドライブを行う。
■　工場の製造過程の排気ガスや、冷温水発生機等から発生するばい煙の排出基準を遵守する。
■　事業活動に伴う騒音や振動の発生防止や、排出水による水質汚濁防止を徹底する。
■　消雪パイプの適正運転をして節水をする。
■　土地利用する場合には、土壌汚染や地下水汚染の防止対策を徹底する。

地盤沈下防止チラシ
節水の合言葉

「TPP」
・Time（時間）を減らす
・Power（強さ）を減らす
・Place（場所）を減らす

灯油流出防止チラシ
　　　４箇条
　・離れない
　・閉める
　・点検
　・配管に注意

【地盤沈下・油流出事故の防止】

出所　新潟県
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1-2　生活環境の維持・向上

【基本方針】
　廃棄物の不適正処理や不法投棄は、当市の大切な地域資源である自然環境や景観の悪化を招くば
かりでなく、環境汚染による生活環境への影響が懸念されます。
　快適かつ魅力的な生活環境を維持し、更には向上させていくため、廃棄物の適正処理や環境美化
の取組を推進します。

【施策の内容】
（１）ごみの適正処理の推進

○ ごみの分別区分の丁寧な周知を図るほか、ごみ集積所の適正な配置と収集運搬、中間処理を維
持し、安定的・効率的なごみ処理を進めます。

○ 不法投棄や野焼きなどの不適正なごみの処分を防止するため、出前講座や広報紙による啓発活
動に取り組むとともに、資源物常時回収ステーションの巡回やクリーン活動のごみの回収など
により、ごみを適正に排出する環境づくりを行います。

○ 廃棄物処理施設の適切配置を維持するほか、最終処分場の確保に向けた取組を推進します。
○ ごみの排出が困難な高齢者等を支援するため、町内会や関係部署と協力し、ごみヘルパーを確

保します。

（２）環境美化の推進
○ 地域の生活環境や自然環境の美化を図るため、全市クリーン活動等様々な取組を推進するとと

もに、市民や事業者等の主体的な取組を支援します。

【ストップ！　不法投棄】

　廃棄物処理法では、「何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない」（第16条）と定め、
廃棄物の投棄を禁止しています。
　山林や河川など他人の土地や公共の土地に廃棄物を投棄する場合は言うまでもなく、自分
の土地であっても、穴を掘って廃棄物を埋めたりすることは不法投棄にあたります。
　廃棄物の不法投棄は法で禁止されており、違反すると厳しく罰せられます。【懲役５年以下、
罰金1,000万円以下（法人は３億円以下）又はこれらの
併科】

　県では、不法投棄等の防止に関する意識啓発及び県の
廃棄物対策に関する取組の一層の推進や社会的認知度の
向上のため、「不法投棄ストップ！県民ウイークにいが
た」などの際に、右のようなポスターやチラシにより啓
発活動を行っています。
※ 令和２年度から、「不法投棄ストップ！県民ウイーク

にいがた」の実施期間を、春（５月30日～６月８日）
と秋（11月１日～10日）に変更しました。

出所　新潟県

生活環境分野第１節
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【野外焼却（野焼き）は禁止されています】

　廃棄物の野外焼却（いわゆる野焼き）は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で、原則禁
止とされています。野焼きは、環境被害をもたらすとされるダイオキシン類の発生につながる
だけでなく、火災の発生や煙害により地域の皆さんに迷惑が掛かるので、絶対にやめましょう。
　違反した場合は、罰則（５年以下の懲役もしくは１千万円以下の罰金またはこの併科）が課
されることがあります。
○禁止の例外となる野外焼却
・国、地方公共団体が施設管理のために行う必要な焼却
・災害予防、応急対策または復旧のために必要な焼却
・風俗慣習上または宗教上の行事のための焼却（どんど焼きなど）
・農林漁業のためのやむを得ない焼却（漁網に付いた海産物の焼却など）
・ 日常生活を営む上で通常行われる軽微な焼却（たき火やキャンプファイヤーを行う際の木く

ずの焼却など）
【環境美化活動の様子】

市内では、海岸や山、公園等様々な場所で環境団体や町内会等がクリーン活動を行っています。

　【市施策の目標値】

項　目 現状値 R8　中間目標値 R12　目標値

不法投棄されたごみの量 22t（R3） 19t 18t

全市クリーン活動参加者数 55,445人（R3） 58,000人 62,000人

　【市民・事業者の皆さんに期待される取組】

（１）　市民に期待される取組
■　ごみの分別ルールを守り、ポイ捨てなど不法投棄は絶対に行わない。
■　火災の発生や煙害などの原因となる野焼きは行わず、ごみを適正に処分する。
■　 資源物常時回収ステーションを利用する際は、ルールをきちんと守り、回収品目以外の

ごみを出さない。
■　不法投棄防止活動に協力し、全市クリーン活動に参加する。
■　所有する土地やその周辺のごみ拾いや草とりなど、環境美化に努める。

（２）　事業者に期待される取組
■　不法投棄防止活動やクリーン活動など、地域の環境美化活動に協力する。
■　所有する土地やその周辺のごみ拾いや草とりなど、環境美化に努める。

環境団体・町内会・学校等が参加している
早朝海岸清掃

ゲーム感覚ごみ拾いイベント
「清走中」
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自然環境分野
2-1　自然環境との共生

第２節

【基本方針】
　当市の市域には、海、山、大地の要素が揃っており、それぞれの地域の中で、更には、それらの
要素が互いに関連を持ちながら生態系が形成されています。
　豊かな恵みをもたらす自然環境を保全し、共生していくため、それらの価値を共有し、守り続け
ていく取組を推進します。

【施策の内容】
（１）生物多様性の保全

○ 水辺、里地里山、森林などにおける多様な生態系を健全な状態で維持していくため、自然環境
保全地域の指定や、環境保全団体や町内会等と連携した保全活動、レッドデータブック等を活
用した普及啓発などの取組を推進します。

○ 近年、アライグマ等の特定外来生物※の生息域の拡大により、元々の地域にある絶滅が危惧さ
れる希少種の生息域の減少が懸念されるため、外来種被害予防三原則（「入れない」「捨てない」

「拡げない」）を踏まえた適切な対応の普及啓発を推進します。
○ 人と野生動物の共存を図るため、ツキノワグマやイノシシ等の大型野生動物が人里に出没しな

いよう、草刈りや伐木等を行った緩衝帯を整備するなど、出没しにくい環境づくり対策を講じ
るとともに、市民一人ひとりの野生動物に対する理解を深める機会の提供に取り組みます。

（２）環境に配慮した事業活動の推進
○ 自然環境の保全や公害の防止を図るため、環境影響評価法や新潟県環境影響評価条例等に該当

する事案が生じた際には、市の環境影響評価会議を開催し、専門的な知見を踏まえ、開発事業
者等に対して適正な事業の実施を促します。

【上越市の自然環境保全地域】

柿崎海岸

よしだの谷内

五智公園

頸北の池沼群
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　【市施策の目標値】

項　目 現状値 R8　中間目標値 R12　目標値

自然環境保全地域の指定数 ７か所（R3） ９か所 11か所

大型野生動物による人身被害の発生
件数 ０件/年（R3） ０件/年 ０件/年

　【市民・事業者に期待される取組】

（１）　市民の皆さんに期待される取組
■　 野生動植物は、違法な採取・捕獲や売買をせず大切に保護し、生物多様性の保全に協力

する。
■　外来生物を「入れない、捨てない、拡げない」の三原則を守り、防除活動に協力する。
■　身近な自然に関心を持ち、自然環境調査に協力する。
■　 日頃から野生鳥獣被害に対し、被害を防ぐための注意事項や鳥獣の習性等を理解し、収

穫残さの撤去、柵の設置、個体数調整などへの協力に努める。
■　里山や森林の役割を理解し、適切に保全されるよう協力する。
■　森林保全を行うイベントに参加するとともに、地域産材の利用に努める。
■　 住宅建築など開発に当たっては、環境法令を遵守し、身近なみどりなど自然の形成や生

活環境の保全に努める。
（２）　事業者の皆さんに期待される取組

■　野生動植物の違法な採取・捕獲や売買をしない。
■　外来生物を「入れない、捨てない、拡げない」の三原則を守り、防除活動に協力する。
■　里山や森林の役割を理解し、適切に保全されるよう協力する。
■　森林保全を行うイベントに参加・支援するとともに、地域産材の利用に努める。
■　開発事業に当たっては、環境法令を遵守し、自然環境や生活環境の保全に努める。

出所　環境政策課

【冬眠明けのクマに注意】

冬眠明けのクマはえさを求めて活発
に活動します。また、親子連れのク
マは要注意です。
・ 子連れの母グマが最も危険
　 人と出会っても子グマを助けよう

として人に襲いかかることも。
・クマの足跡に注意
　 雪の上、沢の泥の上にあったら要

注意
・時間に注意
　朝４時～７時、夕方５時～８時
　 食事時間なのでさかんに活動して

いる。
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【基本方針】
　当市の歴史・風土は、四季折々の気候や多様な自然環境との関わりの中で培われてきたものであり、
また、豊かな自然が日常生活に身近な存在であることは、当市の暮らしの大きな魅力となっています。
　豊かな自然がもたらす多様な恵みを活用していくため、市の内外における当市の自然環境の魅力
を発信するとともに、自然と調和した潤いと安らぎのある良好な都市景観を形成し、自然環境と調
和したまちづくりを推進します。

【施策の内容】
（１）緑地・公園の活用

○ 市民や来訪者が当市の豊かな自然とふれあい、体験ができる施設の維持保全及び効果的な活用
に努めます。

○ 都市空間の緑化を推進するとともに、市民の憩いや交流の場となる都市公園等の整備や適切な
維持管理に取り組むとともに、パーク・パートナーシップ協定に基づく公園管理や、桜のボラ
ンティア活動など、市民との協働による取組を推進します。

（２）自然環境と調和した景観形成の推進
○ 快適で美しく、魅力あふれるまちの実現に向け、建築物や工作物等の良好な景観への誘導や事

業者等への啓発活動に取り組みます。

（３）環境保全型農業の推進
○ 農業の持つ多面的機能をいかし、生産性との調和に配慮しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、

農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業を推進します。

出所　農林水産省

2-2　自然環境の活用
自然環境分野第２節

【環境保全型農業】
　環境保全型農業とは「農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和などに留意しつつ、
土づくり等を通じて化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業」です。
　食料農業農村基本法においても、国全体として適切な農業生産活動を通じて国土環境保全に
資するという観点から、環境保全型農業の確立を目指しています。

環境保全型農業に係る施策の変遷
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【上越市みどりのフェスティバル】

　【市施策の目標値】

項　目 現状値 R8　中間目標値 R12　目標値

市民が自然が豊かと感じている 
割合（市民の声アンケート） 92.9% ― 97.0%

有機農業に取り組んでいる面積 57ha（R3） 90ha 120ha

　【市民・事業者に期待される取組】

（１）　市民の皆さんに期待される取組
■　市民の森など、身近な自然の中で遊べる環境づくりに協力する。
■　身近な公園や緑地を管理する活動に参加する。
■　みどりに関するイベントに参加し、みどりの保全について理解を深める。
■　景観への意識を高め、個々の暮らしの場における周辺環境に配慮する。
■　環境にやさしい栽培方法で生産された農産物の購入に努める。

（２）　事業者の皆さんに期待される取組
■　身近な公園や緑地を管理する活動に参加、支援する。
■　開発や建設などの事業活動に当たって、景観づくりに配慮する。
■　 生産者は、環境への負荷に配慮し、化学肥料及び化学合成農薬の使用を低減する環境保

全型農業に取り組む。
■　 卸売業・小売業者や、飲食店・飲食サービス業者は、環境にやさしい栽培方法で栽培さ

れた農産物を積極的に取り扱う。

市の活動紹介 花や苗などの販売

緑の少年団の活動の様子
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地球環境分野
3-1　脱炭素社会への移行の促進

第３節

【基本方針】
　近年では、地球温暖化が起因とされる記録的な高温や大雨、森林火災、干ばつなどの異常気象が
頻発しており、当市でも暮らしの中でそれらの影響が身近なものとなっています。
　地球温暖化対策が世界各国で加速している中、当市における脱炭素※社会への移行を促進してい
くため、市民生活や事業活動における化石燃料を由来とするエネルギーからの転換などに向けた取
組を推進します。

【施策の内容】
（１）省エネルギー化の推進

○ 公共施設等の照明設備のＬＥＤ化、高効率な設備の導入や更新等を進め、市の事務事業におけ
るエネルギー使用量を削減します。

○ 市民・事業者・行政が一体となって、日常生活や事業活動の中で省エネルギー化や化石燃料か
らのエネルギーシフトを実践していくための意識啓発や情報提供、設備の導入等に対する支援
に取り組みます。

（２）再生可能エネルギーの普及促進
○ 公共施設等への太陽光発電等の導入や公用車の電動化を率先して推進します。
○ 市民・事業者による再生可能エネルギー※の普及を促進していくため、市民・事業者への情報

提供や設備の導入等に対する支援に取り組みます。
○ 多様な民間事業者等との連携体制を構築し、次世代のエネルギーとして注目される水素や、当

市の地域特性を踏まえた多様な再生可能エネルギーについて、技術動向を把握し、利活用に向
けた調査研究に取り組みます。

○ 民間事業者による再生可能エネルギーを活用した発電設備の設置や開発に対して、自然環境や
生活環境と調和した形で導入が促進されるよう、適切なルールづくりや調整に取り組みます。

（３）拠点形成と交通ネットワークの構築
○ 人や物の移動などに伴う温室効果ガスの排出を削減し、効率的で利便性の高い都市構造の構築

に向けて、都市機能が集積する拠点を維持・形成するとともに、各拠点間や拠点と集落の間を
道路やバスなどで結ぶ交通ネットワークの構築に取り組みます。

（４）吸収源対策の推進
○ 二酸化炭素の吸収源となる森林の整備・保全を図るため、国や県、関係団体等との連携により

林業の振興を推進するとともに、公共施設等への地域産材の利活用を促進します。

出所　一般社団法人次世代自動車振興センター

　電気自動車（ＥＶ）・プラグインハ
イブリッド自動車（ＰＨＶ）への充電、
並びにＥＶ・ＰＨＶから施設へ放電（給
電）ができる装置です。放電（給電）
機能は災害等による停電時のレジリエ
ンス注を向上します。

注：レジリエンス：回復力、復元力

【Ｖ２Ｈ充放電設備とは】
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　【市施策の目標値】

項　目 現状値 R8　中間目標値 R12　目標値

市域における温室効果ガスの
年間排出量

1,801千t-CO2
（H30） 1,281千t-CO2 1,020千t-CO2

市内における再生可能エネル
ギー設備の導入容量 31,247kW（R3） 61,252kW 85,257kW

公共施設等における再生可能
エネルギー設備の導入容量 3,609kW（R3） 3,907kW 4,385kW

森林組合等による市内産木材
（間伐材含む。）の出荷量 11,000㎥（R3） 15,500㎥ 19,000㎥

　【市民・事業者に期待される取組】

（１）　市民の皆さんに期待される取組
■　 地球温暖化や脱炭素に関する問題意識を共有し、ライフスタイルを見直す意識を持つ。
■　 節電や省エネ家電の購入、グリーンカーテン※の設置や冷房・暖房の控えめな温度設定な

ど、日常生活で実践できる省エネ生活を実行する。
■　 複数の家電や給湯器など、家庭内のエネルギー消費機器を使用する際の無駄遣い防止と

して、ＨＥＭＳ※（ヘムス）の使用を検討する。
■　 住宅用太陽光発電や間伐材などを燃料とするペレットストーブなど再生可能エネルギー

の導入に努める。
■　 過度な自動車利用から、公共交通機関や車の相乗り、自転車、徒歩など移動手段の転換

に努める。
■　 ハイブリッド車、電気自動車など、環境負荷の低い電動車※等の購入を検討する。
■　 温室効果ガスの削減につながる取組についての情報を収集し、実践する。
■　 環境負荷の低減に資する環境ラベル※商品や、トップランナー※制度による省エネ基準の

達成率が高い機器の購入に努める。
■　 地場産農産物や地域産材の使用に努める。

（２）　事業者の皆さんに期待される取組
■　 地球温暖化や脱炭素に関する問題意識を共有し、事業スタイルを見直す意識を持つ。
■　 ＥＳＣＯ※（エスコ）事業の導入やＬＥＤ照明・省エネ機器への更新、設備の省エネ運用

など、事業所の省エネルギー化に取り組む。
■　 事業所内の設備や機器の運転やエネルギー使用の際の無駄使い防止として、ＢＥＭＳ※（ベ

ムス）の使用を検討する。
■　 クールビズ・ウォームビズに取り組む。
■　 自動車利用の効率化を進め、環境負荷の低い電動車等への更新を検討する。
■　 太陽光発電など再生可能エネルギーの導入に努める。
■　 共同配達や貨物輸送など、物流の効率化を検討する。
■　 温室効果ガスの削減につながる取組についての情報を収集し、実践する。
■　 環境負荷の低減に資する環境ラベル商品や、トップランナー制度による省エネ基準の達

成率が高い機器の購入に努める。
■　 卸売業・小売業者は、地場産農産物を積極的に取り扱う。
■　 飲食店・飲食サービス業者は、地場産農産物を積極的に使用する。
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【基本方針】
　地球環境への負荷を軽減し、限りある資源を有効に活用していくため、これまで資源の効率的な
利用やリサイクルなどが進められてきています。
　近年では、地球温暖化対策の進展、プラスチックの資源循環の促進、３Ｒ※にRenewable（リ
ニューアブル再生可能資源への代替）の考えを加えた取組、食品ロス※問題などを背景として、一
層の強化や新たな展開が必要となっており、それらの課題に対応し、循環型社会の形成につなげて
いくため、市民・事業者・行政がそれぞれの役割を踏まえた取組を推進します。

【施策の内容】
（１）ごみの減量の推進

○ 限りある資源を効率的に利用し、再生可能資源の活用と廃棄物の発生抑制を進めるため、市民
や事業者に向けて、ごみ減量及びリサイクルに係る情報発信等の普及啓発を推進します。

○ 資源ごみを含めた一般廃棄物の処理について、時代に即した分別、処理方法などの情報収集、
研究を継続的に行い、適正処理に必要な施設の計画的な維持管理や整備等に取り組みます。

○ 食品ロスへの社会的関心の高まりを踏まえ、市の食品ロス削減計画を策定し、計画的な啓発や
取組を行います。

（２）リサイクルの推進
○ 限られた資源の有効利用を推進するため、引き続き、廃棄物の分別収集及び再資源化に取り組

みます。
○ 資源物の分別区分の浸透を図るとともに、事業者が排出する廃棄物の再資源化の推進に向けた

啓発活動に取り組みます。
○ 安定した資源物の収集を目指すため、資源物常時回収ステーションを適正に利用しやすい環境

を整えるとともに、維持管理及び利用マナーの向上を図ります。
○ 資源物の適正分別による価値向上を進めるなど、経済性にも配慮したリサイクルを推進します。

出所　環境省

3-2　持続可能な循環型社会の形成
地球環境分野第３節

　プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の
廃棄物輸入規制強化等への対応を契機として、国内
におけるプラスチック資源循環を促進する重要性が
高まっています。
　こうした背景から、政府では、令和元年５月に「プ
ラスチック資源循環戦略」（令和元年５月31日消費
者庁・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環
境省）を策定し、３Ｒ＋Renewableの基本原則と、６つの野心的なマイルストーンを目指す
べき方向性として掲げました。
　さらに、令和３年６月には、プラスチック使用製品の設計からプラスチック使用製品廃棄物
の処理まで、プラスチックのライフサイクルに関わるあらゆる主体におけるプラスチックの資
源循環の取組を促進するための措置を盛り込んだ「プラスチックに係る資源循環の促進等に関
する法律」が成立しました。

【プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律】
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　【市施策の目標値】

項　目 現状値 R8　中間目標値 R12　目標値

市民１人１日当たりのごみ排出量 944.5g（R3） 826.0g以下 732.0g以下

事業系一般ごみの排出量 21,582t（R3） 18,859t以下 16,679t以下

家庭ごみの資源化率 42.5%（R3） 50%以上 50%以上

一般廃棄物再生利用率 21.7%（R3） 28.0% 28.0%

　【市民・事業者に期待される取組】
（１）　市民の皆さんに期待される取組

■　 マイバッグやマイボトルを積極的に使用し、ごみの削減に努める。
■　食べ物を残さないことや食材を無駄にしない調理を行うなど、食品ロス削減に努める。
■　ごみの分別のルールを守り、ごみの再資源化に努める。
■　 製品やサービスを購入する際は、環境を考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷が

できるだけ少ないものを選んで購入する。
■　 リサイクルショップやフリーマーケットなどを利用し、使用可能な不要品の売却や、リ

ユース品の購入を心がける。
（２）　事業者の皆さんに期待される取組

■　 過剰包装をせず、マイバッグ持参の取組を支援する。
■　 製造商品のエコマーク取得に努める（製造に係る資源採取、製造、流通、使用、消費、

リサイクル、廃棄などの各段階を通じた環境配慮に努める）。
■　 事務用紙類の再資源化を進め、古紙パルプを使用した紙類の使用を進める。
■　 ごみの分別に努め、法令に従い再生利用を進める。

出所　農林水産省

【食品ロスとは】

　食品ロスとは、本来食べられるのに捨てられてしまう食品
のことです。
　食品ロスの量は年間522万tになっています。（令和２年度
推計値）
　日本人の１人当たりの食品ロス量は１年約41kgで、これ
は日本人１人当たりが毎日お茶碗一杯分のご飯を捨てている
のと近い量になります。
　日頃から、食べきりや食材の使い切り、必要な分だけを購
入・注文するなど食品ロスの削減に努めましょう。

国民１人当たり食品ロス量

1日 約113ｇ
※ 茶碗約1杯のご飯の量（約150g）

に近い量

年間 約41kg
※ 年間1人当たりの米の消費量

（約53kg）に近い量
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環境学習分野
4-1　環境啓発の推進

第４節

【基本方針】
　環境問題への対応は、市民一人ひとりの日常生活、事業者の経済活動などの様々な場面で、改善
に向けた活動を自分事として取り組んでいくことが必要です。
　本計画で掲げる望ましい環境像の実現に向けて、より多くの市民や事業者が当市の豊かな自然環
境の価値や魅力に気付き、環境問題に関する様々な情報に触れ、環境に配慮した行動を実践に移し
ていけるような環境学習や啓発の取組を推進します。

【施策の内容】
（１）環境学習の推進と事業者支援

○ 社会のデジタル化が進展し、様々なメディアやコミュニケーション手段が確保されている中、
市民一人ひとりの環境保全に対する意識を高め、具体的な行動につなげていくため、様々な媒
体を活用した情報発信や、環境に関する学習の機会を提供します。

○ 環境保全に取り組む人材や団体等の育成を図るほか、環境団体と市民・事業者・行政の間や、
環境団体同士の連携を促進します。

（２）市民・事業者との協働による取組の推進
○ 様々な広報媒体や環境イベント等の身近な機会を通じた情報提供や学習活動を推進します。
○ 市民や事業者が、自主性と主体性を持ち、さらなる環境改善活動に取り組めるように、様々な

地域や分野で環境問題に関わる団体等の情報を収集・発信・コーディネートなどにより、それ
らの団体の連携を促進するとともに、市内外の若者を含めて参加・行動する人の裾野を広げ、
市民活動の促進を図ります。

○ 市民や市民活動団体による公共的な課題の解消に向けた取組に対して、必要に応じて協働や連携
の手法が適切に用いられるよう、市民と行政双方が意見交換しやすい環境づくりを推進します。

「にいがたゼロチャレ30」
新潟県が作成した私たち一人ひとりにできる取組

「にいがた緑の陣」
県内５市でCO2削減効果を競い合う

グリーンカーテン※普及啓発事業

春日謙信交流館で
生育したグリーン
カーテンの様子

「にいがた緑の陣」表彰式
上越市　見事優勝

普及啓発用チラシ

グリーンカーテン講座で
生育指導を受ける様子

【にいがたカーボンゼロチャレンジ】
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　【市施策の目標値】

項　目 現状値 R8　中間目標値 R12　目標値

環境団体等と連携した学習機会の提供
回数 ５回（R3） ８回 10回

環境保全のために考え、積極的に行動
している市民の割合

（上越市環境市民アンケート）
46.0%（R3） － 55.0%

全市クリーン活動参加者数（再掲） 55,445人（R3） 58,000人 62,000人

　【市民・事業者に期待される取組】

（１）　市民の皆さんに期待される取組
■　 幼児期・学童期における体験や学習をはじめ、生涯にわたる学びの重要性を認識し、家

族等で環境体験等のイベントへ参加する。
■　 清掃活動などの地域活動や、市民団体や市が行う環境活動やイベントに参加する。
■　 身近な生活環境から地球環境まで環境の課題に興味を持ち、学習会等を活用し環境を良

くしていくための情報を収集する。
■　 日常生活で簡単に取り組める環境活動からイベント参加やＬＥＤ照明などの環境に配慮

した機器の購入まで、一人ひとりが実行可能な取組を行う。
（２）　事業者の皆さんに期待される取組

■　 社会貢献活動の一つとして、清掃などの美化活動やその他の地域活動への参加や、環境
をテーマとしたイベント等に参画、支援する。

■　 身近な生活環境から地球環境まで環境課題に興味を持ち、学習会や講師派遣を活用して
情報収集し、改善の取組を実行する。

■　 事業者として環境配慮の取組を進め、各従業員が環境活動に取り組みやすい職場づくり
に努める。

■　 事業活動において環境マネジメントシステムの活用を進める。

リモートによる海洋ごみの学習会の様子 ＳＤＧｓ学習会での竹を使った工作の様子

【学習会の様子】
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第２部

第２次地球温暖化対策実行計画

※�第２部は世界的な課題である地球温暖化対策に係る計画であることから、
主として西暦表示を用いて表記しています。

第１章　計画の基本的事項　	 62

第２章　区域施策編　	 68

第３章　事務事業編　	 98
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（１）地球温暖化の現状
　地球温暖化とは、私たちの日常生活や社会活動において、石炭や石油等の化石燃料が大量消費さ
れることなどに伴い、熱を吸収する性質を持つ温室効果ガス（二酸化炭素、メタン、フロン類）が
大気中に大量に放出され、地球全体の平均気温が上昇する現象です。
　地球の表面温度は、太陽から流れ込む日射エネルギーと地球から宇宙に放出される熱放射のバラ
ンスにより一定の気温（平均気温14℃前後）に保たれています。このバランスを保っているのが
温室効果ガスで、特に二酸化炭素（CO2）は、大気中に約0.04%しか含まれていませんが、地表
面から放射される熱を吸収し、地表面に再放射することにより、地球の平均気温を一定に保ってい
ます。仮に温室効果ガスが存在しない場合、地球の表面温度は-19℃まで下がり、氷の世界になる
と言われています。
　18世紀半ばの産業革命以降、人間活動の活発化により化石燃料の消費が増加する一方で、CO2
を吸収する森林の減少などにより、大気中の温室効果ガスの濃度が高まり、地球規模で気温が上昇
し、地球温暖化が進行しています。
　今後、地球温暖化がさらに進行すると、気候変動により、自然及び人間社会に深刻で広範囲にわ
たる取り返しのつかない影響が生じる可能性が高まるとされています。
　2021（令和３）年８月に公表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次評価報告書
（第１作業部会報告書［自然科学的根拠］）では、「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させ
てきたことには疑う余地がない」とされ、地球温暖化が人類の活動によって引き起こされているこ
とが明示されました。
　同報告書によると、世界の平均気温は、産業革命前後（1850～1900年）と比べて、既に1.09℃
上昇（2011～2020年）しており、この観測値は過去10万年間で最も温暖だった数百年間の推定
気温と比べても前例のないものであるとし、気温の将来予測について、気候政策などの地球温暖化
対策を実施しない場合、今世紀末までに平均気温が最大5.7℃上昇すると予測されています。

【世界平均気温（年平均）の変化】

出所　環境省「IPCC第６次評価報告書第１作業部会報告書（自然科学的根拠）」を基に作成

（1850-2020 年） 観測値

℃
2.0

1.5

1.0

0.5
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-0.5

1850 1900 1950 2000 2020 年

人為・自然起源の
両方の要因を考慮
した推定値

自然起源の要因
のみを考慮した
推定値

1.09℃
上昇

観測値並びに人為・自然起源両方の
要因を考慮した推定値及び自然起源
の要因のみを考慮した推定値
（いずれも 1850～ 2020年）

第１章 計画の基本的事項

計画策定の背景第１節
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（２）地球温暖化の影響
　地球温暖化によって気温が上昇すると、海洋の熱膨張や氷河・氷床の融解による海水面の上昇、
洪水や干ばつなどの増加、陸上・海の生態系の変化、農作物の収量低下や水不足、人間への健康被
害など様々な影響が予測されています。
　2022（令和４）年２月に公表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次報告書（第
２作業部会報告［影響・適応・脆弱性］）では、人為起源の気候変動により、「自然と人間に対して、
広範囲にわたる悪影響と、それに関連した損失と損害を、自然の気候変動の範囲を超えて引き起こ
している」ことが示されました。
　近年、地球温暖化が原因と考えられる記録的な高温や大雨が世界各地で発生し、それに伴う森林
火災や洪水など深刻な被害が報告されています。国内でも2020（令和２）年７月に、九州南部や
北部、東海地方や東北地方など広範囲にわたり記録的な大雨が発生し、各地で河川の氾濫や土砂災
害、低地の浸水などにより、多くの人的被害や物的被害が発生しました。
　また、当市においても、2019（令和元）年８月に高田の気温が、1922（大正11）年の統計開
始以降初めて40℃を超えるなど、地球温暖化の影響は、私たちの身近な問題として感じられるよ
うになってきています。このまま地球温暖化が進行した場合、今後さらに、気候変動による社会的・
経済的な影響や被害が大きくなることが予測されており、持続可能な社会を構築するためには、世
界全体で気候変動対策を進めることが喫緊の課題となっています。

【世界の年平均地上気温変化（1986～2005年平均と2081～2100年平均の差）】

出所　IPCC第５次評価報告書統合報告書図SPM7

【2100年末に予測される日本への影響】
（温室効果ガス濃度上昇の最悪ケース RCP8.5、1981-2000年との比較）

出所　全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（環境省環境研究総合推進費報告書）を基に作成

気温
気温 3.5～6.4℃上昇
降水量 ９～16%増加
海面 60～63cm上昇

災害
洪水 年被害額が３倍程度に拡大
砂浜 83～85%消失
干潟 12%消失

水資源
河川流量 1.1～1.2倍に増加

水質 クロロフィルa増加による�
水質悪化

生態系
ハイマツ 生育可能な地域の消失～現在

の７%に減少

ブナ 生育可能な地域が現在の10
～53%に減少

食料
米 収量に大きな変化はないが品

質低下リスクが増大

温州みかん 作付適地がなくなる

健康 熱中症 死者、救急搬送者数が２倍以
上に増加

厳しい温暖化対策を
とった場合

現状を上回る温暖化対策を
とらなかった場合
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（３）地球温暖化対策の動向
（ア）世界の動向
●「パリ協定」の採択
　�　2015（平成27）年12月にフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第21回締約
国会議（COP21）では、史上初めて、全ての国が参加する2020年以降の新たな国際的な枠
組みである「パリ協定」が採択され、世界共通の長期目標として、産業革命前からの世界の平
均気温上昇を２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求することが掲げられ
ました。
●IPCC「1.5℃特別報告書」の公表
　�　2018（平成30）年10月に公表された、IPCCの「1.5℃の地球温暖化による影響等に関す
る特別報告書（1.5℃特別報告書）」では、気温上昇を1.5℃に抑えるには、世界のCO2排出量
を2050年前後には実質ゼロに抑える必要があること、現在の水準で排出量が増加し続けると、
2030（令和12）年から2052（令和34）年までの間に気温上昇が1.5℃に達する可能性が高
いことや、２℃上昇した場合には、一部の生態系の喪失などの不可逆的な影響が生じる可能性
があることが示されました。
●世界の温室効果ガス削減目標
　�　2021（令和３）年10、11月にイギリス・グラスゴーで開催されたCOP26では、世界の平
均気温の上昇を産業革命前に比べて1.5℃に抑えることを世界全体の長期的な目標とするこ
と、そのためには、世界全体のCO2排出量を2030年までに2010年比で45%削減し、今世紀
半ばには実質ゼロにする必要があることが合意されました。
　�　また、2022（令和４）年11月には、エジプト・シャルムエルシェイクでCOP27が開催され、
温暖化で生じた被害の救済をめぐる先進国から途上国の支援の見直しなど新たな動きが始まっ
ています。
●各国の温室効果ガス削減目標
　�　アメリカは、2021（令和３）年４月の気候変動サミットで、「2030年の温室効果ガスを
2005年比で50～52%削減」する目標を発表しました。また、2030年の削減目標として、
EUは、「1990年比で55%以上削減」、世界最大のCO2排出国である中国は、「GDP当たりの
CO2排出量を2005年比で60～65%削減」を掲げるなど、各国で基準年度や削減目標は異な
りますが、世界全体で脱炭素※化に向けた動きが加速しています。

【世界の二酸化炭素排出量（2019年）】 【各国の温室効果ガス削減目標】

中国 2030年までにGDP当たりのCO2排出
を60-65%削減（2005年比）

EU 2030年までに温室効果ガス排出量を
55%以上削減（1990年比）

インド 2030年までにGDP当たりのCO2排出
を45%削減

日本 2030年度において温室効果ガス排出量
を46%削減（2013年度比）

ロシア 2050年までに温室効果ガスの実質排出
を約60%削減（2019年比）

アメリカ 2030年までに温室効果ガスの排出量を
50-52%削減（2005年比）

出所　全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト「各国の削減目標は同サイトを基に作成」（2021年11月時点）
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（イ）国の動向
●「パリ協定」を踏まえた温室効果ガス削減目標
　�　2016（平成28）年５月、国は「パリ協定」を踏まえた新たな「地球温暖化対策計画」を閣
議決定し、温室効果ガス削減目標として「令和12（2030）年度に平成25（2013）年度比
26%削減」を掲げました。
●2050年カーボンニュートラル宣言
　�　2020（令和２）年10月、菅総理大臣は所信表明演説において、令和32（2050）年までに
国内の温室効果ガス排出を全体としてゼロ、すなわち、2050年カーボンニュートラル、脱炭
素社会の実現を目指すことを宣言しました。
●「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」の策定
　�　2020（令和２）年12月、国は産業政策・エネルギー政策の両面から、成長が期待される
14の重要分野（洋上風力、水素・燃料アンモニアなど）について実行計画を策定し、国とし
ての高い目標を掲げ、具体的な見通しを示すとともに、企業の前向きな挑戦を後押しするため、
あらゆる政策を総動員していくことを示しました。
●「地球温暖化対策の推進に関する法律」の改正
　�　2021（令和３）年５月、「地球温暖化対策の推進に関する法律」が改正され、2050年まで
の脱炭素社会の実現が基本理念として規定されるとともに、地域の再エネ事業を推進するため
の計画・認定制度の創設や、企業の排出量情報のデジタル化・オープンデータ化の推進などが
盛り込まれました。
●「地域脱炭素ロードマップ」の策定
　�　2021（令和３）年６月、国・地方脱炭素実現会議において、地域の脱炭素化の工程と具体
策を示した「地域脱炭素ロードマップ」が策定され、今後の５年間に政策を総動員し、人材・
技術・情報・資金を積極的に支援するとともに、2030（令和12）年度までに少なくとも100
か所の「脱炭素先行地域」を作り、重点対策を実行することが打ち出されました。
●「第６次エネルギー基本計画」の閣議決定
　�　2021（令和３）年10月、「第６次エネルギー基本計画」が閣議決定され、今後のエネルギー
政策の進むべき道筋を示すとともに、再生可能エネルギー※については、主力電源として最優
先の原則の下で最大限の導入に取り組み、2030（令和12）年度の電源構成として、再エネ導
入目標を直近年度（2019（令和元）年度：18%）から倍増となる36～38%を目指すことを
掲げました。
●「地球温暖化対策計画」の改定	
　�　2021（令和３）年10月、「地球温暖化対策計画」が改定され、同年４月に国として表明した、
「2030（令和12）年度に2013（平成25）年度比46%削減、さらに50%の高みを目指して挑
戦を続けていく」ことを計画の中で掲げました。
●「ＧＸ実行会議」の開催	
　�　2022（令和４）年７月から、産業革命以来の化石燃料中心の経済社会、産業構造をクリー
ンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体の変革（ＧＸ（グリーントランスフォー
メーション））を実行するためのＧＸ実行会議を開催しています。

【2050年カーボンニュートラルに向けた国（省庁）の主な動き】
内閣官房 ・ＧＸ実行会議【R4.7～開催】

内閣府 ・国・地方脱炭素実現会議【R2.12発足】
・地域脱炭素ロードマップ【R3.6策定】

経済産業省 ・2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略【R3.6策定】
・第６次エネルギー基本計画【R3.10閣議決定】

環境省

・地球温暖化対策の推進に関する法律【R3.5改正】
・地球温暖化対策計画【R3.10閣議決定】
・�政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき
措置について定める計画（政府実行計画）【R3.10閣議決定】

国土交通省 ・国土交通省グリーンチャレンジ【R3.7策定】
農林水産省 ・みどりの食料システム戦略【R3.5策定】
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（ウ）新潟県の動向
●2050年カーボンニュートラルの表明
　�　2020（令和２）年９月、知事は９月の県議会において、県内各地での河川の氾濫や土砂災害、
記録的な少雪、記録的な高温など、本県における気候変動の影響は非常事態であるという認識
の下、2050（令和32）年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ（2050年カーボンニュート
ラル）を目指すとともに、温室効果ガス排出量の削減対策（緩和策）と気候変動への適応策の
両輪として取り組んでいくことを表明しました。
●「新潟県カーボンニュートラル産業ビジョン」の策定
　�　2021（令和３）年３月、国が掲げる2050（令和32）年までの脱炭素※社会の実現を目指
すため、2021（令和３）年１月に立ち上げた新潟カーボンニュートラル拠点化・水素利活用
促進協議会での議論を踏まえ、中間取りまとめとして「新潟県カーボンニュートラル産業ビジョ
ン」等を策定しました。このビジョンでは、県が国を先導し、新潟発の新たな産業等を創出す
るための方向性が示されました。
●	「新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦略」の策定及び「新潟県地球温暖化対策地域
推進計画」の改定
　�　2022（令和４）年３月、2050年温室効果ガス排出実質ゼロの実現に向け、本県の特性や
課題を踏まえた「新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦略」を策定し、新たな温室効
果ガス排出量の削減目標として、2030（令和12）年度に2013（平成25）年度比で46%削
減を目指し、さらなる高みを視野に入れることを掲げました。
　�　また、同月に、同戦略を踏まえて、地球温暖化対策を地域レベルで推進する「新潟県地球温
暖化対策地域推進計画」（平成29［2017］年策定）を改定し、本計画における2030（令和
12）年度の温室効果ガス削減目標の見直しを行いました。

【「新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦略」で示すシナリオ（抜粋）】

出所　新潟県資料

部門別の温室効果ガス排出量削減シナリオ：脱炭素ケース
国目標実現に向けた対応方向

 年度の ％削減目標実現に向けては、従来よりもさらに取組を加速化させる必要がある。

非エネルギー部門
その他のガス

業務部門

家庭部門
運輸部門

産業部門

エネルギー転換部門

森林吸収、 等

％ ％

吸収源対策

温室効果ガス削減率
（ 年度比）

％ ％温室効果ガス実質削減率
（ 年度比）

（単位：万 ー ）

▲ ％
年

■産業部門：▲
■業務部門：▲
■家庭部門：▲
■運輸部門：▲
■ エネルギー転換部門：▲
■非エネルギー部門：▲
■ その他のガス：▲

▲ ％
年

部門別の温室効果ガス排出量（脱炭素ケース）

％

％
※吸収源考慮せず

→▲737万t→

部門別の内訳（参考値）

→▲887万t→
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計画の基本的事項第２節

（１）対象とする範囲
　本計画の対象とする範囲は、以下のとおりとします。
区域施策編 上越市全域及び全ての主体（市民・事業者・市）を対象とします。

事務事業編 市が実施する全ての事務事業（市庁舎、市管理施設、市立の小中学校、診療所
及び指定管理施設など）を対象とします。

（２）対象とする温室効果ガス及び部門
　本計画で対象とする温室効果ガスは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２条第３項で規
定する以下の種類とします。
　また、区域施策編で対象とする部門は、産業、民生業務、民生家庭、運輸、廃棄物の５部門とし
ます。

（３）温室効果ガス排出量の算定方法
　温室効果ガス排出量の算定は、「地方公共団体実行計画策定・実施マニュアル（本編、算定手法編）」
（環境省、2022（令和４）年３月改定）に基づくものとし、当市の地域特性などを踏まえた算定
を行います。

【対象部門】

部門名 業　種 関連する
温室効果ガス

産　　業
・第１次産業及び第２次産業（農林業、鉱業、建設業、製造業）が該当
・�製造工程などで消費されるエネルギーなどから排出される温室効果ガスが対象。ただし、
自動車に関するものは除く

CO2、CH4、
N2O

民生業務
・�第３次産業（小売業・卸売業、飲食業、宿泊業、娯楽業、病院、情報通信など）が該当。
地方公共団体も含む
・�事業活動などで消費されるエネルギーなどから排出される温室効果ガスが対象。ただし、
自動車に関するものは除く

CO2

民生家庭
・家庭生活が該当
・�生活の中で消費されるエネルギーなどから排出される温室効果ガスが対象。ただし、�
自動車に関するものは除く

CO2、HFCS

運　　輸 ・�自動車、鉄道、船舶が該当
・�輸送機械のエネルギー消費により排出される温室効果ガスが対象

CO2、CH4、
N2O、HFCS

廃 棄 物 ・�家庭、産業、事業からの廃棄物の処理や排水処理などにより排出される温室効果ガスが
対象

CO2、CH4、
N2O

【温室効果ガスの種類とその特徴】

温室効果ガス 地球温暖化
係数 性　質 用途・排出源

二酸化炭素（CO2） １ ・代表的な温室効果ガス 化石燃料の燃焼など

メタン（CH4） 25 ・天然ガスの主成分で、常温で気体
・よく燃える

稲作、家畜の腸内発酵、廃棄物の
埋め立てなど

一酸化二窒素（N2O） 298 ・�窒素酸化物の中で最も安定した物質
・�他の窒素酸化物などのような害はない 燃料の燃焼、工業プロセスなど

フ
ロ
ン
類

ハイドロフル
オロカーボン類
（HFCS）

1,430
など

・�塩素がなく、オゾン層を破壊しないフロン
・�強力な温室効果ガス

スプレー、エアコンや冷蔵庫など
の冷媒、化学物質の製造プロセス
など

パーフルオロ
カーボン類
（PFCS）

7,390
など

・炭素とフッ素だけからなるフロン
・強力な温室効果ガス 半導体の製造プロセスなど

六フッ化硫黄
（SF6） 22,800 ・�硫黄とフッ素だけからなるフロンの仲間

・強力な温室効果ガス 電気の絶縁体など

三フッ化窒素
（NF3） 17,200 ・�窒素とフッ素だけからなるフロンの仲間

・�強力な温室効果ガス 半導体の製造プロセスなど

資料：温室効果ガスインベントリオフィス
全国地球温暖化防止活動推進センターホームページより作成

高

低
二
酸
化
炭
素
を
「
１
」
と
し
た
場
合
の
温
室
効
果
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（１）市域の温室効果ガス排出状況
　本市の温室効果ガス排出量は、算定可能な直近の2018（平成30）年度注において、2,050千
t-CO2であり、第１次計画の基準年度である2012（平成24）年度と比較し、16.9%削減となっ
ており、同計画の短期目標である、「2022（令和４）年度までに基準年度比14%削減」よりも
削減した状況で推移しています。

（２）部門別排出量の推移
〈部門全体〉
　2018（平成30）年度の部門別温室効果ガス排出割合は、右図
のとおり、産業部門が約半分を占めており、次に運輸部門、民生
業務部門、民生家庭部門、廃棄物部門と続いています。
　また、2018（平成30）年度の部門別温室効果ガス排出量は、
基準年度である2012（平成24）年度と比べ、廃棄物部門を除き
温室効果ガス排出量が減少しています。
　産業部門、民生家庭部門、民生業務部門はほぼ一貫して減少し
ている一方で、運輸部門は横ばいとなっています。

第２章 区域施策編

温室効果ガス排出量の現状第１節

注：区域施策編の温室効果ガス排出量は、国のマニュアルに基づき、国等の各種データを収集して算定しており、公表されるま
で数年を要するものがあるため、直近の排出量の実績は2018（平成30）年度（３年間の差）になります。

【2018年度 部門別
　　温室効果ガス排出割合】

【部門別温室効果ガス排出量の推移】

注：端数処理により、合計値等が一致しない場合があります。（以下同じ。）

【温室効果ガス排出量の推移】

産業
51.0%

民生業務
14.1%

民生家庭
13.0%

運輸
20.9%

廃棄物
1.0%

2,466 2,455 2,413 2,274 2,236 2,110 2,050

2013 2014 2015 2016 2017

(千t‐CO₂)

基準年度比
-16.9%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2012
(基準年度)

2018
(直近年度)

年度
部門

2012
（基準年度） 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（直近年度）
基準年度と
直近年度差

基準年度と
直近年度比

産業 1,248 1,245 1,245 1,158 1,132 1,081 1,045 -203 -16.2%
民生業務 382 386 364 353 350 291 288 -93 -24.5%
民生家庭 383 361 354 326 308 291 267 -116 -30.3%
運輸 440 451 437 425 434 434 429 -11 -2.5%
廃棄物 12 11 13 12 12 13 20 8 63.0%
総排出量 2,466 2,455 2,413 2,274 2,236 2,110 2,050 -416 -16.9%

（単位：千t-CO2）
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〈参考〉国・県の部門別温室効果ガスの排出割合

出所　環境政策課（国・県の公表値を基に作成）

【産業部門における排出量の内訳】

〈産業部門〉
　2018（平成30）年度の産業部門における温室効果ガス排出量は1,045千t-CO2となっており、
基準年度比で203千t-CO2（16.2%）の減少となっています。
　業種別の内訳では、製造業が排出する温室効果ガスが89.0%を占めており、この増減が産業
部門全体の増減を左右しています。
　直近の製造業の排出量は基準年度比で197千t-CO2（17.4%）減少していますが、産業部門は
全部門の中でも大きな割合を占めていることから、重点的な対策が必要となります。
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注：国・県が算定する温室効果ガスの区分は、市が算定する区分と一部異なります。
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〈民生業務部門〉
　2018（平成30）年度の民生業務部門における温室効果ガス排出量は288千t-CO2となってお
り、基準年度比で93千t-CO2（24.5%）の減少となっています。
　エネルギー源別の内訳では、電気が75.0%を占めており、この増減が民生業務部門全体の増
減を左右しています。
　直近の電気由来の排出量は基準年度比で55千t-CO2（20.2%）減少していますが、民生業務
部門内でも大半の割合を占めていることから、節電対策を重点的に行う必要があります。

〈民生家庭部門〉
　2018（平成30）年度の民生家庭部門における温室効果ガス排出量は267千t-CO2となってお
り、基準年度比で116千t-CO2（30.3%）の減少となっています。
　エネルギー源別内訳では、電気が64.9%を占めており、この増減が民生家庭部門全体の増減
を左右しています。
　直近の電気由来の排出量は基準年度比で91千t-CO2（34.3%）減少しており、引き続き省エ
ネに対する啓発を図るなど、エネルギー使用量の削減に向けた取組が必要となります。

【民生業務部門における排出量の内訳】

【民生家庭部門における排出量の内訳】
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〈運輸部門〉
　2018（平成30）年度の運輸部門における温室効果ガス排出量は429千t-CO2となっており、
基準年度比で11千t-CO2（2.5%）の減少となっています。
　内訳では、自動車が89.1%を占めており、この増減が運輸部門全体の増減を左右しています。
　直近の自動車による排出量は基準年度比で23千t-CO2（5.7%）減少しており、さらなる削減
に向けて電気自動車などの環境負荷が小さい自動車の普及を進める必要があります。

〈廃棄物部門〉
　2018（平成30）年度の廃棄物部門における温室効果ガス排出量は20千t-CO2となっており、
基準年度比で８千t-CO2（63.0%）の増加となっています。
　内訳では、一般廃棄物の焼却が85.0%を占めており、基準年度比で８千t-CO2（88.9%）増加
しています。2018（平成30）年度の一般廃棄物の焼却による排出量の増加は、新たなクリーン
センターの整備に伴い、プラスチック製品等の一部を燃やせるごみとしたことなどが主な要因で
す。新たなクリーンセンターでは高効率の発電設備を導入したサーマルリサイクル※方式を採用
し、焼却施設で発生した熱を回収して蒸気タービンで発電し利用するほかに、場内外の熱源とし
て利用するなど、再生可能エネルギー※の利活用に取り組んでいます。

【運輸部門における排出量の内訳】

【廃棄物部門における排出量の内訳】
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（３）温室効果ガス削減に向けた課題
　これまでの当市の温室効果ガス排出状況を踏まえると、市域の温室効果ガス排出量削減に向け
ては、以下の課題が挙げられます。
部　門 現　状 課　題

産業

2018（平成30）年度
の排出量

1,045千t-CO2

2012年度からの変化
16.2%�減少

○産業部門は温室効果ガス排出量が最も多く、
市域の排出量全体の51.0%を占めています。
産業部門の中では、製造業由来の温室効果ガ
ス排出量が最も多く、産業部門の排出量全体
の89.0%を占めており、この製造業由来の排
出量の増減が市域全体の排出量の増減にも大
きく影響しています。

○産業部門の排出量の大部分は、電気や天然ガ
スなどエネルギーを利用したことによるもの
で、特に電気由来の排出量は、産業部門の排
出量全体の49.5%を占めています。

○市内には「地球温暖化対策の推進に関する法
律」に基づいて指定された、温室効果ガスを
多量に排出する特定排出者※が複数社立地し
ています。

　産業部門に占める割合が最も高
い製造業について、大幅な温室効
果ガス排出削減の取組が必要で
す。

　産業部門の温室効果ガス排出量
の半数を占めている電気由来の排
出量について、再生可能エネル
ギー※の導入や省エネルギー化に
よる削減が必要です。

　市内の特定排出者と連携した排
出削減の取組が必要です。

民生業務

2018（平成30）年度
の排出量
288千t-CO2

2012年度からの変化
24.5%�減少

○民生業務部門の温室効果ガス排出量は、市域
の排出量全体の14.1%を占めており、2012
（平成24）年度から24.5%減少しています。

○民生業務部門の排出量はオフィスで使われる
照明やＯＡ機器、空調などを利用するために
使われたエネルギーによるもので、特に電気
由来の排出量は、民生業務部門の排出量全体
の75.0%を占めており、その割合は高まって
います。
○ＬＥＤ照明の普及や高効率空調機などの普及
などに伴ってオフィスにおけるエネルギー効
率が向上していると考えられます。

　温室効果ガス排出量が減少傾向
にありますが、大幅な温室効果ガ
ス排出削減の取組が必要です。

　民生業務部門の温室効果ガス排
出量の多くを占めている電気由来
の排出量について、省エネルギー
化につながる設備導入や省エネの
取組を通じての削減が必要です。

民生家庭

2018（平成30）年度
の排出量
267千t-CO2

2012年度からの変化
30.3%�減少

○民生家庭部門の温室効果ガス排出量は、市域
の排出量全体の13.0%を占めており、2012
（平成24）年度から30.3%減少しています。

○民生家庭部門の排出量の内訳は、電気、都市
ガス、灯油で95.5%を占めており、大半がエ
ネルギー利用であることがわかります。特に
電気由来の排出量は、民生家庭部門の排出量
全体の64.9%と高い割合を占めています。

○住宅用太陽光発電設備容量の導入状況をみる
と、2014（平成26）年度から2021（令和３）
年度にかけて、1.9倍注に増加しています。

注：ＦＩＴ※公表情報における太陽光発電
（10kW未満）の設備容量を対象とした。

　温室効果ガス排出量が減少傾向
にありますが、大幅な温室効果ガ
ス排出削減の取組が必要です。

　民生家庭部門の温室効果ガス排
出量の半数以上を占めている電気
由来の排出量について、省エネル
ギー化につながる設備導入や省エ
ネの取組を通じての削減が必要で
す。

　住宅用太陽光発電、蓄電池のさ
らなる普及を通じて、エネルギー
自給率の向上を図ることが必要で
す。
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（４）市民・事業者の意識から見た温室効果ガス削減に向けた課題
　市民及び事業者を対象に実施した地球温暖化に関するアンケート（詳細は128ページのとおり）
を踏まえると、温室効果ガス削減に向けては、以下の課題が挙げられます。

部　門 現　状 課　題
運輸

2018（平成30）年度
の排出量
429千t-CO2

2012年度からの変化
2.5%�減少

○運輸部門は産業部門に次いで温室効果ガス排
出量が多く、市域の排出量全体の20.9%を占
めています。運輸部門の中では、自動車由来
の温室効果ガス排出量が最も多く、運輸部門
の排出量全体の89.1%を占めています。
○日常生活における移動手段として、自動車が
広く普及しています。
○運輸部門の排出量の大部分は、自動車に使用
されるガソリンや軽油など化石燃料に由来し
ます。
○自動車保有台数はほぼ横ばいで推移してお
り、運輸部門の排出量もほぼ横ばいの状況に
あります。

　運輸部門は市域の温室効果ガス
総排出量に占める割合が比較的高
く、さらにその大半が自動車由来
であることから、自動車について、
効果的な温室効果ガス排出削減が
必要です。

　電動車※等の普及を通じて、運
輸部門の温室効果ガス排出量の半
数を占めている自動車の燃料由来
による排出量を削減する必要があ
ります。

廃棄物
2018（平成30）年度

の排出量
20千t-CO2

2012年度からの変化
63.0%�増加

○廃棄物部門の排出量の大部分は、一般廃棄物
の焼却によるものです。ごみ総排出量は概ね
横ばいですが、ごみに含まれる廃プラスチッ
クの焼却に伴い、温室効果ガス排出量は増加
しています。

　今後もごみの減量や分別による
リサイクルなどを通じて、廃棄物
部門の温室効果ガス排出量の大半
を占める一般廃棄物の焼却由来の
排出量を削減する必要がありま
す。

区分 アンケートから読み取れる意識等 課　題

市民

○温室効果ガス排出削減に必要な取組としては、
再生可能エネルギーの導入や、省エネに対する
関心が最も高くなっています。
○省エネ・再エネ設備の導入については、ＬＥＤ
の導入など、取り組みやすいものは進んでいる
一方で、再生可能エネルギー関連の設備は４分
の１程度の市民は関心を持っていますが、実際
の導入は１割に満たない状況となっています。
○自動車については、買い替え時に電動車を検討
する人は約４割となっていますが、価格やイン
フラ整備が課題となっています。

　省エネや３Ｒ※について、一人ひとりが
実行に移していけるよう、一層具体的な
情報提供が必要です。
　省エネ・再エネ設備の普及を加速化し
ていくためには、情報やコスト面での一
層の後押しが必要です。

　電動車の普及を加速化していくために
は、情報やコスト面での一層の後押しが
必要です。

事業者

○温室効果ガス排出削減で実行可能な取組として
は、エネルギーの効率的な利用や省エネ、３Ｒ
に係る取組を挙げる事業者が多くなっていま
す。
○約２割の事業者は再エネ利用を実行可能との意
向がみられます。
○省エネ・再エネ設備の導入については、ＬＥＤ
の導入など、取り組みやすいものは進んでいる
一方で、再生可能エネルギー関連の設備導入は
５分の１程度の事業者は実行可能としています
が、実際の導入は１割に満たない状況となって
います。
○自動車については、買い替え時に電動車を検討
する事業者は約３割となっており、価格やイン
フラ整備に加え、機能・性能面も課題となって
います。

　省エネや３Ｒについて、それぞれの事
業活動の中で実行に移していけるよう、
一層具体的な情報提供が必要です。
　事業者における再エネの普及について
支援が必要です。
　省エネ・再エネ設備の普及を加速化し
ていくためには、情報やコスト面での一
層の後押しが必要です。
　また、サプライチェーンの中での環境
対策の重視や、環境関連分野でのビジネ
スチャンスの活用を考慮した啓発・支援
も必要です。
　電動車の普及を加速化していくために
は、車種の拡大状況も踏まえ、情報やコ
スト面での一層の後押しが必要です。
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（１）温室効果ガス排出量の算定方法の見直し
　区域施策編の温室効果ガス排出量の算定については、算定で用いている国の統計値が改定され
たこと、市独自の見直しとして、産業部門（製造業）の算定方法を見直すことに伴い、本計画の
将来推計及び削減目標から、以下のとおり算定手法の見直しを行います。
　また、国では現在、2013（平成25）年度を基準年度としていることから、当市もこれに合わ
せて基準年度を2012（平成24）年度から2013（平成25）年度に変更します。

温室効果ガス排出量の将来推計第２節

①都道府県別エネルギー消費統計値の改定に伴う変更（マニュアル改定によるもの）

　市域の温室効果ガス排出量の算定に当たっては、集計の一部に資源エネルギー庁から公表さ
れている都道府県別エネルギー消費統計注1の統計値を用いています。
　都道府県別エネルギー消費統計は2020（令和２年）12月に推計方法の一部が改定されたこ
とに伴い、過去に遡って集計値が見直されました。
　このため、今回、改定後の統計値を用いて温室効果ガス排出量の再算定を行いました。
注１：国内の企業・事業所他、家庭等において最終消費されたエネルギー量等について、都道府県別に分割して推計したもの。

②産業部門（製造業）の算定方法見直しに伴う変更（市独自の見直し）

　産業部門（製造業）からの温室効果ガス排出量は、当市からの排出量の半数近くを占めており、
重点的な対策が必要となっています。
　このことから、製造業の温室効果ガス排出量算定に当たっては、従来の都道府県エネルギー
消費統計を用いた推計手法から、より実態に即した排出量を算定可能な「事業所排出量積上
法」注2に変更します。
　事業所排出量積上法では、「温室効果ガス算定報告制度」における公表値（環境省）を用いた
積み上げ算定を行うため、省エネの取組や再エネ設備の導入等の企業努力が反映されるように
なります。
注２：国に温室効果ガス排出量の報告義務がある特定排出者※の排出量を合算し、特定排出者以外は推計により算定する手法。
　　　�国のマニュアルでは、都道府県別エネルギー消費統計を用いる手法と「事業所排出量積上法」のいずれを用いるかは自治体によ

り選択が可能となっています。
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〈算定方法の見直し結果〉
　算定方法を見直した結果、温室効果ガス排出量は2013（平成25）年度で2,040千t-CO2、
2018（平成30）年度で1,801千t-CO2となります。
　また、2018（平成30）年度の2013（平成25）年度比の削減率は11.7%となり、見直し前と
比較して削減が4.8ポイント低下します。

【算定方法見直し前の温室効果ガス排出量】

【算定方法見直し後の温室効果ガス排出量】

見直し前

見直し後

1,245 1,245 1,158 1,132 1,081 1,045

386 364 353 350 291 288

361 354 326 308 291 267
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（２）温室効果ガス排出量の将来推計
　当市において、今後新たな対策を講じない場合（現状すう勢）の2030（令和12）年度及び
2050（令和32）年度の温室効果ガス排出量の将来推計値を以下に示します。

〈将来推計の算定方法〉
　現状すう勢の温室効果ガス排出量の将来推計は、現状の排出量が今後追加的な対策を見込まな
いまま推移したと仮定して推計しました。排出量は算定可能な直近年度である2018（平成30）
年度（現状年度）の温室効果ガス排出量に対して、活動量注のみが変化する（活動量変化率）と
仮定して推計しました。
　なお、活動量変化率は「現状年度の活動量」と「目標年度の想定活動量」から算出しますが、「目
標年度の想定活動量」は人口推計や活動量の過去の推移を基に設定しました。
注：産業部門、民生業務部門や民生家庭部門などの指標を基に設定した数値

〈将来推計の算定結果〉
　将来推計を算定した結果、2030（令和12）年度における市の温室効果ガス排出量は1,710千
t-CO2となり、基準年度比で16.2%減少すると予測されます。また、2050（令和32）年度には
1,656千t-CO2となり、基準年度比で18.8%減少すると予測されます。
　部門別排出量をみると、2030（令和12）年度において最も減少率が大きいのは民生家庭部門
で31.4%、次いで民生業務部門で20.7%となっており、一方で増加しているのは廃棄物部門で
72.2%増となりました。

【将来推計の排出量算定方法】

【温室効果ガスの将来排出量】

部　門
実績値 推計値

2013年度 2018年度 2030年度 2050年度
基準年度 直近年度 短期目標年度 増減率（%） 長期目標年度 増減率（%）

産業 863 793 729 -15.5% 726 -15.8%
民生業務部門 354 281 281 -20.7% 281 -20.7%
民生家庭部門 361 279 248 -31.4% 192 -46.8%
運輸部門 451 429 433 -3.9% 437 -2.9%
廃棄物部門 11 20 19 72.2% 19 72.2%
総排出量 2,040 1,801 1,710 -16.2% 1,656 -18.8%

※増減率は2013年度比の増減率を示す。

（単位：千t-CO2）

将来推計の排出量 ＝ ×

目標年度活動量
現状年度活動量

活動量変化率2018年度（現状年度）の排出量
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【温室効果ガスの将来排出量（総排出量）】

【温室効果ガスの将来排出量（部門別排出量）】

〈参考〉上越市の将来推計人口

出所　総合政策課
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（１）削減目標の設定に係る基本的な考え方
　温室効果ガスの削減は、経済社会全体に渡る取組が必要であることから、当市の市域における
今後の温室効果ガス排出量の削減目標は、国・県が目標として掲げている「2030（令和12）年
度に2013（平成25）年度比で46%削減」、また「2050年までに排出量を実質ゼロ注とするカー
ボンニュートラルの実現」と歩調を合わせていくことを基本とします。
　また、国では2030（令和12）年度の削減目標について、「50%の高みに向けて挑戦を続けて
いく」としており、当市においても地球温暖化問題の重要性に鑑み、国の削減目標に準じて、以
下のとおりに設定します。

温室効果ガス削減目標第３節

注：温室効果ガス排出量から、植林、森林管理などによる吸収量を差し引いて、合計を実質的にゼロとすること。

〈長期目標〉

2050（令和32）年までにカーボンニュートラルを目指します。

〈短期目標〉

2030（令和12）年度に温室効果ガス排出量を
2013（平成25）年度比で50%削減します。

【温室効果ガス削減目標のイメージ】

863 819 734 814 793
530

354
336

292
278 281

175

361
354

298
296 279

145

451
437

434
434 429

315

11 13
12

12 13 20

16

-111

1,020 

-200

300

800

1,300

1,800

2,300

産業部門 民生業務部門
民生家庭部門 運輸部門
廃棄物部門

2015 2016 2017 2018
（直近年度）

2030

森林吸収量

（千t-CO₂）

11.7％
削減2,040

1,958
1,896

1,770 1,835 1,801

2013
（基準年度）

2014 差引０2050

50％
削減

↑再エネ導入による削減分
（-50）を別途見込むため、
合計値が合わない。

818

315

326

425
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（２）2030年度の削減量の設定方法
　現状すう勢注による削減見込みだけでは、2030（令和12）年度の目標達成には至らないこと
から、削減目標を達成するためには、温室効果ガスの削減に向けた対策が必要となります。
　対策による削減量の設定に当たっては、国の「地球温暖化対策計画における対策の削減量の根
拠」を基に、市の各部門で対策が想定される項目について按分し算出しました。
　また、再生可能エネルギー※導入による削減量については、県が「新潟県2050年カーボンゼ
ロの実現に向けた戦略」において示す、2020（令和２）年度から2030（令和12）年度までの
再生可能エネルギー導入見込みを踏まえ設定しました。
　この他、森林吸収量については、２時点（2013（平成25）年度、2019（令和元）年度）に
おける材積量の比較を行い、その差をCO2に換算して算出しました。
注：今後追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将来温室効果ガス排出量のこと。

【2030年度の温室効果ガス部門別削減目標】

【これまで】
2013⇒2018の
５年間で
8.1%削減

区　分

2013年度 2030年度の目標（基準年度比）

基準年度
排出量

現状すう勢による
削減見込み 対策による削減 計 削減後

排出量削減量
（Ａ）

削減
割合

削減量
（Ｂ）

削減
割合

削減量
（Ａ＋Ｂ）

削減
割合

産業部門 863 -134 -15.5% -199 -23.1% -333 -38.6% 530
民生業務部門 354 -73 -20.6% -106 -30.0% -179 -50.6% 175
民生家庭部門 361 -113 -31.3% -103 -28.5% -216 -59.9% 145
運輸部門 451 -18 -4.0% -118 -26.2% -136 -30.1% 315
廃棄物部門 11 8 72.7% -3 -27.3% 5 45.3% 16
再エネ導入 0 -50 -50 -50
森林吸収量 0 -111 -111 -111

計 2,040 -330 -16.2% -690 -33.8% -1,020 -50.0% 1,020

（単位：千t-CO2）

〈参考〉上記目標の達成ために必要な取組のイメージ

加速が必要

例２：再エネ導入で実現を目指す
50千t-CO2の削減

例１：産業部門での今後のCO2削減のペース

既存発電設備（31,247kW）に加え、
約50MW（50,000kW）級の太陽光
発電設備の新規設置が必要
注：現在市内に立地しているメガソーラー
　　で最大のものは約2.5MW

【これから】
2018⇒2030の
12年間で
33.2%削減

〈参考〉国・県の2030年度の温室効果ガス削減目標
【国の温室効果ガス削減目標】 【新潟県の温室効果ガス削減目標】

（単位：億t-CO2） （単位：万t-CO2）

区　分 2013年度
排出量

2030年度
排出量 削減率

産業 4.63 2.89 -38%
業務その他 2.38 1.16 -51%
家庭 2.08 0.70 -66%
運輸 2.24 1.46 -35%
エネルギー転換 1.06 0.56 -47%
非エネルギー起源CO2、メタン、N2O 1.34 1.15 -14%
HFC等４ガス（フロン類） 0.39 0.22 -44%
吸収源 -0.48

計 14.08 7.6 -46%
出所　環境省（「地球温暖化対策計画」を基に作成）

区　分 2013年度
排出量

2030年度
排出量 削減率

産業 814 483 -41%
業務その他 459 178 -61%
家庭 484 241 -50%
運輸 491 310 -37%
エネルギー転換 93 75 -19%
非エネルギー起源 253 195 -23%
その他ガス 231 195 -16%
吸収源 -150

計 2,826 1,676 -46%
出所　新潟県（「新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦略」を基に作成）

第２部 第２次地球温暖化対策実行計画　79

第
２
部

第
２
章 

区
域
施
策
編 

▼ 

第
３
節 

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標



（１）基本的な考え方
　本計画では、温室効果ガス排出量の削減目標達成や2050年のカーボンニュートラルの実現、
さらには、当市における環境・経済・社会が持続可能な「脱炭素※社会」の実現を目的とした施
策を明らかにします。
　脱炭素社会を実現していく施策については、一人ひとりのライフスタイルから地域経済、都市
構造の在り方まで、まちづくりのあらゆる分野における取組が必要となります。
　そのため、本計画では、先に概観した当市の各部門における温室効果ガスの排出状況や課題、
市民・事業者の意識を踏まえ、第１部「環境基本計画」の「地球環境分野」で著した直接的な環
境施策を中心としつつ、第７次総合計画で掲げている産業や教育等、より広い分野の政策・施策
を含め、計画期間における脱炭素社会の実現に向けた取組を改めて体系化し、「三つの基本方針」
と「七つの重点施策」として示します。
　本計画における「事務事業編」では、重点施策１と整合を図りつつ、事務執行や職員一人ひと
りの取組を示します。
　また、市民・事業者との連携、協働・共創の観点から、市の施策に呼応し、市民・事業者にお
ける更なる取組が拡大していくことを目指して、「市民・事業者に期待される取組」を示します。

脱炭素社会実現に向けた施策の体系第４節

脱炭素社会実現に向けた施策の体系と各種計画との関係

土地利用構想の推進

化石燃料からの
エネルギーシフト

を推進します

脱炭素化社会に
対応したまちづくり

を推進します

脱炭素型
ライフスタイル
を推進します

▼三つの基本方針
区域施策編

第7次総合計画  土地利用構想の推進
・持続可能な土地利用
・適切な都市機能の整備 等

基本方針１

基本方針２

基本方針３

事務事業における
脱炭素化の率先実行

家庭への再エネ導入と
省エネ対策の促進

農林業の振興による
吸収源対策の推進

地球温暖化対策の
啓発・教育の推進

重点施策１

重点施策３

重点施策４

重点施策６

▼七つの重点施策

市内事業者による
脱炭素経営の促進

重点施策２

脱炭素型地域づくり
モデルの構築

重点施策５

地域と調和した
民間再エネプロジェク

トの促進

重点施策７

環境分野以外の施策との連携

第
７
次
総
合
計
画
に
お
け
る
政
策
・
施
策

環
境
基
本
計
画
に
お
け
る
政
策
・
施
策
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（２）第７次総合計画の重点テーマとの関係
　第７次総合計画では、将来都市像の実現に向けた横断的かつ重点的な取組である「重点テーマ」
の一つとして「脱炭素社会の形成（グリーン）」を掲げており、本計画は当該テーマを体系的、
分野横断的に推進していくための基本的な計画として位置付けられます。

（３）三つの基本方針
　脱炭素社会の実現に向けて、直接的に必要な取組である「化石燃料からのエネルギーシフト」
に係る基本的な考え方と、実現を目指す「市民のライフスタイル」や「社会システム」で大切に
すべき視点について、三つの基本方針として示します。

第７次総合計画で掲げる重点テーマの一つ「脱炭素社会の形成（グリーン）」

脱炭素社会の実現に向けた三つの基本方針

　近年、世界各地で記録的な高温や大雨、森林火災、干ばつなど、地球温暖化による異常気象
が頻発しています。
　国では2050（令和32）年までに温室効果ガスを実質ゼロにするという高い目標を掲げ、そ
の達成に向けて、化石燃料を由来とするエネルギーの転換を図るなど、脱炭素化に向けた取組
を推進しています。
　また、民間企業においても脱炭素経営に向けた取組が進み、国際的にもＥＳＧ投資※が重視さ
れるなど、環境に配慮した取組を行う企業が選択される時代となりつつあります。
　そこで、こうした脱炭素化に向けた対応を経済成長の制約やコスト負担と考えるのではなく、
力強い成長を生み出す機会として捉えながら、当市の更なる魅力の向上や豊かな自然環境の保
全と経済活動の両立に向け、まちの持続可能性を高めるとともに、地球環境への負荷を軽減す
るための取組を推進していきます。

基本方針１ 　 化石燃料からのエネルギーシフトを推進します
○�2030（令和12）年に向けては、国の支援制度等を活用しながら、現在、実用・普及段階にある再生
可能エネルギー※技術を率先して導入していきます。

○�脱炭素社会への円滑かつ現実的な移行を実現するため、革新的な技術開発が進むまでの移行期間の手
段として、CO2排出が少ない天然ガスの活用を促進します。

○�2050（令和32）年に向けては、世界・国内の大手企業等の技術開発の情報収集に努め、当市で先導
的に取り組む必要がある技術等に対しては、積極的に取り組みます。

基本方針２ 　 脱炭素型ライフスタイルを推進します
○�省エネや再生可能エネルギーの活用に対応した家庭生活、事業活動を促進します。
○�成果の実感・見える化に留意し、需要と供給の両面からの対応、現実的な移行対策を推進します。
○�多様で豊かな自然環境を有する当市の地域特性をいかし、持続可能で、市民が当市での暮らしに豊か
さを感じられるライフスタイルの実現を目指します。

基本方針３ 　 脱炭素化社会に対応したまちづくりを推進します
○�「分散型電源」の取組を推進し、エネルギーに係る暮らしの安全性を高めます。
○�「エネルギーの地産地消」と「地域内経済循環」を促進する仕組みづくりを目指します。
○�エネルギー港湾・直江津港を拠点としてエネルギー供給基地としての役割を果たすため、市内エネル
ギー企業を始め、地域事業者との連携を強化します。

○脱炭素社会への移行を地域産業の新たなビジネスチャンスとして捉えます。
○第７次総合計画で掲げる持続可能な都市構造の実現を目指します。
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（４）七つの重点施策と温室効果ガス削減に係る効果
　各部門における温室効果ガスを削減し、脱炭素※社会を実現していくため、今後、市が重点的
に取り組むことが必要な施策について、七つの重点施策として展開します。

▼各部門における温室効果ガスの排出状況と課題

○省エネや３Ｒについて、市民生活
や事業活動の中で実行に移してい
けるよう、一層具体的な情報提供
が必要
○特に事業者における再エネの普及
について支援が必要
○省エネ・再エネ設備の普及を加速
化のため、情報やコスト面での一
層の後押しが必要

○電動車の普及を加速化していくた
めには、車種の拡大状況も踏まえ、
情報やコスト面での一層の後押し
が必要

市民・事業者

産業 民生
業務

民生
家庭 運輸 廃棄物 吸収源

対策

◇

◇

◇

◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇ ◇

◇

◇

◇

◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇

◇

◇ ◇

（１）省エネ行動と公共施設の省エネ化の推進

（１）家庭への太陽光発電等の普及促進

（３）公用車の電動化とエコドライブの推進

（４）環境配慮契約の推進

（２）こどもたちへの環境教育の充実

（１）森林の保全と地元産木材の利用促進

事務事業における
脱炭素化の率先実行

家庭への再エネ導入
と省エネ対策の促進

農林業の振興による
吸収源対策の推進

地球温暖化対策の
啓発・教育の推進

（２）公共施設等での太陽光発電等の率先導入

（１）脱炭素化ライフスタイルの「見える化」

（２）住宅の省エネ性能の向上

（２）市内事業者による脱炭素化の取組への支援

（１）地域経済の脱炭素化に向けたネットワークづくり市内事業者による
脱炭素経営の促進

（１）地域コミュニティの脱炭素化モデルづくり

脱炭素地域づくり
モデルの構築

（１）地域特性をいかした再エネ立地の促進

（２）地域と調和した開発ルールの構築と運用

地域と調和した
民間再エネプロジェ
クトの促進

（３）家庭への電動車等の普及促進

（２）環境保全型農業の推進

（２）雪氷エネルギーの活用

（５）市街地の未利用エネルギー活用モデルづくり

（４）水素社会の到来に向けた仕組みづくり

１

３

４

６

２

５

７

重点施策 具体的取組

（３）バイオマスの利活用

○事業者については、サプライ
チェーンの中での環境対策の重
視や、環境関連分野でのビジネ
スチャンスの活用を考慮した啓
発・支援も必要

▼関連する部門等▼七つの重点施策と具体的取組

○産業部門に占める割合が最も高い製造業について、大幅な温室効果ガス
排出削減の取組が必要

○産業部門の温室効果ガス排出量の半数を占めている電気由来の排出量に
ついて、再エネの導入や省エネ化を通じての削減が必要

○市内の特定排出者と連携した排出削減の取組が必要

産業部門

○民生業務部門の温室効果ガス排出量の半数を占めている電気由来の排出
量について、省エネ化につながる設備の導入を通じての削減が必要民生業務部門

○民生家庭部門の温室効果ガス排出量の半数以上を占めている電気由来の
排出量について、省エネ化につながる設備やシステムの導入を通じての
削減が必要

○住宅用太陽光発電、蓄電池の更なる普及を通じて、エネルギー自給率の
向上を図ることが必要

民生家庭部門

○運輸部門の温室効果ガス排出量の大半を占めている自動車の燃料由来の
排出量について、ハイブリッド車や電気自動車などの次世代自動車の普
及を通じた削減が必要

運輸部門

○廃棄物部門の温室効果ガス排出量の大半を占めている一般廃棄物の焼却
由来の排出量について、ごみの分別の徹底などを通じての削減が必要廃棄物部門
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（５）重点施策の推進に係る目標
　重点施策の推進に当たっては、本計画で掲げる区域施策編及び事務事業編の温室効果ガス削減
目標に加え、第１部「環境基本計画」で掲げている次の指標を目標値とします。

　【温室効果ガスの削減目標】

　【市施策の目標値】

項　目 基準年度
排出量

R12目標値

排出量 基準年度比
の削減割合

区域
施策編

市域における各部門
の温室効果ガスの
年間排出量

産業部門 863 530 -38.6%
民生業務部門 354 175 -50.6%
民生家庭部門 361 145 -59.9%
運輸部門 451 315 -30.1%
廃棄物部門 �11 �16 �45.3%

再エネ導入による温室効果ガス吸収量 － -50 －
森林による温室効果ガス削減量 － -111 －

計 2,040 1,020 -50.0%

事務
事業編

エネルギー起源温室効果ガス �63.4 　�25.4 -60.0%
非エネルギー起源温室効果ガス �10.8 　�13.9 �29.0%

計 �74.2 　�39.3 -47.1%

（単位：千t-CO2）

項　目 現状値 R8
中間目標値

R12
目標値

関連する
重点施策

基本計画
の関連項目

市域における温室効
果ガスの年間排出量

1,801千t-CO2
（H30） 1,281千t-CO2 1,020千t-CO2

全ての重点
施策 ３-1

市内における再生可
能エネルギー設備の
導入容量

31,247kW
（R3） 61,252kW 85,257kW １、２、３、

５、７ ３-1

公共施設等における
再生可能エネルギー
設備の導入容量

3,609kW
（R3） 3,907kW 4,385kW １ ３-1

事業系一般ごみの排
出量

21,582t
（R3） 18,859t以下 16,679t以下 ２ ３-2

市民１人１日当たり
のごみ排出量

944.5g
（R3） 826.0g以下 732.0g以下 ３、４ ３-2

家庭ごみの資源化率 42.5%
（R3） 50%以上 50%以上 ４ ３-2

環境保全のために考
え、積極的に行動し
ている市民の割合
（上越市環境市民アンケート）

46.0%
（R3） － 55.0% ４ ４-1

環境団体等と連携し
た学習機会の提供回
数

５回
（R3） ８回 10回 ４、５ ４-1

有機農業に取り組ん
でいる面積

57ha
（R3） 90ha 120ha ６ ２-2

森林組合等による市
内産木材（間伐材含
む。）の出荷量

11,000㎥
（R3） 15,500㎥ 19,000㎥ ６ ３-1

連動
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（６）施策の展開イメージ
○取組の主体・エネルギーについて
　脱炭素※社会を実現していくためには、家庭や事業所での太陽光発電の導入から、水素の利活
用等、高度な技術と大きな資本を有する大企業での研究・実用化まで、様々な「エネルギー」に
ついて、多様な「主体」での取組が必要です。
　また、併せて、移動や物流の脱炭素化に係る自動車等の開発、吸収源対策としての森林の保全・
整備や地元木材の利用促進など、社会の様々な「分野」における取組も必要です。

脱炭素社会の実現に向けた施策の展開イメージ（主体×エネルギー×時間軸）

大企業
中小事業者

家庭
個人 エネルギー事業者地域コミュニティ

必要なコスト
資本・技術

コスト大

高度・開発中コスト小

普及段階

水素等

太陽光

地域に応じた自然エネルギー

水素等

太陽光

地域に応じた自然エネルギー

短期

長期

＜取組の主体＞

＜関連する再生可能エネルギー＞
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○時間軸での展開イメージ
　本計画を推進していく上では、短期的な取組としては、現時点で比較的技術が確立している太
陽光発電の導入や省エネの取組を中心として、市の事務事業における率先実行を通じた知見の蓄
積や啓発活動、市民・事業者への経済面、情報面での支援、地域を挙げた推進体制の構築などか
ら着手し、市民一人ひとりの行動変容や、事業者による新たな事業展開へとつなげていきます。
　また、同時に当市が有する多様な地理的要素や自然環境など、市内の各地域の特性や地域資源
を活かした自然エネルギー（小水力、バイオマス※、雪氷エネルギーなど）について、民間も含
めた最新の動向の情報収集や、導入・活用に向けた調査・研究を推進していきます。
　中期的には、脱炭素に係る新たな技術の開発・普及の動向や、市民・事業者・行政が連携した
地域づくりの広がりを踏まえて、当市の特性をいかした「複合的モデルづくり」を推進し、脱炭
素社会に相応しい「社会システムの構築」を目指していきます。
　また、土地利用や都市機能の整備等、長期的な取組が必要なものについては、都市計画マスター
プランや第７次総合計画の土地利用構想において、既に持続可能な都市構造の在り方が示されて
いることから、本計画の趣旨も踏まえつつ、当該構想等を実現する各施策の中で取り組んでいく
ものとします。

○地域と調和した開発の必要性
　本計画を推進していく上では、民間事業者等による再生可能エネルギー※の活用に係る各種プ
ロジェクトに伴う新たな開発行為が必要となる場合も想定されます。
　近年では、それらの開発が地域の自然環境や生活環境に影響を及ぼす事例も見られることから、
当市では、各種法令等に基づき、プロジェクトが地域と調和した形で進むよう取り組んでいきま
す。

脱炭素社会の実現に向けた施策の展開イメージ（時間軸）

両立・調和 

 

   施策の視点     

重点施策 

 市の率先実行
を通じた知見
の蓄積と啓発 

市民・事業者 
への支援と推
進体制の構築 

 複合的 
モデル 
づくり 

 社会 
システム 
の構築 

        

１ 事務事業における 
脱炭素化の率先実行 

 ◇      

２ 市内事業者による 
脱炭素経営の促進 

  ◇    ◇ 

３ 家庭への再エネ導入と 
省エネ対策の促進 

  ◇    ◇ 

４ 地球温暖化対策の啓発・ 
教育の推進 

 ◇ ◇    ◇ 
         

５ 脱炭素型地域づくり 
モデルの構築 

    ◇  ◇ 

６ 農林業の振興による 
吸収源対策の推進  

  ◇  ◇  ◇ 

         

７ 地域と調和した民間 
再エネプロジェクトの促進 

  ◇  ◇  ◇ 

短期 

長期
 情報収集・研究
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（１）省エネ行動と公共施設等の省エネ化の推進
○市の日常業務や公共施設等の管理・運営において、空調や電気の使用などの省エネに率先して
取り組み、市民や事業者等への啓発を図ります。
○公共施設等について、将来的な再配置の方針を踏まえつつ、ＺＥＢ※（ゼブ）化の推進に向け
て取り組むとともに、照明のＬＥＤ化や高効率設備の導入、断熱性能の向上等の省エネルギー
基準に適合した改修を進めます。
○市の事務事業におけるエネルギー管理を適切に行います。

（２）公共施設等での太陽光発電等の率先導入
○公共施設等に率先して太陽光発電等の設置を進め、市民や事業者等への啓発を図ります。
○今後新たに整備する施設については、原則として太陽光発電等の再生可能エネルギー※を導入
します。
○設備の導入に当たっては、施設の立地や用途、規模、効率性等を踏まえ、民間事業者による第
三者所有モデルの活用も含めて推進するとともに、「啓発」「防災」等の二次的な効果の発現も
目指します。

（３）公用車の電動化とエコドライブの推進
○公用車への電動車※（ＥＶ、ＰＨＶ、ＨＶ、ＦＣＶ）等の導入を進めます。
○公用車を購入・更新する際は、用途や車種の普及状況を考慮しつつ、電動車等の導入を原則と
し、導入が困難な場合は可能な限り環境性能に優れた車両を導入します。
○公用車の使用に当たっては、エコドライブや効率的な運行管理に努めます。

（４）環境配慮契約の推進
○事務事業における物品購入について、グリーン購入※を率先して取り組むとともに、環境負荷
の小さい電力調達について、安定的な供給体制、コストの観点も合わせて具体的な手法を検討
します。
○市発注事業において環境配慮に関する事項を示し、職員及び受託者等に環境に配慮した業務の
遂行を促します。

脱炭素社会実現に向けた七つの重点施策
5-1　事務事業における脱炭素化の率先実行

第５節

　ＺＥＢとは、建築計画の工
夫による日射遮蔽・自然エネ
ルギーの利用、高断熱化、高
効率化によって大幅な省エネ
ルギーを実現した上で、太陽
光発電等によってエネルギー
を創り、年間に消費するエネ
ルギー量が大幅に削減されて
いる最先端の建築物です。

【ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）とは…】

出所　ＺＥＢポータル（環境省）、省エネポータルサイト（経済産業省）
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（１）地域経済の脱炭素化に向けたネットワークづくり
○地域を挙げた脱炭素※社会の形成に向けて、省エネ、再生エネの普及促進や、脱炭素化に係る
最新の技術等に係る情報を把握・共有するとともに、官民の連携・協力を促進するためのネッ
トワークづくりを進めます。

（２）市内事業者による脱炭素化の取組への支援
○市内事業者における再生可能エネルギーや省エネ設備の導入、ごみの減量化等具体的な地球温
暖化対策の実施や脱炭素経営を促進するとともに、経済社会の脱炭素化をビジネスチャンスと
した新たな事業展開を促進するための意欲的な取組を支援します。

５-2　市内事業者による脱炭素経営の促進

【事例紹介～新潟県事業者支援脱炭素推進プラットフォーム～】

　新潟県では、脱炭素社会の構築に向け
て、主に中小事業者の再生可能エネル
ギーの活用や省エネによる脱炭素化の取
組を推進するため、関係機関が持つ情報
の共有や集約、連携促進等により支援す
る「新潟県事業者支援脱炭素推進プラッ
トフォーム」を設置しています。（令和
４年11月第１回会議）
　構成メンバーは、金融機関、商工関係
団体、電力会社、新電力※、再エネ設備
施工業者、大学、行政機関などから構成
されており、当市も参画しています。
　同組織では、脱炭素普及セミナーの開
催、Webプラットフォームによる情報
発信、相談受付・支援等を実施すること
としています。

【企業の脱炭素経営の意義とメリット】

　パリ協定を契機に、企業が気候変動に対
応した経営戦略の開示（TCFD）や脱炭素
に向けた目標設定（ＳＢＴ※、ＲＥ100※）
などを通じ、脱炭素経営に取り組む動きが
進展しています。
　こうした企業の取組は、国際的なＥＳＧ
投資※の潮流の中で自らの企業価値の向上
につながることが期待できます。また、気
候変動の影響がますます顕在化しつつある
今日、先んじて脱炭素経営の取組を進める
ことにより他者と差別化を図ることがで
き、新たな取引先やビジネスチャンスの獲
得に結びつくものになっています。

出所　新潟県資料

出所　環境省HP、中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック

市町村・
市町村脱炭素推進協議会

新潟県

県地球温暖化防止活動
推進センター（事務局）

国（関東地方環境事務所、
関東経済産業局） 全国事例・国施策

市町村事例・施策
地域研究会状況

県施策・制度情報

情報収集・整理

研究事例・助言等

再エネ設備施工業者 再エネ導入実績
人材・技術情報

電力会社・（新電力会社） 再エネ供給状況
今後の供給見通し

商工関係団体
（商工会議所、中小企業団体） 相談受付・支援

融資・補助制度金融機関

NICO 相談受付・支援

情
報
の
共
有
・
集
約

大学等

 

8 

第 1 部 ケーススタディ：中小企業による脱炭素経営のメリット 

1.2 脱炭素経営によって期待されるメリット 
脱炭素経営は 1.1 で述べた社会的要請に対応する手段となることに加え、様々なメリットを生

み出します。本ハンドブックでは、中小企業が脱炭素経営に取り組む上での、特に身近な 5つのメ
リットを紹介します（図 1-1）。 

 

 

図 1-1 脱炭素経営のメリット 

 
1 つ目のメリットは、優位性の構築（自社の競争力を強化し、売上・受注を拡大）です（参

考：1.2(1) 大川印刷（p.11）、1.2(2) 山形精密鋳造（p.15）、1.2(5) 三甲
（p.22））。先に述べたように、グローバルに事業を展開する企業は脱炭素化に向けた社会の
流れに敏感で、自社の排出量削減を進めるだけでなく、サプライヤーに対しても排出量削減を求
める傾向が強まりつつあります。脱炭素経営の実践は、こういった企業に対する訴求力の向上につ
ながります（図 1-2）。例えば、SBT 目標を策定している企業においては、自らの事業活動に
伴う排出（Scope1/2）だけではなく、原材料・部品調達や製品の使用段階も含めた排出量
（Scope3）の削減が求められていますので、Scope3 に該当するサプライヤーの削減努力がグ
ローバル企業から評価される仕組みになっています。個別企業の事例として Apple を取り上げる
と、Apple はサプライヤーに対し再エネ電力の使用を求めており、この要請に応えるべく Apple 向

優位性の構築メリット 1

光熱費・燃料費の低減メリット 2

知名度や認知度の向上メリット 3

脱炭素の要請に対応することによる
社員のモチベーション向上や人材獲得力の強化メリット 4

新たな機会の創出に向けた
資金調達における優位性獲得メリット 5

第２部 第２次地球温暖化対策実行計画　87

第
２
部

第
２
章 

区
域
施
策
編 

▼ 

第
５
節 

脱
炭
素
社
会
実
現
に
向
け
た
七
つ
の
重
点
施
策



（１）家庭への太陽光発電等の普及促進
○家庭用太陽光発電や家庭用蓄電池、電動車※との連携設備などの普及が促進されるよう、民間
事業者との連携や、国・県の支援制度の活用も含め、市民への啓発や情報提供、支援を行いま
す。

（２）住宅の省エネ性能の向上
○国、県、民間事業者等の取組と連携し、ＺＥＨ※（ゼッチ）の普及を促進します。
○住宅の照明のＬＥＤ化や高効率設備の導入、断熱性能の向上等の省エネ性能に配慮した改修を
推進するため、啓発や情報提供、支援を行います。

（３）家庭への電動車等の普及促進
○電動車等の環境性能が高い移動手段の普及促進に向けて、技術革新や普及状況を踏まえつつ、
国・県の制度の活用も含めて市民への啓発や情報提供、支援を行います。また、電動車等の普
及に当たって課題となっている充電箇所の拡充等、新たな社会インフラの整備について、関係
事業者との連携・協議の下で環境整備を進めます。

5-3　家庭への再エネ導入と省エネ対策の促進

【ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）とは】

　ＺＥＨとは、高断熱・高気密化、高
効率設備によって使うエネルギーを減
らしながら、太陽光発電などでエネル
ギーをつくり出し、年間で消費する住
宅の正味エネルギー量がおおむねゼロ
以下になる住宅です。
　少ないエネルギーで室温を快適に保
つことができ、冷暖房によるCO2排出
量の削減につながります。さらに、室
温差によるヒートショック等を防ぐ効
果も期待できるなど、健康面のメリッ
トもあり、電気料金の抑制や停電時に
自宅でつくった電力を使える防災力の
高さも特徴です。

【新潟県内の電気自動車等の普及状況】

　新潟県内の電気自動車等の
2020（令和２）年度導入台数
は4,414台（出所：新潟県調査）
となっており、県内の車種別
自動車保有台数の総数約180
万台（出所：一般財団法人自
動車検査登録情報協会）の約
0.2%程度となっています。
　国は2035（令和17）年まで
に新車販売で電動車100%を実
現すると表明しており、今後、
一層の電動車の普及が予想さ
れます。

出所　新潟県電気自動車等普及促進行動計画
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88　 上越市第４次環境基本計画 ／ 上越市第２次地球温暖化対策実行計画

第
２
部

第
２
章 

区
域
施
策
編 

▼ 

第
５
節 

脱
炭
素
社
会
実
現
に
向
け
た
七
つ
の
重
点
施
策



（１）脱炭素化ライフスタイルの「見える化」
○地球温暖化問題に係る啓発を進めるとともに、省エネやごみの減量化、公共交通機関の利用促
進など、日常生活の中で市民一人ひとりが実践できる取組の情報提供やそれらの成果の「見え
る化」を進めます。
○脱炭素※社会に資する新たな技術や仕組みの把握に努め、市民に向けた情報発信を行います。

（２）こどもたちへの環境教育の充実
○こどもたちが地球環境問題や持続可能な社会の形成に対する関心を高め、自ら学び、未来を担
う人材を育むため、様々な媒体・機会を通じて教育・啓発を行う環境を整えます。

5-4　地球温暖化対策の啓発・教育の推進

【家庭でできる省エネの取組とCO2の削減効果】

区分 取　組 条　件
年間での効果

省エネ 家計の節約 CO2削減量

冷暖房
機器

夏の冷房時の室温
は28℃を目安に

外気温31℃の時、エアコン
（2.2kW）の設定温度を27℃から
28℃にした場合（９時間/日）

電気30.24kWh 約820円 17.8kg

冬の暖房時の室温
は20℃を目安に

外気温６℃の時、エアコン
（2.2kW）の設定温度を21℃から
20℃にした場合（９時間/日）

電気53.08kWh 約1,430円 31.2kg

照明

電球系ＬＥＤラン
プに取り替える

54Wの白熱電球から9Wの電球形
ＬＥＤランプに交換した場合 電気90.00kWh 約2,430円 52.8kg

点灯時間を短くす
る

9Wの電球形ＬＥＤランプ１灯の点
灯時間を１日１時間短縮した場合 電気3.29kWh 約90円 1.9kg

家電
機器

テレビの画面は明
るすぎないように

液晶テレビ（32V型）の画面の輝度
を最適（最大→中間）にした場合 電気27.10kWh 約730円 15.9kg

台所 冷蔵庫にものを詰
め込みすぎない 詰め込んだ場合と、半分にした場合 電気43.84kWh 約1,180円 25.7kg

お風呂
シャワーを不必要
に流したままにし
ない

45℃のお湯を流す時間を１分短縮
した場合

ガス12.78㎥
水道4.38㎥ 約3,300円 29.0kg

出所　家庭の省エネ徹底ガイド春夏秋冬（経済産業省）

【脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動】

　国では、2050年カーボン
ニュートラル及び2030年度削
減目標の実現に向けて、国民・
消費者の行動変容、ライフスタ
イル変革を強力に後押しするた
め、2022（令和４）年10月に
「脱炭素につながる新しい豊か
な暮らしを創る国民運動」を開
始し、官民連携協議会を新たに
立ち上げました。
　ポータルサイトでは、「脱炭
素につながる新しい豊かな暮ら
しの10年後」に係るCO2削減
効果及びメリットとその算出根
拠を紹介しています。

出所　脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動ポータルサイト（環境省）

脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの1100年後

SShhooppppiinngg  CCeenntteerr

スマート節電
• エネルギー使用量の表示・管理（HHEEMMSS）
• IoT家電の活用で、自動で省エネ
電気代が約99,,330000円//年お得
電気代が高い時は利用を減らし、安い
時に利用を増やす機能も

家電の買い替え
• 省エネ家電への買い替えで快適・便利で
お得
電気代が約1188,,880000円//年お得
（エアコン及び冷蔵庫を買い替え）

高効率給湯器の導入
光熱費が約66,,220000円～3355,,440000円//年
お得

クールビズ・ウォームビズ（家庭・オフィス）
• 家庭でもオフィスでも機能性素材を用
いた快適な服装で効率アップ

• 冷暖房設定温度の見直しにより
約33,,990000円//年お得

サステナブルファッション
• 良い服を⾧く大切に使うことで心を豊か
にして節約

• 着なくなった服を店頭のリサイクルボック
スに持ち込むことでポイントが還元され
る店も

食品ロス削減
• 飲食店等で余った食品をアプリを介して
お得に調達

• 食品ロスの削減で約88,,990000円//年節約
旬の食材を地産地消で
• 新鮮で安心な食材で健康的な食生活
をしながら、地域にも貢献

次世代自動車((FFCCVV,,  EEVV,,  PPHHEEVV,,  HHVV))

• 力強い加速と快適な乗り心地で経済的
• 補助金や優遇税制の活用によりお得に購入可(FCV,EV,PHEV)
約77万55千円//年維持費がお得

• 災害時の電源としても活用可能(FCV, EV, PHEV)
• 自宅で充電でき、給油の手間が大幅に軽減(EV, PHEV)
ガソリンスタンドへの訪問が2200回//年程度削減でき、
約22時間//年有効活用

• 自動運転車なら、移動時間（約332233時間//年）も有効活用
エコドライブ
• 速度や車間距離を自動で保つアシスト技術を活用する
ことで、ラクして快適・安全にエコドライブ
ガソリン代が約99千円//年お得

環境配慮製品・サービスを選択
• バイオプラ製品を選択。また、詰め替えボトルの製品を購入でポイントがもらえる場合も
• 量り売りやリフィルサービスの活用により、好きなものを好きな量だけ
• AI店舗で商品を直接バッグに入れ自動決済。詰替えやレジ待ち時間（33時間//年）を削減

省エネ性能の高い住宅への居住

太陽光発電設備の設置

自分に合った方法で、快適で健康な住環境を

再エネの普及により
電気はもっとクリーンに

ごみの削減（分別・33RR）
• 買い物ついでにペットボトル等を小売店に
返却するとポイントがもらえる場合も

• ごみ削減により有料ごみ袋の使用量削減
マイボトル活用による飲み物代節約、ご
み削減による有料ごみ袋代の節約で
約33,,880000円//年お得

HEMS、IoTの活用で
自動で省エネ

電灯のLLEEDD化
• 経済的で取換えの回数が蛍光灯の11//77
• 調光調色で快適に省エネ
電気代が約22,,990000円//年お得

速度や車間距離を自動で保つ
アシスト技術の活用で
ラクに安全で省エネ

CC
BB
AA

アプリでマッチング
献立も配信

ラベルレス製品で
手間なく分別

凡例

リサイクルでポイント

家電の賢い利用
下記のいずれかの実施により手間なく省エネ

IoT冷蔵庫ならAAIIで自動で節電
カメラ付きなら買物先で在庫確認、

買いすぎを防止

H2

AI店舗なら
商品を直接マイバッグに投入→自動決済で
詰替えの手間やレジ待ち時間を削減

量り売りの活用で、
容器包装を減らしつつ、
いろんな種類をお試し

マッチングアプリも活用し
食品ロスを減らしながら、

おいしいものを手軽に・お得に
マイボトル×リフィルで

いつでもおいしい飲み物を

詰め替えボトルや
バイオプラ製品などの
環境配慮製品を選んで

ポイントも獲得

～～～

生活リズムの学習や
センサー感知で自動で最適化

無駄ない運転
完全自動運転なら移動時間

（約332233時間//年）も有効活用

家庭エコ診断
• ご自宅に合わせた省エネアドバイスで、
光熱費がさらに約44,,220000円/年お得

【断熱性能・省エネ】
• 光熱費がお得
• 寒暖差が少なく快適で健康にも貢献
【太陽光発電（創エネ）】
• 災害時にも電気が使える
【蓄電池（蓄エネ）】
• 作った電気を無駄なく使う
• 補助金や優遇税制の活用でお得に購入可能
合計で光熱費が約1155万円/年お得

高断熱住宅は温度ムラが少なく快適
睡眠の質を向上させ、温度差による血圧の上昇を防ぎ、

脳卒中・心筋梗塞等の健康リスクを低減

テレワーク
• 移動時間の削減で、時間を有効
活用し、多様な働き方も実現

• 毎日のテレワークでガソリン代が
約6611,,330000円//年お得

• 通勤時間約227755時間//年を団ら
んや趣味の時間に

公共交通機関・自転車等の活用
• 通勤手段の見直しで健康増進。現在交通機関等を使われている方は
引き続きの利用で健康維持

• 近距離通勤は自転車や徒歩に切り替えることでガソリン代が
約1111,,880000円//年お得

MaaS

※節約額等は一定の前提を置いて試算したものであり、条件によって異なる

通信環境（速度・セキュリティ）の改善や
技術の向上でテレワークはより一般化
ワーケーションや地方移住も実施しやすく

自家用車の代わりにカーシェアを利用した場合
年換算約1155万円お得（自家用車を購入し、

13年間利用した場合との比較）

通勤手段や頻度の見直し：自分に合った方法で時間やお金を有効活用（以下のいずれかを実施）
節水型シャワーヘッド、アダプタ（キッ
チン）、洗濯機、トイレの導入で水
道・ガス代が約1155,,660000円//年お得

節水

エネルギー自給自足の家（ZZEEHH）

0円ソーラーなら
初期費用なし

下記のいずれかを実施することで、お得で快適な住環境を実現

賃貸でも検索

• 光熱費がお得で寒暖差が少なく快適で健康にも貢献
• 賃貸でも住宅性能をWEBで確認し省エネ住宅を選択
光熱費が約99万44千円//年お得

省エネ住宅への引越し・断熱リフォーム

• 電気代がお得で災害時にも電気が使える
• 地域によっては補助金でさらにお得
電気代が約55万33千円//年お得

シャワーヘッドを
交換するだけ

複数の移動サービスを最適に組み合わせて
検索・決済等を一括で行う「MaaS」を活用し、快適に移動

省エネ性能の高い住宅への引越しや断熱・PPVV設置リフォームAA

AA

BB

BB

BB

CC

CC

CC

CC

CC

CC

CC

AA

CC

CC

CC

生体リズムに合わせた
自動調光調色機能で
快適・健康増進

BB

CC

AA

BB

（金）機会がある方は：10年後までに新築・持ち家の購入機会、次世代車の購入意向がある世帯
（銀）機会がある方は：10年後までに引越し・リフォームの機会、自動車の購入意向がある世帯
（銅）みんなで：全ての世帯
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（１）地域コミュニティの脱炭素化モデルづくり
○多様な地理的要素や自然環境を有する市内各地域において、小水力発電等、それぞれの地域特
性をいかした再生可能エネルギー※の活用や分散型エネルギーの仕組みの構築が推進されるよ
う研究を進めるとともに、民間事業者や地域コミュニティ等における積極的・先進的な取組を
支援します。

（２）雪氷エネルギーの活用
○雪氷エネルギーの活用について研究を進めるとともに、これまで整備を進めてきた雪室を地域
資源として活用し、当市独自の自然エネルギーの活用事例として地域振興に活用します。

（３）バイオマスの利活用
○公共施設等や民間において進めている廃棄物系のバイオマス※の利活用を継続するとともに、
木材を含め市域で未利用のバイオマスの有効活用について研究を進めます。

（４）水素社会の到来に向けた仕組みづくり
○次世代のエネルギーとして期待される水素の利活用について、専門家や事業者等との連携体制
を構築し、最新の技術動向の把握や、将来のエネルギーインフラの姿等の調査・研究を進めま
す。

（５）市街地の未利用エネルギー活用モデルづくり
○民間事業者との連携の下、地中熱や下水熱等の有効活用の研究を進め、都市インフラへの有効
活用を推進します。

5-5　脱炭素地域づくりモデルの構築

【次世代エネルギー～水素～】

　エネルギーとしての水素利用は脱炭素※社会に向け
た取組として、国内及び海外で導入が進められつつあ
り、以下のような特徴があります。近年ではクリーン
エネルギーとして、自動車やバスの燃料、家庭におい
て電気と熱を同時に作るエネファーム等に活用されて
おり、今後も化石燃料の代替やエネルギー貯蔵手段と
して様々なシーンでの利用が期待されています。

①環境負荷を低減できます
水素は利用時にCO2を排出しないため、環境負荷を低減
できます。再生可能エネルギーから作る水素は更にCO2
削減効果が期待できます。
②産業を活性化できます
地域の資源から作った水素を、地域で利用することがで
きれば地域の事業者が参画でき、地域産業の活性化に繋
がります。
③	エネルギーとして貯蔵することができ、災害時にも活用
できます
作られた水素は、タンク等で貯蔵することができます。
貯蔵した水素は、必要な時に燃料電池等を通じて、エネ
ルギーとして活用ができます。また、この性質を上手く
使えば、災害時の活用や再生可能エネルギーの出力を調
整することも期待されています。
④電気と熱の２つのエネルギーを供給できます
水素は燃料電池を通して電気エネルギーだけでなく熱エ
ネルギーも供給できるため、エネルギーの有効利用が可
能です。

出所　脱炭素化に向けた水素サプライチェーン・プラットフォーム（環境省）

燃料電池

電気
電気

熱

H2
水素

製造 貯蔵・輸送

地域事業者

利用

再生可能エネルギー

FCV

CO2

水

環境負荷を低減できます1.

産業を活性化できます2.

電気と熱の2つのエネルギーを供給できます4.

エネルギーとして貯蔵することができ、
災害時にも活用できます3.
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（１）森林の保全と地元産木材の利用促進
○吸収源としての森林の価値を発信し、保全活動に対する理解と支援の輪を広げます。
○公共施設等における地元産木材の利用促進等の需要創出と、森林の管理経営に係る人材育成な
ど供給体制の強化に取り組みます。
○Ｊ－クレジット制度の活用に向けて、取組事例の調査・研究を進めます。

（２）環境保全型農業の推進
○農地における炭素貯留に貢献するため、堆肥や緑肥などの有機物の施用による土づくりを基本
とする有機農業をはじめとした環境保全型農業の理解促進と更なる取組拡大を推進します。
○環境保全型農業に取り組む重要性や堆肥の施用による土壌への炭素貯留効果などを農業者に啓
発するとともに、広く消費者に発信して理解を促進します。

5-6　農林業の振興による吸収源対策の推進

【上越市の森林面積】

　本市の総面積は97,389ha、林野（山林、原野）
が占める面積は53,317haで林野率は54.7%と
宅地、農地などの比率に対して高く、特に西部
及び東部の中山間地域は林野率の高い典型的な
山村地域となっています。
　なお、林野面積に占める民有林の面積は
48,475ha（90.9%）、国有林の面積は4,842ha
（9.1%）となっています。

【農地管理による炭素貯留とは…】

　農地に施用された堆肥や緑肥
等の有機物は、多くが微生物に
より分解され大気中に放出され
るものの、一部が分解されにく
い土壌有機炭素となり長期間土
壌中に貯留されます。農地土壌
はCO2の排出源となっています
が、土壌炭素の貯留により、純
排出量を減らすことが可能とさ
れています。

くわどり市民の森

出所　農林水産分野における温暖化対策　農地による炭素貯留について（農林水産省）

区　域
面　積
①

林野面積
林　野
比　率
②/①
×100

総数
② 計

国有林
民有林
面　積

林野庁所管 林野庁
以外の
官庁の
国有林

小計
計画対象林 対象外

森　林林野庁 官　公
造林地

上越市 97,389 53,317 4,842 4,294 4,271 10 13 548 48,475 54.7%
出所　上越市森林整備計画書

（単位：ha）

機密性○情報 ○○限り
農農地地管管理理にによよるる炭炭素素貯貯留留ににつついいてて

● 土壌有機物は、土壌の物理的、化学的、生物的な性質を良好に保ち、また、養分を作物に持続的● 土壌有機物は、土壌の物理的、化学的、生物的な性質を良好に保ち、また、養分を作物に持続的
に供給するために極めて重要な役割を果たしており、農業生産性の向上・安定化に不可欠。

● 農地に施用された堆肥や緑肥等の有機物は、多くが微生物により分解され大気中に放出されるも
のの、一部が分解されにくい土壌有機炭素となり長期間土壌中に貯留される。

ＣＣＯＯ2ＣＣＯＯ

【【農農地地・・草草地地土土壌壌のの炭炭素素収収支支モモデデルル】】

のの、 部が分解されにくい土壌有機炭素となり長期間土壌中に貯留される。

光合成呼吸

2

堆肥等の
有機質資材の投入

微生物の活性
に応じて変動

ＣＣＯＯ2
我が国全体としては、農地

土壌はＣＯ２の排出源となっ
ているが、有機物の施用等に
よる土壌炭素の貯留により、

収穫・残
渣の除去

に応じて変動 純排出量を減らすことが可
能。微生物の活性は、温

度や湿度、土壌の種
類・管理等に依存

残渣の還元土土壌壌有有機機炭炭素素

土土壌壌微微生生物物

一部が化学的・生物的に再合成
（参考）農地土壌の断面

堆堆肥肥やや植植物物残残渣渣由由来来のの有有機機成成分分
土土壌壌微微生生物物
にによよるる分分解解

1

（参考）農地土壌の断面
土壌有機炭素の多い層（上層）

と少ない層（下層）
土土壌壌炭炭素素貯貯留留＝＝微微生生物物分分解解をを受受けけににくくいい土土壌壌有有機機炭炭素素
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（１）地域特性をいかした再エネ立地の促進
○当市において、民間事業者による再生可能エネルギー※を活用した発電施設等の立地が促進さ
れるよう、積極的な情報収集や、市の遊休財産の利活用に向けた情報発信を行うとともに、具
体的な案件に対して、各種法令やガイドライン等を踏まえた指導や地域との調整等を行います。

（２）地域と調和した開発ルールの構築と運用
○再生可能エネルギーの導入に係る開発について、当市の自然環境や生活環境と調和した適切な
立地の促進に向けて、各種事例や法令等の情報を積極的に収集・分析し、必要に応じて市とし
てのルールの整備を進めます。

5-7　地域と調和した民間再エネプロジェクトの促進

【太陽光発電と環境問題】

　太陽光発電施設は、再生可能エネルギーを活用す
ることによって地球温暖化対策に資するものです
が、立地場所や設置・運用の仕方によっては、地域
住民等の生活環境や、地域で保全しようとしている
景観等に影響を及ぼすおそれがあるため、必要に応
じてルールの整備が必要となります。
（�写真：法面の崩壊が発生し、法面保護工が崩れて流出
した他自治体での事例）

出所　太陽光発電の環境配慮ガイドライン（環境省）
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　各部門における温室効果ガスを削減し、脱炭素※社会を実現していくため、今後、市民・事業
者の皆さんによる実行が期待される主な取組を示します。

市民・事業者に期待される取組第６節

▼各部門における温室効果ガスの排出状況と課題

○省エネや３Ｒについて、市民生活
や事業活動の中で実行に移してい
けるよう、一層具体的な情報提供
が必要
○特に事業者における再エネの普及
について支援が必要
○省エネ・再エネ設備の普及を加速
化のため、情報やコスト面での一
層の後押しが必要

○電動車の普及を加速化していくた
めには、車種の拡大状況も踏まえ、
情報やコスト面での一層の後押し
が必要

市民・事業者

民生
家庭 運輸 廃棄物 吸収源

対策

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇ ◇

◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇

産業 民生
業務 運輸 廃棄物 吸収源

対策

◇ ◇

◇

◇

◇

◇

◇ ◇

◇ ◇

◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇ ◇

▼関連する部門等

▼関連する部門等

地球温暖化問題に関する意識向上と活動の推進

環境に配慮した
行動の実践

緑の活用の推進

省エネ・再エネ設備等の積極的な導入の検討

自家用車の電動化とエコドライブの推進

地産地消の推進

１

３

５

２

４

６

具体的取組

（１）エネルギー使用量の削減

（３）資源の節約

（４）ごみの減量化とリサイクル

（２）移動手段の見直し

【市民】

【事業者】
具体的取組

環境に配慮した
行動の実践

１ （１）エネルギー使用量の削減

（３）資源の節約

（４）ごみの減量化とリサイクル

（２）移動手段の見直し

脱炭素経営への転換

緑の活用の推進

省エネ・再エネ設備等の積極的な導入の検討

社用車の電動化とエコドライブの推進

地産地消の推進

３

５

２

４

６

地球温暖化問題に関する意識向上と活動の推進
７

○事業者については、サプライ
チェーンの中での環境対策の重視
や、環境関連分野でのビジネス
チャンスの活用を考慮した啓発・
支援も必要

○廃棄物部門の温室効果ガス排出量の大半を占めている一般廃棄物の焼却
由来の排出量について、ごみの分別の徹底などを通じての削減が必要廃棄物部門

○運輸部門の温室効果ガス排出量の大半を占めている自動車の燃料由来の
排出量について、ハイブリッド車や電気自動車などの次世代自動車の普
及を通じた削減が必要

運輸部門

○民生業務部門の温室効果ガス排出量の半数を占めている電気由来の排出
量について、省エネ化につながる設備の導入を通じての削減が必要民生業務部門

○産業部門に占める割合が最も高い製造業について、大幅な温室効果ガス
排出削減の取組が必要
○産業部門の温室効果ガス排出量の半数を占めている電気由来の排出量に
ついて、再エネの導入や省エネ化を通じての削減が必要
○市内の特定排出者と連携した排出削減の取組が必要

産業部門

○民生家庭部門の温室効果ガス排出量の半数以上を占めている電気由来の
排出量について、省エネ化につながる設備やシステムの導入を通じての
削減が必要
○住宅用太陽光発電、蓄電池の更なる普及を通じて、エネルギー自給率の
向上を図ることが必要

民生家庭部門

第２部 第２次地球温暖化対策実行計画　93

第
２
部

第
２
章 

区
域
施
策
編 

▼ 

第
６
節 

市
民
・
事
業
者
に
期
待
さ
れ
る
取
組



取組１　環境に配慮した行動の実践
（１）エネルギー使用量の削減
○照明は必要な箇所だけ点灯し、不要な照明の消灯に努めましょう。
○テレビの画面は明るすぎない設定とし、テレビを見ていないときは電源を切るように努めま
しょう。
○冷蔵庫にはものを詰めすぎないようにし、季節に合わせた適切な温度設定に努めましょう。
○温水洗浄便座を使わないときはフタを閉め、便座や洗浄水温度を低めに設定するように努めま
しょう。
○シャワーは不必要に流したままにせず、入浴はなるべく間隔をあけないように努めましょう。
○空調使用時は、ブラインドやカーテンを閉めることで窓からの熱の出入りを防止し、必要な時
だけ使用するとともに適正な温度設定に努めましょう。
○定期的に空調のフィルターの掃除や室外機の吹き出し口の周辺を整理し、空調負荷の低減に努
めましょう。
○季節・気候に応じた服装を心掛け、冷暖房の適正な温度設定に努めましょう。
○クールシェアやウォームシェアに努めましょう。
○時間指定の郵便物等は必ず在宅するようにし、再配達を減らしましょう。

（２）移動手段の見直し
○公共交通の利用や家族・友人との相乗りなど、環境に配慮した移動手段の選択に努めましょう。
○近距離の移動の際は、徒歩又は自転車の使用に努めましょう。

（３）資源の節約
○電化製品等について、故障や不具合の際は可能な範囲で修繕し、長期使用に努めましょう。

（４）ごみの減量化とリサイクル
○マイバッグやマイボトルを積極的に使用し、ごみの削減に努めましょう。
○食べ物を残さないことや食材を無駄にしない調理を行うなど、食品ロス※削減に努めましょう。
○ごみ分別のルールを守り、ごみの再資源化に努めましょう。
○不用品交換情報やリサイクルショップ、フリーマーケットを活用して再利用に努めましょう。
○日頃の買い物の際は、商品の環境ラベル※に注目し、環境に配慮した商品の購入に努めましょう。

6-1　市民に期待される取組

【家庭における省エネの取組】

　　　　<エアコン>
１日１時間短縮した場合の
年間の電気削減量
・冷房（設定温度28℃）
　電気18.78kWhの省エネ
・冷房（設定温度20℃）
　電気40.73kWhの省エネ

出所　省エネポータルサイト
　　　（経済産業省）
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取組２　自家用車の電動化とエコドライブの推進
○自家用車の使用に当たっては、急発進や急加速を避けるとともに、無駄な走行を控え、走行距
離の短縮化を図るなど、エコドライブの徹底に努めましょう。
○自家用車の運用に当たり、タイヤの空気圧の調整など日常点検を実施して燃費改善に取り組む
よう努めましょう。
○自家用車を新たに購入する際は、電動車※等の環境負荷が小さい自動車の購入を検討しましょ
う。

取組３　省エネ・再エネ設備等の積極的な導入の検討
○住宅にＨＥＭＳ※（ヘムス）の導入を検討し、エネルギー消費量の削減や電力使用のピークカッ
トなどエネルギーの最適化に努めましょう。
○住宅のリフォーム又は電化製品等の更新時は、省エネ性能に優れた仕様や製品（二重窓による
断熱化、家庭用燃料電池、高効率空調機等）を検討しましょう。
○住宅を新築又は建て替える際は、ＺＥＨ※（ゼッチ）などの省エネ性能に優れた住宅を検討し
ましょう。
○住宅への太陽光発電や蓄電池の導入を検討し、再エネの積極的な利用に努めましょう。
○太陽光発電の導入が困難な場合は、家庭の電力契約について、再エネ由来の電力プランへの見
直しを検討し、環境にやさしい電気の使用に努めましょう。

取組４　地産地消の推進
○日頃の買い物や住宅の新築等の際は、地元産の農作物や材木等を積極的に選択・購入しましょ
う。

取組５　緑の活用の推進
○ベランダや庭等の緑化、グリーンカーテン※の実践に努めましょう。
○地域の緑化活動や緑地保全活動への積極的な参加に努めましょう。
○森林が持つ多面的な機能への理解を深め、森林整備や保全活動に積極的に参加しましょう。
○所有している森林の適正な管理に努めましょう。

取組６　地球温暖化問題に関する意識向上と活動の推進
○地球温暖化問題に関するイベント、学習会や教室等に積極的に参加し、情報収集や意識向上に
努めましょう。
○地球温暖化防止活動への積極的な参加に努めましょう。

【エコドライブに取り組みましょう】

＜ふんわりアクセル「eスタート」＞
　発進するときは、穏やかにアクセルを
踏んで発進しましょう（最初の５秒で、
時速20㎞程度が目安です）。日々の運転
において、やさしい発進を心がけるだけ
で、10%程度燃費が改善します。

出所　COOL�CHOICE（環境省）
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取組１　環境に配慮した事業活動の実践
（１）エネルギー使用量の削減
○照明は必要な箇所だけ点灯し、不要な照明の消灯に努めましょう。
○パソコン等のＯＡ機器は、節電モードを活用するとともに、長時間使用しない場合は主電源を
切るよう努めましょう。
○空調使用時は、ブラインドやカーテンを閉めることで窓からの熱の出入りを防止し、必要な時
だけ使用するとともに適正な温度設定に努めましょう。
○定期的に空調のフィルターの掃除や室外機の吹き出し口の周辺を整理し、空調負荷の低減に努
めましょう。
○季節・気候に応じた服装を心掛け、冷暖房の適正な温度設定に努めましょう。

（２）移動手段の見直し
○オンライン会議やテレワークの導入等を検討し、社用車等による移動機会の削減に努めましょう。
○ノーカーデーの実施、公共交通の利用や従業員同士の相乗りなど、環境に配慮した移動手段の
選択に努めましょう。

（３）資源の節約
○備品や設備等について、故障や不具合の際は可能な範囲で修繕し長期使用に努めましょう。
○会議資料等の電子化によるペーパーレス化を検討しましょう。

（４）ごみの減量化とリサイクル
○マイカップやマイ箸等を持参し、紙コップ等の使い捨て品の削減に努めましょう。
○コピーやプリンター利用によるミスプリントを削減するよう努めましょう。
○ごみ分別のルールを守り、ごみの再資源化に努めましょう。
○印刷物の発行時は、リサイクル適性への配慮等、ごみ減量を意識した仕様に努めましょう。
○備品等の購入時は、環境ラベル※に注目し、環境に配慮した商品の購入に努めましょう。

取組２　社用車等の電動化とエコドライブの推進
○社用車等の使用に当たっては、急発進や急加速を避けるとともに、無駄な走行を控え、走行距
離の短縮化を図るなど、エコドライブの徹底に努めましょう。
○社用車等の運用にあたり、タイヤの空気圧の調整など日常点検を実施して燃費改善に取り組む
ほか、保有台数の適正化に努めましょう。
○社用車等を新たに購入する際は、電動車等の環境負荷が小さい自動車の購入を検討しましょう。

取組３　省エネ・再エネ設備等の積極的な導入の検討
○事業所等にＢＥＭＳ※（ベムス）の導入を検討し、エネルギー消費量の削減や電力使用のピー
クカットなどエネルギーの最適化に努めましょう。
○事業所等の設備・機器等の更新時は、エネルギー使用効率を高める設備機器（高効率ボイラー
や高効率空調機、コージェネレーションシステム※等）を選択するよう努めるとともに、設置
個所や台数の適正化も検討しましょう。
○事業所等を新築又は建て替える際は、ＺＥＢ※（ゼブ）などの省エネ性能に優れた建物を検討
しましょう。
○事業所等への再エネ設備（太陽光発電、排水を活用したマイクロ水力発電等）や蓄電池等の導
入を検討し、再エネの積極的な利用に努めましょう。
○再エネ設備の導入が困難な場合は、事業所等の電力契約について、再エネ由来の電力プランへ
の見直しを検討し、環境にやさしい電気の使用に努めましょう。

6-2　事業者に期待される取組
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取組４　地産地消の推進
○食料品や製品の開発・製造、住宅等の新築等の際は、地元産の農作物や材木等を積極的に使用
しましょう。

取組５　緑の活用の推進
○屋上や敷地内等の緑化、グリーンカーテン※の実践に努めましょう。
○地域の緑化活動や緑地保全活動への積極的な参加に努めましょう。

取組６　脱炭素経営への転換
○自社のCO2排出量の把握や省エネ診断等、脱炭素※経営への転換を目指した取組を検討しま
しょう。
○耐久性の高い製品や再利用しやすい製品の製造・販売を検討しましょう。
○製品の製造の際は、再生資源による素材や原材料の積極的な使用を検討しましょう。
○製品の輸送に当たっては、共同配送や貨物輸送など物流の効率化を検討しましょう。
○事業活動や製造工程等を見直し、原材料使用量の抑制、食品ロス※の削減、ごみの減量や資源
循環に努めましょう。
○包装の簡素化、レジ袋やプラスチックトレイの削減に努めましょう。
○リターナブル容器の使用や回収を促進し、使い捨て容器の使用抑制に努めましょう。
○再生品の適切な表示や情報提供を行い、再生品・エコマーク商品等の販売促進に努めましょう。
○農業においては、環境への負荷に配慮し、化学肥料及び化学合成農薬の使用を低減する環境保
全型農業の導入に努めましょう。
○国内外の脱炭素化・次世代技術に関する情報の収集に努め、参考となるものは、自らの事業活
動に取り入れるよう検討しましょう。

取組７　地球温暖化問題に関する意識向上と活動の推進
○地球温暖化問題に関するイベント、学習会や教室等に積極的に参加し、情報収集や意識向上に
努めましょう。
○社内研修やセミナーを活用し、従業員一人ひとりの地球温暖化問題に関する意識と知識の向上
に努めましょう。
○地球温暖化防止活動の実施又は積極的な参加に努めましょう。

【ＺＥＢ導入事例】
　市内事業所では、「Nearly�ZEB注1」「ZEB�Ready注2」の認証を受けた建物が導入されています。
注１：従来の建物で必要なエネルギーから省エネ＋創エネで25%以下まで削減
注２：従来の建物で必要なエネルギーから省エネで50%まで削減

ＺＥＢリーディング・オーナー登録業者（（一社）環境共創イニシアチブが公表�（R5.1.27時点））

阿部建設上越支店（Nearly ZEB） イチコ直江津西店（ZEB Ready）
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【2021年度 活動別
　　　温室効果ガス排出割合】

【温室効果ガス排出量の推移】

【活動別温室効果ガス排出量の推移】

（１）市の事務事業による温室効果ガス排出状況
　市の事務事業による温室効果ガス排出量は、直近の2021（令和３）年度において、62.9千
t-CO2であり、第１次計画の基準年度である2014（平成26）年度と比較し、14.0%削減しており、
同計画の目標である、「2022年度（令和４）年度までに基準年度比14%削減」と同水準で推移
しています。

（２）活動別排出量の推移
〈活動全体〉
　2021（令和３）年度の活動別温室効果ガス排出割合は、
右図のとおり、電気の使用が45.6%を占めており最も多く、
次に一般廃棄物の焼却、燃料の使用と続いています。
　また、2021（令和３）年度の活動別温室効果ガス排出量は、
基準年度である2014（平成26）年度と比べ、燃料の使用、
電気の使用は減少傾向にある一方で、一般廃棄物の焼却は大
きく増加注、他の活動は横ばいとなっています。

第３章 事務事業編

温室効果ガス排出量の現状第１節

(単位：千t-CO2）

年　度
種　別

2014
（基準年度） 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（直近年度）
基準年度と
直近年度差

基準年度と
直近年度比

燃料の使用 17.9 16.7 16.3 17.3 15.8 15.0 13.8 13.9 -4.1 -22.6%
電気の使用 43.2 40.4 38.5 36.2 32.5 32.0 30.7 28.7 -14.5 -33.6%
一般廃棄物の焼却 9.7 9.2 9.8 10.4 17.4 18.3 19.2 18.0 8.4 86.4%
自動車の走行 0.02 0.02 0.02 0.02 0.03 0.02 0.02 0.02 0.0 20.2%
下水又はし尿の処理 0.8 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 1.0 0.9 0.2 22.1%
浄化槽によるし尿及び雑排水の処理 1.5 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 -0.2 -13.2%
自動車用のエアコンディショナー 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.0 1.6%
総排出量 73.1 68.7 67.0 66.2 68.1 67.7 66.0 62.9 -10.2 -14.0%

注：端数処理により、合計値等が一致しない場合があります。（以下同じ。）

燃料の使用
22.1%

電気の使用
45.6%

一般廃棄物の焼却
28.7%

下水又はし尿
の処理
1.5%

浄化槽によるし尿
及び雑排水の処理
2.1% その他（自動車の

走行、エアコン
ディショナー）
0.05%
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（基準年度） （直近年度）

注：2017（平成29）年度に高効率のごみ焼却発電設備を導入し、新クリーンセ
ンターを整備したことに伴い、プラスチック製品等の一部を燃やせないごみ
から燃やせるごみとする「ごみ分別の一部変更」を行い、サーマルリサイク
ル※を推進したことによるもの。
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〈エネルギー起源温室効果ガス〉
　エネルギー起源温室効果ガス注の排出量は、基準年度以降一貫して減少が続いています。
2021（令和３）年度の排出量は42.6千t-CO2であり、基準年度から30.3%減少しました。

　2021（令和３）年度におけるエネルギー起源温室効果ガス排出量の活動別排出割合をみると、
電気の使用で67.4%、燃料の使用で32.6%となりました。
　また、燃料の使用の内訳をみると、最も排出割合が多い都市ガスが49.2%、次いで灯油の
25.0%となっており、燃料のうち74.2%を占めています。
　各種燃料は、施設の暖房の他、温浴施設のボイラーや車両の燃料などで使用されています。

注：化石燃料（都市ガス、石油等）の燃焼や化石燃料を燃焼して得られる電気の使用に伴って排出される温室効果ガスのこと。こ
の他、化石燃料によらない一般廃棄物の焼却や下水・し尿の処理等による排出は非エネルギー起源温室効果ガスという。

【エネルギー起源温室効果ガス排出量の推移】

【2021年度 活動別排出量内訳】

61.1 57.1 54.8 53.5
48.3 47.1 44.5 42.6
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〈電気の使用〉
　2021（令和３）年度の電気の使用に由来する温室効果ガス排出量は28,696t-CO2となってお
り、基準年度と比べて14,491t-CO2（33.6%）の減少が見られます。
　これは、クールビズ・ウォームビズによる節電の取組や、公共施設等の省エネ設備の導入、統
廃合などが影響していると考えられます。この他に、電気の排出係数注の低下も大きな要因となっ
ています。

　2021（令和３）年度の電気の使用量が多い上位５施設は、汚泥リサイクルパーク、防犯灯、
水族博物館うみがたり、下水道センター、城山浄水場となっています。これら施設・設備の電気
の使用に由来する総排出量は6,611t-CO2となっており、全排出量の23.0%を占めています。

　注：電力供給1kWhあたりのCO2排出量を示す係数

【電気由来の温室効果ガス排出量の推移】

【2021年度 電気由来の温室効果ガス排出量上位５施設】
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〈都市ガスの使用〉
　2021（令和３）年度の都市ガスの使用に由来する温室効果ガス排出量は6,828t-CO2となっ
ており、基準年度と比べて204t-CO2（3.1%）の増加が見られます。
　これは、省エネルギーの取組を実施しているものの、都市ガスを使用する新たな公共施設等の
開館等が影響していると考えられます。

　2021（令和３）年度の都市ガスの使用量が多い上位５施設は、上越地域医療センター病院、
水族博物館うみがたり、鵜の浜人魚館、リージョンプラザ上越、五智養護老人ホームとなってい
ます。これらの施設の都市ガスの使用に由来する総排出量は2,208t-CO2となっており、全排出
量の32.3%を占めています。

【都市ガス由来の温室効果ガス排出量の推移】

【2021年度 都市ガス由来の温室効果ガス排出量上位５施設】
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〈灯油の使用〉
　2021（令和３）年度の灯油の使用に由来する温室効果ガス排出量は3,474t-CO2となっており、
基準年度と比べて1,612t-CO2（31.7%）の減少が見られます。
　これは、公共施設等の統廃合による灯油を利用する施設の減少や省エネルギーの取組、省エネ
設備・機器の導入等が影響していると考えられます。

　2021（令和３）年度の灯油の使用量が多い上位５施設は、クリーンセンター、くわどり湯っ
たり村、キューピットバレイスキー場、吉川ゆったりの郷、板倉保養センターとなっています。
これらの施設の灯油の使用に由来する総排出量は1,386t-CO2となっており、全排出量の39.9%
を占めています。

【灯油由来の温室効果ガス排出量の推移】

【2021年度 灯油由来の温室効果ガス排出量上位５施設】

（直近年度）

(t-CO₂)

5,086 5,337
4,449

3,746 3,474

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

2014 2018 2019 2020 2021 （年度）
（基準年度）

基準年度比
-31.7%

548

409

151 144 134

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

クリーン
センター

くわどり
湯ったり村

キューピット
バレイ

スキー場

吉川ゆっ
たりの郷

板倉保養
センター

（t-CO₂）

102　 上越市第４次環境基本計画 ／ 上越市第２次地球温暖化対策実行計画

第
２
部

第
３
章 

事
務
事
業
編 

▼ 

第
１
節 

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
現
状



（３）温室効果ガス削減に向けた課題
　これまでの当市の温室効果ガス排出状況を踏まえると、事務事業編の温室効果ガス排出量削減
に向けては、以下の課題が挙げられます。

現状 課題
○�事務事業の温室効果ガス排出量は、近年減少
傾向にあるものの、市域の排出量全体の3.8%
を占めています。（2018（平成30）年度）

○�事務事業の温室効果ガス排出量を活動別にみ
ると、電気由来の排出量が事務事業の排出量
全体の45.6%を占めています。
○�電気由来の温室効果ガス排出量が多い施設や
設備は、汚泥の処理施設や防犯灯などとなっ
ています。
○�電気由来の温室効果ガス排出量削減に向けた
取組を率先的に実践しています。

○�平成17（2005）年の14市町村の合併により、
当市は多くの施設を抱えています。
○�多くの施設や設備の老朽化が進んでいるほ
か、人口減少に伴い近年の利用者数は減少が
続いています。

○�公用車のうち、95%以上がガソリン車です。

　市の取組として、今後も率先的に事
務事業から排出される温室効果ガスの
削減が必要です。

　事務事業の温室効果ガス排出量の半
数近くを占めている電気由来の排出量
について、今後も重点的な削減対策が
必要です。
　再生可能エネルギー※の導入や再生可
能エネルギー由来電力の活用による温
室効果ガス排出削減対策も必要です。

　省エネ設備や太陽光発電などの設備
設置に当たっては施設の老朽化や構造
を考慮するとともに、温室効果ガス削
減効果が高い施設への重点的な対策を
検討する必要があります。
　施設の適正配置を進めるほか、施設
改修の際に、省エネ設備の設置などを
検討する必要があります。

　温室効果ガスの排出が電動車※等を導
入するほか、車両台数の適正化が必要
です。

○�水道やごみなどに由来する温室効果ガス排出
削減に向けた取組を率先的に実践していま
す。
○�新たなクリーンセンターを整備したことに伴
い、プラスチック製品等のサーマルリサイク
ル※に取り組んだことで、ごみ焼却に伴う排
出量が増加しています。
○�職員に対して地球温暖化防止に向けた情報提
供や意識啓発を実践しています。

　今後も温室効果ガス削減に向けた取
組や意識啓発を進める必要があります。
　サーマルリサイクルに伴うごみ由来
電力を効果的に活用する必要がありま
す。
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　当市において、今後新たな対策を講じない場合（現状すう勢）の2030（令和12）年度及び
2050（令和32）年度の温室効果ガス排出量の将来推計値を以下に示します。
　また、国では現在、2013（平成25）年度を基準年度としていることから、当市もこれに合わ
せて基準年度を2014（平成26）年度から2013（平成25）年度に変更します。

〈将来推計の算定方法〉
　現状すう勢の温室効果ガス排出量の将来推計は、現状の排出量が今後追加的な対策を見込まな
いまま推移したと仮定して推計しました。排出量は2021（令和３）年度（現状年度）の温室効
果ガス排出量に対して、活動量注のみが変化する（活動量変化率）と仮定して推計しました。
　なお、活動量変化率は「現状年度の活動量」と「目標年度の想定活動量」から算出しますが、「目
標年度の想定活動量」は人口推計や活動量の過去の推移を基に設定しました。

〈将来推計の算定結果〉
　将来推計の排出量を算定した結果、2030（令和12）年度におけるエネルギー起源注の温室効
果ガス排出量は42.6千t-CO2となり、基準年度（2013年度）比で32.8%減少、総排出量につい
ては61.0千t-CO2となり、基準年度比で17.8%減少すると予測されます。また、2050（令和
32）年度には総排出量が60.4千t-CO2となり、基準年度比で18.5%減少すると予測されます。

温室効果ガス排出量の将来推計第２節

　注：一般廃棄物の焼却、下水又はし尿の処理や浄化槽によるし尿及び雑排水の処理などの指標を基に設定した数値

【現状すう勢排出量の算定方法】

　注：化石燃料（都市ガス、石油等）の燃焼や化石燃料を燃焼して得られる電気の使用に伴って排出される温室効果ガスのこと。
この他、化石燃料によらない一般廃棄物の焼却や下水・し尿の処理等による排出は非エネルギー起源温室効果ガスという。

【温室効果ガスの将来排出量】

区　分
実績値 推計値

2013年度 2021年度 2030年度 2050年度
基準年度 現状値 短期目標年度 増減率（%） 長期目標年度 増減率（%）

エネルギー起源 63.4 42.6 42.6 -32.8% 42.6 -32.8%
非エネルギー起源 10.8 20.3 18.4 70.8% 17.9 65.7%
総排出量 74.2 62.9 61.0 -17.8% 60.4 -18.5%

※増減率は、2013年度比の増減率を示す。

（単位：千t-CO2）

将来推計の排出量 ＝ ×

目標年度活動量
現状年度活動量

活動量変化率2021年度（現状年度）の排出量
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【温室効果ガスの将来排出量（エネルギー起源）】

【温室効果ガスの将来排出量（非エネルギー起源）】

【温室効果ガスの将来排出量（総排出量）】
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（１）温室効果ガス削減目標の設定
　国の「地球温暖化対策計画」では、エネルギー起源注を対象とした業務その他部門（市の事務
事業編に当たる部門）で、「2030（令和12）年度に2013（平成25）年度比で51%削減」を目
標として掲げています。
　市の事務事業編におけるエネルギー起源の温室効果ガス排出量削減目標は、国が掲げる目標及
び、市の区域施策編各部門の目標を踏まえ、行政による率先実行の観点から設定します。
　また、非エネルギー起源も合わせた総排出量の削減目標については、国が「地球温暖化対策計
画」で目標として掲げている「2030（令和12）年度に2013（平成25）年度比で46%削減」を
踏まえるとともに、当市のごみの削減目標を勘案して設定します。

温室効果ガス削減目標第３節

　注：化石燃料（都市ガス、石油等）の燃焼や化石燃料を燃焼して得られる電気の使用に伴って排出される温室効果ガスのこと。
この他、化石燃料によらない一般廃棄物の焼却や下水・し尿の処理等による排出は非エネルギー起源温室効果ガスという。

2030（令和12）年度にエネルギー起源の温室効果ガス排出量を
2013（平成25）年度比で60%削減します。

（非エネルギー起源も合わせた総排出量は47.1%削減）

【温室効果ガス削減目標のイメージ（エネルギー起源）】

【温室効果ガス削減目標のイメージ（総排出量）】
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（２）2030年度の各区分削減量の設定方法
　現状すう勢による削減見込みだけでは、2030（令和12）年度の目標達成には至らないことか
ら削減目標を達成するためには、温室効果ガスの削減に向けた対策が必要となります。
　対策によるエネルギー起源の削減量の設定に当たっては、職員一人ひとりの省エネ行動の実践、
公用車の電動化や、公共施設等への省エネ・再エネ設備の積極的な導入などによる削減効果の他、
国が見込む電気の排出係数の低減も加味して設定しました。
　また、対策による非エネルギー起源の削減量については、クリーンセンターによるプラスチッ
クごみの焼却が温室効果ガス排出量の大部分を占めていることから、プラスチックごみ焼却量の
2020（令和２）年度実績から2030（令和12）年度見込値までの削減率を基に設定しました。

【2030年度の温室効果ガス区分別削減目標】

区　分

2013年度 2030年度の目標（基準年度比）

基準年度
排出量

現状すう勢による
削減見込み 対策による削減 計

削減後
排出量削減量

（Ａ）
削減
割合

削減量
（Ｂ）

削減
割合

削減量
（Ａ+Ｂ）

削減
割合

エネルギー起源 63.4 -20.8 -32.8% -17.2 -27.2% -38.0 -60.0% 25.4
非エネルギー起源 10.8 7.6 70.8% -4.5 -41.8% 3.1 29.0% 13.9
総排出量 74.2 -13.2 -17.8% -21.7 -29.3% -34.9 -47.1% 39.3

（単位：千t-CO2）

〈参考〉区域施策編の温室効果ガス削減目標

区　分

2013年度 2030年度の目標（基準年度比） 削減割合の参考

基準年度
排出量

現状すう勢による
削減見込み 対策による削減 計

削減後
排出量 国 新潟県

削減量
（Ａ）

削減
割合

削減量
（Ｂ）

削減
割合

削減量
（Ａ+Ｂ）

削減
割合

産業部門 863 -134 -15.5% -199 -23.1% -333 -38.6% 530 -38% -41%
民生業務部門 354 -73 -20.6% -106 -30.0% -179 -50.6% 175 -51% -61%
民生家庭部門 361 -113 -31.3% -103 -28.5% -216 -59.9% 145 -66% -50%
運輸部門 451 -18 -4.0% -118 -26.2% -136 -30.1% 315 -35% -37%
廃棄物部門 11 8 72.7% -3 -27.3% 5 45.3% 16
再エネ導入 0 -50 -50 -50
森林吸収量 0 -111 -111 -111

計 2,040 -330 -16.2% -690 -33.8% -1,020 -50.0% 1,020 -46% -46%

（単位：千t-CO2）
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　事務事業（エネルギー起源）における温室効果ガス削減目標の達成と、市民・事業者の皆さん
に率先して脱炭素※社会の実現に向けた取組を推進していくため、以下で示す取組を率先して実
行していきます。

目標達成に向けた取組第４節

事務事業（エネルギー起源）における温室効果ガス削減に向けた取組の全体像

民生
業務 運輸 廃棄物 吸収源

対策

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇ ◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇

◇ ◇ ◇ ◇職員の環境意識と知識の向上

職員一人ひとりの
環境に配慮した
行動の実践

施設の効率的な運用と設備の適切なメンテナンス

エネルギー管理の徹底

省エネ・再エネ設備等の積極的な導入

公用車の電動化とエコドライブの推進

環境配慮契約の推進

▼関連する部門等

１

３

４

６

２

５

７

具体的取組

（１）エネルギー使用量の削減

（３）資源の節約

（４）ごみの減量化とリサイクル

（２）移動手段の見直し

（５）効率的な働き方の実践 【削減目標】

2030（令和12）年度に
温室効果ガス排出量
（エネルギー起源）を
2013（平成25）年度比

60％削減

注：�非エネルギー起源を含めた事務事業編全体の温室効果ガスの47.1%削減は、市民・事業者の皆さん
を含めた市全体でのごみの排出量に係る取組となることから、以下の事務事業（エネルギー起源）
に係る取組に加え、本計画の第１部「環境基本計画」の施策を推進しクリーンセンター等からの温
室効果ガス（非エネルギー起源）の排出削減につなげます。
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取組１　職員一人ひとりの環境に配慮した行動の実践
（１）エネルギー使用量の削減
○職場の照明の利用について、市民サービスや業務の効率性に配慮しつつ、ブラインドの活用な
ど不要な照明の消灯に努めます。
○パソコン等のＯＡ機器は、節電モードを活用するとともに、長時間使用しない場合、主電源を
切ります。
○業務に支障のない範囲で退庁時は電気機器のプラグを抜くなど、待機電力を削減します。
○季節・気候に応じた衣服の軽装化や防寒グッズの利用等により、冷暖房の適正な運転管理に努
めます。
○エレベーターの使用を控え、極力階段を利用するよう努めます。

（２）移動手段の見直し
○オンライン会議を積極的に導入し、打合せや出張などでの自動車の移動機会を削減します。
○外出・出張では、鉄道やバス等の公共交通機関の積極的利用に努めます。
○ノーカーデーの取組により、通勤に係る自家用車利用の低減を推進します。

（３）資源の節約
○備品を大切に扱い、故障や不具合の際は可能な範囲で修繕し、長期使用を心がけます。
○文書や決裁の電子化によるペーパーレス化を推進します。

（４）ごみの減量化とリサイクル
○マイカップやマイ箸、マイボトルを持参し、紙コップ等の使い捨て品の使用を減らします。
○コピーやプリンター利用によるミスプリントを削減するよう努めます。
○分別回収ボックスを活用して、資源物、可燃ごみ、不燃ごみの分別徹底を進めます。
○印刷物を発行する際は、リサイクル適性への配慮等、ごみ減量を意識した仕様に努めます。
○再生紙やリサイクルトナーの使用など、事務用品は再生品の利用に努めます。

（５）効率的な働き方の実践
○業務の効率化や平準化を推進するとともに、定時退庁日（ノー残業デー）を実施し、勤務時間
の適正化に努め、庁舎等のエネルギー使用量の削減を図ります。

【一斉節電試験の実施】

　市では、世界のエネルギー情勢を背景として、電力需給見通しが厳しい中で、来庁者や執
務環境にとって無理のない範囲での節電や、「電力需給ひっ迫警報」等の発出時のピークカッ
トへの対応、さらには期待される効果を検証するためのモニタリング調査を実施しました。
＜実施結果＞
　⑴実施日時　　令和４年６月30日（木）午後４時から午後５時まで（１時間）
　⑵対象施設　　上越市役所木田庁舎、各区総合事務所等　　計16施設
　⑶内　　容　　・照明の一部消灯（１／３程度削減）
　　　　　　　　・モバイルバッテリーのあるノートパソコンの電源接続カット
　　　　　　　　・プリンタ使用数の削減（複数の部署での共有など）
　⑷節電効果等　　・概ね１割程度の節電効果があることを確認しました。

計測日 気温 電力使用量（16施設合計）
節電有 ６月30日（木） 32.1℃ 703�kWh
平常時 ７月１日（金） 31.0℃ 799�kWh
節電効果 ※気温は高田の午後４時時点 ▲���96�kWh
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取組２　公用車の電動化とエコドライブの推進
○公用車の使用に当たっては、急発進や急加速を避けるとともに、無駄な走行を控え、走行距離
の短縮化を図るなど、エコドライブの徹底に努めます。
○公用車の運用に当たり、タイヤの空気圧の調整など日常点検を実施して燃費改善に取り組むほ
か、保有車両の適正配置に努めます。
○公用車を更新・購入する際は、用途や電動車※（ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶ、ＦＣＶ）等の普及状況
を考慮しつつ、環境負荷が小さい自動車の導入を原則とし、導入が困難な場合は可能な限り環
境性能に優れた車両を導入します。

取組３　施設の効率的な運用と設備の適切なメンテナンス
○省エネ診断等を活用し、効率的な省エネ対策の実践に努めます。
○法令等に基づき、定期的に設備の点検、照明機器や空調フィルターの定期的な清掃などを適切
に行い、設備の効率的な運転に努めます。

取組４　省エネ・再エネ設備等の積極的な導入
○施設の設備・機器等の導入・更新時は、エネルギー使用効率を高める設備機器（高効率ボイラー
や高効率空調機、ＬＥＤ照明、コージェネレーションシステム※等）を選択するよう努めると
ともに、配置箇所や台数の適正化も検討します。
○ＯＡ機器等の導入・更新時は、省エネルギー型の機種を選択するよう努めます。
○再生可能エネルギー※の活用や施設のＺＥＢ※（ゼブ）化、省エネ設備・技術の導入を推進す
るため、技術や制度の研究に取り組み、省エネルギー基準に適合した改修を進めます。
○新たに整備する施設は原則として太陽光発電等の再生可能エネルギーを導入するとともに、既
存の公共施設等に太陽光発電等の設置を進め、公共施設等における環境負荷の低減やエネル
ギー自給率の向上、市民・事業者等への啓発を図ります。
○再エネ設備の導入に当たっては、施設の立地や用途、規模、効率性等を踏まえ、民間事業者に
よる第三者所有モデルの活用も含めて推進します。
○自動水栓の拡大や、節水型機器の導入などにより節水に努めます。

【電気自動車の導入】
　市役所では電気自動車を令和４年度末
で３台保有しています。
　庁用自動車として、日常利用のほか、
啓発用としてイベント等で外部電源とし
て活用しています。

【マイクロ水力発電の導入】
　令和４年度に柿崎川ダムから柿崎川浄
水場までの落差を利用して発電するマイ
クロ水力発電が設置されました。
　浄水場の敷地の一部を事業者に貸し出
し、業者が費用を負担して設備の設置や
維持・運転管理を行います。

市保有の電気自動車 柿崎川ダムのマイクロ水力発電
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【エコオフィスの手引き】

　市では、職員一人一人の環境に対する意識醸成を図り、日々の業務の中で、より環境に配
慮した取組を進めるため、「エコオフィスの手引き」を作成しました。エコオフィスの手引き
を活用し、積極的な省エネルギーの取組を実践しています。

＜紹介されている取組例＞
■日常業務に関する取組
・昼休みや時間外は照明の使用を必要最低限とする。
・必要以上に明るい場合は、照明スイッチによる消灯や照明の間引きを行う。
・�「クールビズ」「ウォームビズ」を推奨し、職員として品位を保ちつつ、衣服による温度調
節を行う。
・過度な冷暖房の運用を避け、室内の温度を測定しながら適正な温度管理を行う。

■施設に関する取組
・室内照明や屋外灯のＬＥＤ化を推進する。
・空調の総合効率を把握できるようＢＥＭＳ※導入を検討する。
・庁用車の買い替え時には、燃費性能の優れたものを検討する。
・�施設の新設、更新、改修等にあわせて太陽光発電設備の設置や地中熱の利用について検討
する。

取組５　環境配慮契約の推進
○事務事業における物品やサービスの購入について、グリーン購入※に率先して取り組みます。
○環境負荷の小さい電力調達について、安定的な供給体制、コストの観点も合わせて具体的な手
法を検討します。
○物品購入や委託等の仕様書の例示として、「環境配慮に関する事項」を示し、職員及び受託者
に環境に配慮した業務の遂行を促します。

取組６　エネルギー管理の徹底
○エネルギー管理標準を作成し適切にエネルギーを使用するとともに、使用状況の分析や情報の
共有化を図るなど、事業所としてのエネルギー管理を的確に行います。
○法令に基づき、フロン類などの温室効果ガスの排出抑制や適正な管理・廃棄を行います。

取組７　職員の環境意識と知識の向上
○環境マネジメントの仕組みを効果的に運用するとともに、職員への情報提供や研修等の実施を
通して省エネ行動の更なる意識向上を図ります。
○職員を対象に、地球温暖化対策に係る情報提供や、勉強会を実施し、政策・施策への反映に努
めます。
○庁内や公共施設等向けの省エネルギー化実践のための手順書を活用し、省エネに努めます。
○庁舎や公共施設等における具体的な省エネの取組手法やルール化の研究を進め、実践を重ねる
ことにより、職員の意識の向上を図ります。
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（１）進行管理の基本的な考え方
　地球温暖化対策を始め環境問題への対応は、まちづくり全般に及ぶ課題であることから、市の関
係部局が連携して横断的に施策を進めていくことが必要です。
　そのため、本計画に基づいた取組の進捗状況や各種目標の達成状況などについては、毎年度点検、
見直しを行い、次年度以降の取組に反映していきます。
　また、本計画が定める望ましい環境像を実現するためには、市民・事業者・行政がそれぞれ取り
組むべき内容を認識して実行に移していくこと、さらには互いに連携していくことが重要であり、
市民や事業者、学識経験者等を交えて、定期的に進捗状況の点検を行うことが必要です。

（２）進行管理の仕組み
　本計画に基づいた政策・施策の進捗状況の把握や管
理、取組の評価や点検・改善、市民や事業者に向けた
公表等、一連の取組については、ＰＤＣＡサイクルに
基づき管理していきます。
　また、当市が対象となっている省エネ法や温対法等
の各種法令に基づいた取組についても組織的なマネジ
メントが必要です。
　当市では、平成10年に全国の市として初めて国際
規格ＩＳＯ14001の認証を取得し、以後、平成23年
までの13年間にわたってＰＤＣＡサイクルを軸とし
た環境マネジメントシステムに取り組んできており、
平成23年８月からは、第三者認証によらない市独自
の上越市環境マネジメントシステム（ＪＭＳ）によって環境施策の進行管理に取り組んでいます。
　本計画の推進に当たっては、引き続きＪＭＳによるＰＤＣＡサイクルに基づいた進行管理を行っ
ていきます。

環境
方針

Plan

Do

Check

Action

計画
（Plan）

点検
（Check）

実施及び運用
（Do）

　　　目標の設定及び実施計画の策定
・ 環境に有意な事務事業の特定
・ 法的要求事項調査の実施
・ 市全体及び部門別における年間目標の設定
・ 市全体及び部門別における年間計画の策定
・ 策定した年間計画の職員への周知など

　マネジメントレビュー
　・ 総括者への報告（取組状況、審議の結果等）
　・ 総括者による取組状況等の評価、見直しの指示
　・ 総括者の指示事項を庁内に周知・共有
　・ 市全体の目標及び実施計画の決定・見直し
　・ 方針やシステム全体の見直しなど

結果の報告及び審議
　・ 結果の集約、未達成や不適合の検証
　・ 是正及び予防措置の報告
　・ 環境管理委員会及び環境政策審議会での審議
　・ 市全体の取組結果の評価
　・ 目標及び実施計画見直しの必要性判断など

　　　実施計画に基づく事務事業の実施

マネジメントレビュー
（Action）

・ 環境に配慮した事務事業の実施
・ 目標及び実施計画の進捗管理
・ 職員の知識向上を図るための研修の実施
・ 日常業務における環境改善の取組の周知
・ 法令遵守や目標達成のための手順の確認など
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（３）計画の推進体制
　本計画に基づいた政策・施策は、ＪＭＳで定めているマネジメントの体制により、実効的かつ体
系的に推進していきます。
　体制の中では、とりわけ「環境管理委員会」による各実行部門の取組の横断的な調整、市民や事
業者、学識経験者により構成される「環境政策審議会」における点検、広く市民に向けた「取組状
況等の公表」、職員はもとより、市民、事業者等による着実な意識啓発のための「研修、啓発活動」
の四つの仕組みが重要です。

（ア）環境管理委員会
　副市長、理事、環境部長、関係部局長によって構成される環境管理委員会を中心に、環境に関
する施策の総合的な推進を行い、計画の点検・見直しにあたる全庁的な総合調整を行います。

（イ）環境政策審議会
　上越市環境政策審議会条例に基づき、学識経験者・関係行政機関・事業者・市民などで構成さ
れています。環境施策の実施状況や計画の進捗状況の報告を受け、公正かつ専門的な立場から調
査審議を行い、市長へ意見を述べます。

（ウ）取組状況等の公表
　本計画の進捗状況や、市域及び事務事業の温室効果ガス排出量等について、市ホームページや
広報紙、毎年度発行する「上越市の環境」などで市民や事業者に広く公表します。

（エ）研修、啓発活動
　市の職員に対しては、ＪＭＳの教育訓練の一環として職員研修等を実施するとともに、庁舎内
への掲示やグループウェア等を通じた意識の醸成を行います。
　また、市民等に対しては、本計画における「環境学習分野」の取組に基づき、環境保全活動や
各種学習会、イベント等についての情報提供を積極的に行い、意識と知識のさらなる向上に努め
ます。

環境管理総括者
（市長）

環境政策審議会

（1）学識経験者
（2）関係行政機関の職員
（3）事業者
（4）公募に応じた市民
（5）その他市長が必要
　　と認める者

上越市環境政策審議会条例

環境管理委員会
※上越市環境基本計画に基づく取組に
　ついて総合的かつ分野横断的に審議

実行部門（各部局）

環境管理責任者
（環境部長）

環境管理事務局
（環境政策課）

意見

環境管理副総括者
補佐（理事）

環境管理副総括者
（環境部を所管する

副市長）
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（１）気象
　当市は四季の変化がはっきりしており、１年を通して湿度が高く、夏季は短く、冬季は快晴日数
が少なく降水量が多い典型的な日本海型の気候となっています。
　冬季には、日本海を渡ってくる大陸からの季節風の影響により大量の降雪があり、海岸部を除い
た地域は全国有数の豪雪地帯となっています。
　近年９年間の年平均気温は14℃前後で横ばいに推移しており、降水量は年間3,000ミリを超す
年が多く、平均湿度は80%近く湿潤な気候となっています。また、冬季の季節風の影響により平
均風速は2.4m/s程度となっています。
　最深積雪は年々減少傾向にありましたが、令和３年度は数日の間に断続的に雪が降り続き、記録
的な積雪となりました。

資料編

市の基本情報資料１

【年間降水量・平均気温の推移（高田）】

【最深積雪・平均風速の推移（高田）】

出所　気象庁「過去の気象データ（観測地点：高田）」
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【地目別土地利用の状況】（２）地勢・土地利用
　上越市の市域は、東西約44.6㎞・南北44.2㎞、
面積は約973㎢と、全国で最も面積の小さな都道
府県である香川県の半分以上に当たり、北陸４県
の市町村では、富山市、村上市に次いで三番目に
広い自治体です。
　市域の約４分の１が山林、約２割が農地となっ
ており、周囲を豊かな海洋や美しい山並みに囲ま
れ、その恵みを受けた大地が広がっています。
　市域の中央の高田平野は、柿崎から直江津まで
の長さ約16㎞の海岸線を底辺とし、妙高市（旧
新井市）の市街地の南方を頂点とした三角形の形
状を呈し、その頂点から海岸線までの距離は約
20㎞あります。
　平野の北側は日本海に臨み、関川の河口から東
側の海岸線に沿って砂丘が発達しており、砂丘と平野の間には天然の池沼群が点在しています。
　市のほぼ中央には、関川・保倉川などが日本海に向かって流れ、日本海に注ぎ、その流域の沖積
地には、先人たちが切り拓いた農業用水が巡らされ、豊かな稲作地帯を支えています。
　この広大な平野を取り囲むように米山山地、東頸城丘陵、関田山脈、南葉山地、西頸城山地など
の山々が連なり、これらの山々や中山間地域は、農林業の生産、水源、景観、環境、防災等多面的
な機能を果たしています。
　高田、直江津で古くからの市街地が形成されているほか、両市街地の周辺地域や春日地区におい
て、土地区画整理事業などによって宅地化、商業地化が進み、都市的土地利用がなされています。

出所　「上越市統計要覧」を基に作成

【上越市の都市環境方針図（イメージ）】

出所　上越市都市計画マスタープラン注：方針図の詳細は計画をご確認ください。
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（３）人口・世帯
〈人口・世帯数の推移〉
　令和２年10月１日現在の上越市の人口は188,047人と、平成12年の211,870人と比較して
23,823人、11.2%の減少となっています。
　世帯数は、令和２年10月１日現在で72,850世帯と、平成12年の67,654世帯と比較して5,196
世帯、7.7%の増加となっています。

〈世帯構成〉
　令和２年の国勢調査によると、上越市の世帯構成で最も多いのは単独世帯の21,902世帯で、総
世帯に占める割合は30.1%となっています。次いで夫婦と子ども世帯が16,744世帯（23.0%）、
夫婦のみ世帯が15,034世帯（20.7%）、３世代世帯が8,225世帯（11.3%）、ひとり親と子ども世
帯が6,627世帯（9.1%）と続いています。
　平成12年と比較すると、単独世帯と夫婦のみ世帯、ひとり親と子ども世帯は増加しており、夫
婦と子ども世帯、３世代世帯は減少しています。

【人口・世帯数の推移】

【世帯類型別世帯数の推移】

注：総人口を除き、寮・病院・社会福祉施設などの世帯は、計算の対象外としている。
出所　総務省「国勢調査」

注：平成12年は現在の市域に組み替えた数値（以下同様）
出所　総務省「国勢調査」

資料編 　121

資
料
編

資
料
１ 

市
の
基
本
情
報



15.3% 14.4% 13.5% 12.7% 11.7% 11.5% 11.1% 10.7% 10.6% 10.4%

62.8% 60.8% 59.2% 56.9% 55.4% 54.0% 53.4% 52.4% 50.4% 49.0%

21.9% 24.2% 26.3% 29.9% 32.9% 34.5% 35.5% 36.9% 39.0% 40.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27

65歳以上
15~64歳
15歳未満

推　計　値実  績  値

（年度）
（2030）

高齢化率は
増加が続く

（４）将来推計人口
〈総人口〉
　国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、当市の人口は今後、急速に減少していくことが
推計されており、令和22年の将来推計人口は約15万３千人と、令和２年からの20年間で約20%
減少すると見込まれます。
　年齢別では、15歳未満の年少人口及び15歳から64歳の生産年齢人口は引き続き減少が見込まれ、
65歳以上の老年人口も令和７年頃までをピークに減少へ転じ、全ての世代で人口減少が始まるも
のと見込まれます。

【上越市の将来推計人口】

注：国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口はH27年国勢調査結果を基に推計した数値（以下同じ）
出所　総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H30年３月推計）」

〈人口構成〉
　老年人口は令和７年頃を境に減少傾向となる見込みではあるものの、総人口の減少に伴い、高齢
化率は引き続き上昇が続くことが予測されており、令和22年には約４割が65歳以上になると見込
まれます。
　また、年少人口や生産年齢人口が人口に占める割合は引き続き減少が続く見込みです。

【上越市の将来の人口構成】

出所　総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H30年３月推計）」
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（５）地域自治区別の人口
　平成22年度から令和２年度の10年間の人口増減を地域（地域自治区）別に見ると、和田区、春
日区、有田区の３区を除き、すべての区で人口減少の傾向にあります。安塚区、大島区、牧区では
減少率が25%を超えており、次いで谷浜・桑取区、吉川区、中郷区の減少率が高くなっています。
　市全体の１世帯当たりの人員は、令和２年10月１日現在で2.59人となっており、上記の10年間
で0.3人の減少と、減少傾向が続いています。

【地域別人口（平成22年10月１日→令和２年10月１日）】

注：令和２年10月１日現在の地域自治区に組み替えた数値（以下同じ）
出所　総務省「国勢調査」

【各区の総人口・世帯数と世帯構成（令和２年）】
1世帯当たり 18歳未満 65歳以上

地域自治区 の人数 総人口 世帯数 がいる世帯 のみ世帯
諏訪区 4.72 1,176 249 20%
保倉区 3.48 2,178 625 20%
三郷区 3.38 1,339 396 17%
清里区 3.37 2,780 824 19%
三和区 3.35 5,625 1,679 18%
板倉区 3.29 6,831 2,076 22%
高士区 3.21 1,437 448 21%
頸城区 3.18 9,267 2,911 16%
和田区 3.18 5,801 1,827 16%
浦川原区 3.16 3,442 1,088 25%
吉川区 3.14 4,234 1,347 27%
名立区 3.13 2,609 834 29%
北諏訪区 3.06 1,540 504 16%
大潟区 3.04 9,475 3,112 22%
津有区 3.02 4,876 1,612 16%
中郷区 3.01 3,867 1,285 23%
柿崎区 2.97 9,837 3,311 25%
谷浜・桑取区 2.96 1,639 554 32%
金谷区 2.88 14,174 4,913 19%
八千浦区 2.85 3,973 1,394 22%
牧区 2.81 2,001 712 38%
上越市平均 2.78 196,987 70,809 21%
大島区 2.76 1,613 584 40%
有田区 2.64 14,966 5,672 14%
安塚区 2.61 2,491 956 39%
春日区 2.56 21,645 8,441 14%
新道区 2.51 9,993 3,985 14%
直江津区 2.49 19,248 7,743 22%
高田区 2.47 28,930 11,727 27%

世帯構成
単独世帯 夫婦のみ 夫婦と子ども 3世代世帯 その他
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注：上から順に、1世帯当たりの人数が多い区から並べている。
総人口を除き、寮・病院・社会福祉施設などの世帯は、計算の対象外としている。
総人口・世帯数の は過去10年間で減少したことを示す。
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出所　総務省「国勢調査」
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（６）産業構造
　新潟県が作成した「令和元年度　市町村民経済計算」によると、令和元年度の当市の市内総生産
は約9,393億円と、県内では新潟市の約３兆2,307億円、長岡市の約１兆1,564億円に次いで三番
目に多くなっています。
　市民１人当たりの総生産額で比較すると、上越市は約495万円で、新潟市の約406万円、長岡市
の約432万円を上回っているほか、近隣の妙高市の約458万円、糸魚川市の約464万円と比較して
も高い水準となっています。
　産業別では、第１次産業は約96億円で、平成21年度と比べ７億円増加（7.3%増）しています。
第２次産業は約3,467億円で、平成21年度に比べ910億円増加（35.6%増）しています。第３次
産業は約5,791億円で、平成21年度に比べ1,008億円増加（21.1%増）しています。
　市内総生産額のうち、製造業の生産額が最も多く、また当市よりも人口規模が大きい長岡市より
多くなっていることから、比較的、製造業のウェイトが大きな産業構造となっています。

【新潟県内主要都市の産業別市内総生産額（令和元年度）】

出所　新潟県「市町村民経済計算」

【令和元年度市町村内総生産・実額】

7,459 

9,393 

90 96 

2,557 
3,467 

4,782 

5,791 

（億円）

市内総生産

第3次産業

第2次産業

第1次産業

10年前より増加

10年前より増加

横ばいで推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

（単位：百万円）

市名
R元年
10月1日
推計人口
（A）

市内
総生産
（B）

人口１人
当たりの
生産額
（B/A） 第1次産業 農����業 林����業 水�産�業 第2次産業 鉱����業 製�造�業 建�設�業 第3次産業

電気・ガス・
水道・廃棄物
処理業

卸売・
小売業 不動産業 その他

新潟市 796,500 3,230,688 4.06 33,142 30,297 305 2,540 624,536 6,708 454,327 163,501 2,559,526 94,725 451,391 454,758 1,558,652

長岡市 267,402 1,156,430 4.32 11,304 10,341 397 566 353,916 44,078 245,083 64,755 786,383 32,450 137,576 135,431 480,926

上越市 189,881 939,281 4.95 9,616 8,989 510 117 346,680 0 291,494 55,186 579,065 90,472 73,373 87,223 327,997

三条市 95,437 380,031 3.98 4,901 4,789 85 27 118,234 0 93,964 24,270 255,310 10,347 55,271 44,137 145,555

燕市 77,307 353,267 4.57 3,937 3,929 8 0 162,560 151 145,788 16,621 185,296 11,385 38,497 38,872 96,542

新発田市 95,339 340,594 3.57 11,901 10,564 1,319 18 89,357 79 69,473 19,805 237,914 11,337 33,969 41,413 151,195

柏崎市 82,403 321,150 3.90 2,959 2,755 101 103 107,620 2,758 81,925 22,937 209,230 11,239 27,620 42,931 127,440

南魚沼市 55,871 213,299 3.82 17,051 5,198 11,822 31 44,457 754 30,876 12,827 150,900 8,875 19,478 33,843 88,704

村上市 58,096 209,582 3.61 10,523 9,373 320 830 69,506 75 53,907 15,524 128,679 7,694 16,602 25,339 79,044

糸魚川市 41,325 191,830 4.64 1,972 946 245 781 79,508 0 55,112 24,396 109,549 15,800 11,617 18,525 63,607

妙高市 31,116 142,502 4.58 1,461 1,298 143 20 62,867 528 54,902 7,437 77,580 5,632 7,515 15,037 49,396

注：�市内総生産：市内の生産活動から生み出された付加価値（産出額（出荷額、売上額等）から中間投入額
　　（原材料や光熱費等）を差し引いた付加価値の部分）

出所　新潟県「市町村民経済計算」
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【令和元年度産業別市内総生産（構成比）】

出所　新潟県「市町村民経済計算」

（７）交通
　古くから交通の要衝として栄えてきた上越市では、海路は重要港湾の直江津港を擁し、陸路では
北陸自動車道と上信越自動車道、国道８号線と18号線が結節し、さらには北陸新幹線上越妙高駅
が新潟県の西の玄関口となっており、広域交通の結節点としての特徴を有します。
　また、JR信越本線、ほくほく線、えちごトキめき鉄道が地域内や近隣地域の日常生活を支えて
いますが、市内主要駅における年間乗車人数は、直江津駅では北陸新幹線の開業翌年度の平成28
年度に急激に上昇しましたが、その後は減少傾向にあります。
　市内での自動車保有台数は、近年およそ16万台程度で横ばいに推移しており、内訳では、主に
自家用車として使用されている乗用車及び軽自動車が90%近くを占めています。

年度 H25 R3
乗用車 66,976 65,294
軽自動車 76,887 79,222
貨物車 11,288 10,899
特殊用途車 4,845 5,046
バス 581 505
合計 160,577 160,966

出所　「上越市統計要覧」を基に作成

【自動車保有台数】【鉄道旅客の乗車人員（１日平均）】
（単位：台）

注：上越妙高駅は平成27年３月に開業。
　　高田駅の平成26年度の乗車人数は非公表。

出所　「上越市統計要覧」を基に作成
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築61年以上の公共施設の建替え計
建替え計
築31年以上50年未満の公共施設の大規模改修計
大規模改修計
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【公共施設の築年別延床面積】

【公共施設の将来の維持・管理費用の試算】

（８）都市インフラ
〈公共施設〉
　公の施設の延床面積は、令和２年４月１日時点において、約98.8万㎡となっています。
　これを築年別に見ると、築30年以上の建物が約58.4万㎡、全体の59.1%を占めており、また、
築40年以上の建物は約28.8万㎡、全体の29.1%となっています。
　これらの施設を全て同じ規模で維持・更新すると仮定した場合、建替えや大規模改修にかかる費
用は、令和２年度から令和41年度までの40年間で約4,500億円、１年当たり約112億円が必要と
の試算結果となっています。

注：令和２年４月１日現在の数値
出所　第４次上越市公の施設の適正配置計画

注：総務省提供の「公共施設等更新費用試算ソフト」により作成
出所　第４次上越市公の施設の適正配置計画
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〈下水道〉
　下水の処理（下水道、集落排水、合併処理浄化槽）は、着実に普及が進んでいます。令和２年度
の汚水処理人口は168,984人となり、処理率は89.7%に達していることから、汚水の適正な処理
が進んでいることがうかがえます。

〈都市ガス〉
　都市ガスの購入量は、平成25年度以降減少しており、令和２年度は62,089千㎥で、若干の変動
の幅はみられますが近年概ね横ばいで推移しています。区域内戸数は増加していますが、供給戸数
は横ばい傾向にあるため、普及率は減少しています。これはオール電化住宅等が普及していること
が、その一因として考えられます。

【下水処理状況の推移】

出所　「上越市統計要覧」を基に作成

【都市ガスの購入量、供給戸数】

出所　「上越市統計要覧」を基に作成
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（１）アンケート調査実施概要
〈目的〉
　上越市第４次環境基本計画（第２次地球温暖化対策実行計画を含む）の策定に当たり、市民が望
む環境像や環境問題に対する市民意識の現状、地球温暖化に対する意見や取組状況等を把握し、計
画策定及び今後の環境施策の基礎資料とする。

アンケート調査結果の分析資料２

〈実施概要〉

環境基本計画
地球温暖化対策実行計画

市民 事業者

調査対象 16歳以上の市民1,200人
（無作為抽出）

市内に所在する200事業所
（無作為抽出）

調査期間 令和４年１月21日～２月９日

主な
調査項目

・上越市の環境への満足度
・環境問題に対する意識
・環境行動の実態等

・地球温暖化に対する生活ス
タイル
・省エネなどの取組状況等

・地球温暖化対策に対する事
業活動における考え方
・省エネなどの取組状況等

回収数 524票 524票 88票
回収率 43.7% 43.7% 44.0%

※調査方法はアンケート用紙またはインターネットによる回答

（２）アンケート分析

１　環境基本計画アンケート

【図１】環境の満足度（満足・どちらかといえば満足）
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75.5 

60.9 

83.8 

86.3 

87.4 

95.2 

89.2 

82.0 

67.0 

73.7 

95.8 

74.1 

56.7 

75.9 

82.1 

84.0 

93.3 

86.6 

80.5 

62.1 

72.0 

0 20 40 60 80 100

今回 前回

(%)

1.空気のきれいさ

2.川や池、沼のきれいさ

3.海、海岸のきれいさ

4.まちの清潔さ、きれいさ

5.不快に感じる音がしない

6.不快に感じるにおいがない

7.森や林などの山のみどりの豊かさ

8.野鳥、昆虫などの生き物の豊かさ

9.公園などのまちのみどりの豊かさ

10.水辺とふれあえる場所の多さ

11.景色、景観、町並みの美しさ
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市民の環境に関する満足度と関心を合わせた分析

○市の環境に対する満足度【図１】は、11項目中10項目で前回を上回っているほか、９項
目で７割以上の市民が満足しています。全体的には市の環境に満足を感じている市民が多
いが、海や海岸、水辺とふれあえる場所の項目の満足度が比較的低くなっています。

○関心がある環境問題【図２】は、前回同様、生活に身近なごみ問題や資源のリサイクルに
対する関心が高くなっています。また、昨今の地球温暖化が一因とされる異常気象の報道
や、脱炭素※社会実現に向けた国の動き等もあり、地球温暖化問題への関心が高まってい
ます。

○地域ならではの項目として、除雪や雪の有効利用について関心が高くなっています。また、
環境に対する満足度では下位の海や海岸に関する項目の関心が高く、新たな環境問題であ
るマイクロプラスチックによる河川、海洋汚染についても約８割の市民が関心を持ってお
り、市民の参画・協働での対応が行いやすい事項であることから、今後の対策の必要性が
高いと考えます。

○なお、第７次総合計画の策定にあたり実施した「市民の声アンケート」でも、生活実感が
高い項目として、「みどりの豊かさ」などの環境に関する項目があげられており、全体的
な満足度の向上につながっていると考えられます。

【図２】環境問題の関心（とても関心がある・関心がある）

75.0 
83.2 

86.7 

84.2 
89.1 

85.7 
80.4 

71.7 
58.2 

34.0 
62.4 

55.7 
78.5 

81.3 
73.5 

67.6 

66.6 
77.3 

86.2 

77.6 
85.7 

74.6 
72.5 

66.7 

79.7 
10.9 

80.7 

83.6 
87.4 

86.2 
88.0 

88.6 
80.9 

67.4 
56.7 

36.5 
66.4 

58.4 
82.8 

81.3 
74.6 

70.0 

64.7 
79.0 

85.7 
78.3 

82.5 
75.6 

77.9 
70.4 

0.0 
9.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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1.自動車の排気ガスや工場などの煙による大気汚染

2.川や池、沼の水質汚濁
3.海の水質汚濁、海岸の汚れ

4.家庭や事業所から排出されるごみの増加
5.資源の再利用・リサイクル

6.ごみの不法投棄、最終処分場の不足、新たな処理施設の建設問題
7.ダイオキシン類や有害物質による汚染

8.地下水の汲み上げによる地盤沈下
9.自動車や鉄道、工場からの騒音や振動

10.ピアノ、ペット、ステレオなどによる近隣騒音
11.工場や河川などからの悪臭

12.飲食店や家庭からの悪臭
13.森や林など山のみどりの減少、荒廃

14.公園などのまちのみどりの充実
15.野鳥や昆虫、魚など身近な生き物の減少
16.川や池など身近にふれあえる水辺の減少

17.文化財や歴史的資源の保存、活用
18.景色、景観、町並みに配慮したまちづくり

19.除雪、克雪、雪の有効利用
20.資源やエネルギーなどの使用量の増加

21.二酸化炭素などの温室効果ガスによる地球温暖化
22.フロンガスなどによるオゾン層の破壊

23.酸性雨による動植物への影響や建築物への被害
24.環境保全活動における市民、事業者、行政の協働

25.マイクロプラスチックによる河川、海洋汚染
26.その他
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【図１】温室効果ガスを減らすために必要と考える取組
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44.5
32.1

13.4
23.8

18.2
30.5

8.6
8.0

16.4
2.0

0 10 20 30 40 50
(%)

1.太陽光や風力、バイオマスなどの再生可能エネルギーの利用を進める
2.家電製品や設備機器などのエネルギー消費効率を改善する

3.家庭や工場・オフィス・お店などで、一人ひとりが省エネを心がける
4.ごみの３Ｒ（ごみの発生抑制、ものの再使用・再資源化）に努める
5.公共交通機関や自転車を利用するなどして、自動車の使用を控える

6.温室効果ガスを減らす行動についての情報を広く普及させる
7.地球温暖化について学習する機会を増やす

8.二酸化炭素を吸収するみどりを増やす
9.法律や条例などによって、温室効果ガスの排出を規制する

10.環境税の導入や省エネ改修への支援措置など、経済的な取組を進める
11.二酸化炭素固定などの新しい技術を研究、開発する

12.その他

【図２】今後、市が取り組むべき地球温暖化対策
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1.省エネ家電の普及促進
2.省エネ住宅の普及促進

3.太陽光発電やバイオマスなど、再生可能エネルギーの利用促進
4.電動車の普及促進

5.プラスチックのリサイクルや使用削減など、資源の有効利用の促進
6.公共交通機関の充実など、マイカー以外の交通手段の普及

7.植樹や樹林の維持管理の促進
8.環境に配慮した企業活動、産業活動の促進

9.市民、団体などによる率先した地球温暖化防止活動の促進
10.地球温暖化についての情報提供や広報活動の促進

11.学校や地域などにおける環境学習の充実
12.地球温暖化対策が家計の助けになるような経済の仕組みづくり

13.温室効果ガスの排出に対する条例などによる規制
14.道路混雑の解消などが達成された、低炭素型まちづくりの推進

15.その他

【図３】省エネルギーや再生可能エネルギーを考慮した設備の導入意識
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すでに導入している 今後導入する予定がある 予定はないが導入してみたい 導入するつもりはない 無回答

1.太陽光発電システム

2.太陽熱温水器

3.蓄電池・燃料電池（エネファーム）

4コージェネレーションシステム

5.高効率給湯器（エコキュートなど）

6.断熱材・ペアガラス

7.ＨＥＭＳ・省エネナビ

8.ＬＥＤ照明

9.ペレットストーブ

10.電動車

２　地球温暖化対策実行計画アンケート（事業者向け）

130　 上越市第４次環境基本計画 ／ 上越市第２次地球温暖化対策実行計画

資
料
編

資
料
２ 

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
の
分
析



地球温暖化対策に関する市民意識の分析

○温室効果ガスの削減に必要と考える取組【図１】及び市が取り組むべき地球温暖化対策
【図２】は、いずれも省エネの推進や再生可能エネルギー※の利用、３Ｒ※による資源の
有効利用が上位を占めており、その他、二酸化炭素を吸収する緑や植樹に関する項目の
割合が高くなっています。

○省エネや再エネを考慮した設備の導入意識【図３】は、比較的安価で導入しやすいと考
えられるLED照明や断熱材・ペアガラスの普及が進んでいるものの、他の設備は概ね１
割以下にとどまっています。一方で、普及が進んでいない設備についても、導入したい
と考えている市民が多く、特に電動車※、省エネナビや蓄電池への関心が高くなってお
り、購入費助成などの支援策が普及促進に有効であると考えられます。

○自動車に関する設問【図４】【図５】では、今後購入を考えている車として約４割の人
が電気自動車やハイブリッド自動車などの電動車をあげています。一方で、電動車につ
いては、約６割の人が車両価格が高いことや充電器などのインフラ整備を課題にあげて
おり、３割以上の人が今後購入する車について、まだわからないと回答していることか
らも、今後の普及に向けてはインフラの整備や、電気自動車を導入することによるメリッ
トを周知するなど効果的な対策を行う必要があります。

【図４】今後の自動車購入の意向

【図５】電動車を選択することの課題

14.1 5.0 22.1 2.1 14.3 1.0 34.5 6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.軽自動車（ガソリン） 2.普通自動車（軽以外のガソリン車、ディーゼル車）
3.ハイブリッド自動車 4.プラグインハイブリッド自動車
5.電気自動車 6.燃料電池自動車
7.まだわからない 8.無回答

42.4 17.0 5.5 8.2
2.7

1.9

3.4
5.2 5.0 8.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

車の購入価格が高い 自宅周辺に充電器や水素ステーションがない
自宅への充電器の設置費用が高い 1回の充電で走行できる距離が短い
充電の時間が長い 集合住宅のため自宅に充電器を設置できない
ほしい車種がない 特にない
その他 無回答
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【図１】温室効果ガスを減らすために実行可能な取組
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1.太陽光や風力、バイオマスなどの再生可能エネルギーの利用を進める
2.エネルギーの効率的な使用、省エネにつながる行動を推進する
3.エネルギー効率の改善に向けて、高効率型の設備機器を導入する
4.ごみの３Ｒ（ごみの発生抑制、ものの再使用・再資源化）を推進する

5.エネルギー効率の高い製品の開発・製造に取り組む
6.自社の地球温暖化防止活動について、広く一般に広報する
7.自社の敷地内に、二酸化炭素を吸収するみどりを増やす

8.植樹や下草刈りなど、森林の保全活動に協力する
9.地球温暖化防止のために活動している団体などへの支援を行う
10.カーボンオフセットに取り組み、排出した温室効果ガスについて相殺する

11.その他

【図２】省エネルギー・再生可能エネルギー設備の導入状況

3.4
1.1

0.0

1.1

5.7

8.0

4.5

2.3

62.5

30.7

2.3

4.5

1.1

1.1

0.0

0.0

0.0

1.1

2.3

1.1

1.1

6.8
2.3

2.3

1.1

0.0

27.3

22.7

27.3

20.5

23.9

21.6

23.9

21.6

15.9

34.1

25.0

37.5

14.8

68.2

75.0

71.6

77.3

65.9

65.9

68.2

71.6

13.6

31.8

69.3

55.7

83.0

0.0

1.1

1.1

1.1

3.4

2.3

2.3

3.4

1.1

1.1

1.1

1.1

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに導入している 今後導入する予定がある 予定はないが導入してみたい 導入するつもりはない 無回答

1.太陽光発電システム

2.太陽熱利用システム

3.蓄電池・燃料電池（エネファームなど）

4.コージェネレーションシステム

5.従来よりも熱効率の高い高性能ボイラー

6.ヒートポンプ技術等を導入した高効率熱源機

7.ヒートポンプや潜熱回収等を利用した高効率給湯器

8.エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ・省エネナビなど）

9.高効率照明器具（ＬＥＤ照明・Ｈｆ型照明など）

10.断熱材・ペアガラス

11.屋上緑化・壁面緑化

12.電動車

13.ペレット・薪ストーブ

【図３】省エネルギー・再生可能エネルギー設備導入の課題
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1.導入コストが高い
2.ランニングコストが高い

3.設備の性能が信頼できない
4.省エネ効果、節約効果等が小さい
5.エネルギー・資源の供給が不安定である

6.維持管理が大変である
7.現在の設備が無駄になる

8.設置場所の確保が困難である
9.設備の専門技術者が確保できない

10.その他

３　地球温暖化対策実行計画アンケート（事業者向け）
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地球温暖化対策に関する事業者意識の分析

○温室効果ガス削減のために実行可能な取組【図１】としては、省エネとリサイクルなど
の３Ｒ※の推進が、他の項目と比べ突出して高く、比較的取り組みやすい項目として認
識されていると考えられます。
○省エネ・再エネ設備の導入状況【図２】は、市民と同様に、比較的安価で導入しやすい
と考えられるLED照明や断熱材・ペアガラスの普及が一定程度進んでいるものの、他の
設備は１割以下にとどまっています。一方で、普及が進んでいない設備についても、今
後導入したいと考えている事業者が多く、電動車※と断熱材・ペアガラスの項目が３割
を超えています。
○省エネ・再エネ設備導入の課題【図３】としては、８割以上が導入コストの高さをあげ
ており、ランニングコストの高さをあげる事業者も約２割となっていることから、コス
ト面が導入の障害となっていると考えられます。
○自動車に関する設問【図４】【図５】では、市民からの回答と同様、今後購入を考えて
いる車として、３割以上の事業者が電気自動車やハイブリッド車などの電動車をあげる
一方で、車両価格が高いことや充電器などのインフラの整備を課題にあげる事業所が多
くなっています。
○また、電気自動車については、市民からの回答に比べ、１回あたりの充電で走行できる
距離が短いことを課題にあげる事業所が多く、用務として長い距離を移動することが多
い事業者を中心に、課題として認識していると考えられます。

【図４】今後の自動車購入の意向

【図５】電動車を選択することの課題

15.9 11.4 21.6 4.5 9.1 35.2 2.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

軽自動車（ガソリン） 普通自動車（軽以外のガソリン車、ディーゼル車）
ハイブリッド自動車 プラグインハイブリッド自動車
電気自動車 まだわからない
無回答

(%)

42.0 12.5 4.5 13.6

1.1

1.1

6.8 4.5 5.7 8.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

車の購入価格が高い 事業所周辺に充電器や水素ステーションがない
事業所への充電器の設置費用が高い 1回の充電で走行できる距離が短い
充電の時間が長い 賃貸のため事業所に充電器を設置できない
導入したい車種がない 特にない
その他 無回答

(%)
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　温室効果ガス排出量の算定には、温対法の施行令第３条に規定されている温室効果ガス排出係数
及び施行令第４条に規定されている地球温暖化係数を用いています。また、電気の使用に伴う排出
係数については、電力会社の公表値を用いています。

（１）区域施策編の算定方法
　各部門の温室効果ガス排出量の算定は、ガイドラインに基づき、下表の方法により行います。

温室効果ガス排出量の算定方法資料３

CO2

分野 部門 算定式 出　典
エネルギー起源
エネルギー起源CO2
産業部門

製造業

電力注
◆	電気販売業＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）×市
製造品出荷額/県製造品出荷額

◆CO2排出量＝電気販売量×排出係数

都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）、新潟県統計年鑑
（新潟県）

都市ガス ◆CO2排出量＝都市ガス販売量×排出係数等 上越市統計要覧

石油製品等
◆	エネルギー消費量＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）
×市製造品出荷額/県製造品出荷額

◆CO2排出量＝エネルギー消費量×排出係数等

都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）、新潟県統計年鑑
（新潟県）

建設業・
鉱業

電力注
◆	電気販売量＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）×市
就業者数/県就業者数

◆CO2排出量＝電気販売量×排出係数

都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）、経済センサス（総
務省）

都市ガス ◆CO2排出量＝建設業・鉱業向け都市ガス販売量×排出係数等 上越市統計要覧

石油製品等
◆	エネルギー消費量＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）
×市就業者数/県就業者数

◆CO2排出量＝エネルギー消費量×排出係数等

都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）、経済センサス（総
務省）

農業

電力注
◆	電気販売量＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）×市
就業人口/県就業人口

◆CO2排出量＝電気販売量×排出係数

都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）、上越市統計要覧、
新潟県統計年鑑（新潟県）

都市ガス ◆CO2排出量＝都市ガス販売量×排出係数等 上越市統計要覧

石油製品等
◆	エネルギー消費量＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）
×市就業人口/県就業人口

◆CO2排出量＝エネルギー消費量×排出係数等

都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）、上越市統計要覧、
新潟県推計人口（新潟県）

民生部門

民生
業務

電力注
◆	電気販売量＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）×市
従業者数/県従業者数

◆CO2排出量＝電気販売量×排出係数

都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）、新潟県統計年鑑
（新潟県）

都市ガス ◆販売量＝都市ガス販売量合計－他分野向け都市ガス販売量
◆CO2排出量＝都市ガス販売量×排出係数等

上越市統計要覧

LPガス・
軽油・
重油

◆	エネルギー消費量＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）
×市従業者数/県従業者数

◆CO2排出量＝エネルギー消費量×排出係数等
都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）

民生
家庭

電力注
◆	電気販売量＝都道府県別エネルギー消費統計（新潟県）×市
世帯数/県世帯数

◆CO2排出量＝電気販売量×排出係数
都道府県別エネルギー消費統計（資
源エネルギー庁）、上越市統計要覧

都市ガス ◆CO2排出量＝都市ガス販売量×排出係数等 上越市統計要覧

LPガス
◆	LPガス消費量＝新潟市の世帯当たり年間購入量×市世帯数×
（１－都市ガス普及率）/（１－新潟市都市ガス普及率）
◆CO2排出量＝家庭用LPガス消費量×排出係数等

家計調査（総務省）

灯油 ◆	家庭用灯油消費量＝新潟市の世帯当たり年間購入量×市世帯数
◆CO2排出量＝灯油消費量×排出係数等

家計調査（総務省）

注：2016（平成28）年４月から電力小売全面自由化が開始となった影響で、電力会社から情報提供を受けていた市内の電力販売量が
把握できなくなったため、2016（平成28）年度算定分から、都道府県別エネルギー消費統計から人口按分により市の電力使用量
を算出し、部門別の増減率を2015（平成27）年度実績に乗じて算定した。
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分野 部門 算定式 出　典
エネルギ―起源
エネルギー起源CO2
運輸部門

自動車
ガソリン・
LPG・
CNG

◆	市自動車エネルギー消費量＝北陸信越運輸局の車種別燃料別
燃料使用量/北陸信越運輸局の車種別燃料別保有台数×市車
種別燃料別保有台数

◆CO2排出量＝業務用エネルギー消費量×排出係数

自動車燃料消費量統計年報（国土
交通省）

鉄道

●JR東日本・西日本
◆CO2排出量＝鉄道事業者別CO2排出量/全営業キロ数×市営業キロ数

●ほくほく線
◆CO2排出量＝電気消費量/全営業キロ数×市営業キロ数×排出係数

●日本海ひすいライン・妙高はねうまライン
◆CO2排出量＝電気消費量/全営業キロ数×市営業キロ数×排出係数

JR東日本：グループレポート
JR西日本：データで見るJR西日本
ほくほく線：北越急行株式会社へ
の聞き取り調査
日本海ひすいライン・妙高はねう
まライン：えちごトキめき鉄道株
式会社への聞き取り調査

船舶
貨物 ◆	CO2排出量＝船舶分エネルギー消費統計/国船舶分輸送量×

市船舶分輸送量×排出係数等
「総合エネルギー統計」（資源エネ
ルギー庁）

旅客 ◆CO2排出量＝直江津航路エネルギー消費量/2×排出係数等 佐渡汽船への聞き取り調査

分野 部門 算定式 出　典
非エネルギ―起源
廃棄物
廃棄物部門

廃棄物
の焼却 一般廃棄物 ◆	CO2排出量＝一般廃棄物焼却量×（１－水分含有率）×プラ

スチック類含有率×排出係数 生活環境課資料

分野 部門 算定式 出　典
非エネルギ―起源
燃料の燃焼
運輸部門

自動車 自動車の
走行

◆	CH4排出量＝市車種別燃料別保有台数×全国の車種別１台�
当たりの走行距離×排出係数

上越市統計要覧、道路交通センサ
スからみた道路交通の現状、推移
（国土交通省道路局）

廃棄物
廃棄物部門
廃棄物
の焼却 一般廃棄物 ◆CH4排出量＝一般廃棄物焼却量×排出係数 生活環境課資料

排水処理

下水道処理 ◆CH4排出量＝下水処理量×排出係数 生活排水対策課資料
生活排水
処理 ◆CH4排出量＝処理対象人員×排出係数 生活排水対策課資料

し尿処理 ◆	CH4排出量＝施設種類毎のし尿及び浄化槽汚泥処理量×排出
係数 生活排水対策課資料

農業
産業部門

農業

水田 ◆CH4排出量＝水田作付面積×排出係数 上越市統計要覧
家畜の飼養 ◆CH4排出量＝平均的な飼育頭数×排出係数 上越市統計要覧
家畜の排せ
つ物の管理

◆	CH4排出量＝平均的な飼育頭数×１頭当たりのふん尿量×�
ふん尿の有機物含有率×排出係数 上越市統計要覧

CH4
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分野 部門 算定式 出　典
非エネルギ―起源
燃料の燃焼
運輸部門

自動車 自動車の
走行

◆	N2O排出量＝市車種別燃料別保有台数×全国の車種別１台
当たりの走行距離×排出係数

上越市統計要覧、道路交通センサ
スからみた道路交通の現状、推移
（国土交通省道路局）

廃棄物
廃棄物部門
廃棄物
の焼却 一般廃棄物 ◆N2O排出量＝施設種類毎の一般廃棄物焼却量×排出係数 生活環境課資料

排水処理

下水道処理 ◆N2O排出量＝下水処理量×排出係数 生活排水対策課資料
生活排水
処理 ◆N2O排出量＝処理対象人員×排出係数 生活排水対策課資料

し尿処理 ◆	N2O排出量＝施設種類毎のし尿及び浄化槽汚泥処理量×し
尿及び浄化槽汚泥の窒素含有率×排出係数 生活排水対策課資料

農業
産業部門

農業

家畜の排せ
つ物の管理

◆	N2O排出量＝平均的な飼育頭数×１頭当たりのふん尿量×
ふん尿の窒素含有率×排出係数 上越市統計要覧

耕地におけ
る肥料の使
用

◆N2O排出量＝耕作種毎の耕地面積×排出係数 上越市統計要覧

分野 部門 算定式 出　典
非エネルギ―起源
代替フロン等３ガス
民生部門

民生
家庭

冷蔵庫 ◆市保有台数＝単身世帯以外の保有台数＋単身世帯数
◆HFC排出量＝市保有台数×排出係数 上越市統計要覧

エアコン ◆市保有台数＝単身世帯以外の保有台数＋単身世帯数
◆HFC排出量＝市保有台数×排出係数 上越市統計要覧

輸送部門

自動車 カーエアコン ◆HFC排出量＝市保有台数×排出係数 上越市統計要覧

N2O

HFC
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（２）事務事業編の算定方法
　事務事業の温室効果ガス排出量の算定は、ガイドラインに基づき、下表の方法により行います。

注：電気使用量、各種燃料の使用量や自動車の走行距離など

【活動量別のエネルギー使用量】

温室効果ガス排出量　＝　活動量注　×　排出係数　×　地球温暖化係数

区　分 活動項目 単位 2013年度
（基準年度）

2021年度
（直近年度）

基準年度と
直近年度比

エネルギー
起源

ガソリン l 293,850 287,036 -2.3%

灯油 l 2,279,211 1,395,094 -38.8%

軽油 l 320,894 225,430 -29.7%

Ａ重油 l 1,102,612 565,855 -48.7%

液化石油ガス（LPG） ㎥ 383,480 120,078 -68.7%

液化天然ガス（LNG） ㎥ 21,049 2,628 -87.5%

都市ガス ㎥ 3,173,358 3,146,496 -0.8%

電気 kWh 72,684,994 60,517,992 -16.7%

非エネルギー
起源

自動車の走行（ガソリン車） km 2,706,974 3,105,636 14.7%

自動車の走行（ディーゼル車） km 1,152,270 852,732 -26.0%

自動車の走行（天然ガス車） km 299,417 35,076 -88.3%

一般廃棄物の焼却（廃プラスチック類） t 2,781 6,200 123.0%

一般廃棄物の焼却（連続燃焼式焼却施設） t 25,813 52,784 104.5%

一般廃棄物の焼却（准連続燃焼式焼却施設） t 13,671 0 -

下水処理 ㎥ 11,150,073 12,623,799 13.2%

し尿処理 ㎥ 60,983 52,496 -13.9%

浄化槽 人 70,791 60,264 -14.9%

カーエアコンの使用 台 514 511 -0.6%
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〈庁内での検討〉
○第３次環境基本計画による取組の評価検証
　実施期間：令和３年度～４年度
　内　　容：庁内照会によるとりまとめ

　第３次環境基本計画の主要施策の取組状況や指標・数値目標の達成状況につい
て、関係課等に照会を行い、評価しました。（評価結果は環境政策審議会で報告）

○環境管理委員会
　実施期間：令和４年７月４日～11月７日（３回開催）
　委　　員：自治・市民環境部を所管する副市長、理事、各部局長等

　現行の計画の評価検証、新たな計画の環境施策や温室効果ガス削減のための取
組等について、各部局から意見を収集しました。

〈市民意見の反映等〉
○市民・事業者アンケート
　実施期間：令和４年１月21日～２月９日

　市民が望む環境像や環境問題に対する市民意識の現状、地球温暖化に対する意
見や取組状況等を把握し、計画策定及び今後の環境施策の基礎資料とするため、
市民・事業者に対しアンケートを実施しました。

○環境政策審議会
　実施期間：令和４年７月19日～12月13日（４回開催）
　委　　員：学識経験者や公募に応じた市民など　20人

　４回にわたり審議会を開催し、当市の現状や課題、政策の方針や計画の素案等
について意見をいただきました。

○環境情報交換会
　実 施 日：令和４年11月１日
　参 加 者：市内の環境団体　８団体

　市内で活動する環境団体か
ら、各団体の活動状況や課題
等を聞き取るとともに、団体
活動の活性化や今後の環境学
習の推進等について意見交換
を実施しました。

計画の策定経過資料４ （※組織及び役職等は策定当時のもの）
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○パブリックコメント
　実施期間：令和５年１月６日～２月４日
　意 見 数：９件・１人１団体（反映した意見０件、一部反映した意見２件、

反映しなかった意見１件、既に計画に記述済の意見２件、
計画以外の意見４件）

〈市議会への説明〉
○厚生常任委員会所管事務調査
　実 施 日：令和４年12月23日
　　�　市議会厚生常任委員会の所管事務調査において、計画策定の趣旨、計画の構成、計画策定に
向けた取組や計画素案について説明しました。

【策定体制図】

市議会

行政(庁内) 市　民

事務局
自治・市民環境部 環境保全課

計画案

意見

上越市環境政策審議会

市長が示した案に対して意見
をする

報告等

アンケート回答
意見

アンケート実施
情報交換会など

・市民アンケート
・情報交換会
・パブリックコメント

市内環境団体

環境管理委員会

環境政策審議会に示す案の検討
関連する計画との調整など

市 長
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【策定経過一覧】
年月日 項　目 内　容
令和４年
１月21日
～２月９日

アンケート調査
・�市民及び事業者を対象に、上越市の環境へ
の満足度、地球温暖化に対する意識等に関
わる意識調査を実施

令和４年
７月４日 第１回環境管理委員会

・�次期計画策定の概要について
・�現計画の評価検証について
・�脱炭素社会プロジェクトの進捗状況につい
て

令和４年
７日19日 第１回環境政策審議会

・�次期計画策定の概要について
・�現計画の評価検証について
・�脱炭素社会プロジェクトの概要について

令和４年
10日11日 第２回環境管理委員会（書面開催）

・�第４次環境基本計画の基本方針・施策の体
系について

・�地球温暖化対策実行計画の検証及び温室効
果ガス排出量の将来推計について

令和４年
10月21日 第２回環境政策審議会

・�第４次環境基本計画の基本方針・施策の体
系について

・�地球温暖化対策実行計画の検証及び温室効
果ガス排出量の将来推計等について

令和４年
11月１日 環境情報交換会 ・�環境団体と、環境学習の推進等について、

意見交換を実施

令和４年
11月７日 第３回環境管理委員会

・�第４次環境基本計画の環境施策について
・�第２次地球温暖化対策実行計画の温室効果
ガス削減目標及び取組項目について

令和４年
11月16日 第３回環境政策審議会

・�第４次環境基本計画の環境施策について
・�第２次地球温暖化対策実行計画の温室効果
ガス削減目標及び取組項目について

令和４年
12月13日 第４回環境政策審議会

・�第４次環境基本計画及び第２次地球温暖化
対策実行計画の素案について

・�パブリックコメントの実施について
令和４年
12月23日 厚生常任委員会所管事務調査 ・�第４次環境基本計画及び第２次地球温暖化

対策実行計画（素案）について説明
令和５年
１月６日
～２月４日

パブリックコメント（意見募集）
・�上越市第４次環境基本計画（案）（上越市第
２次地球温暖化対策実行計画（案）を含む）
に対するパブリックコメントの実施

令和５年
２月20日
～３月21日

パブリックコメント（結果公表）
・�上越市第４次環境基本計画（案）（上越市第
２次地球温暖化対策実行計画（案）を含む）
に対するパブリックコメントの結果公表
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【環境政策審議会委員】
（敬称略）

区分 委員名 所属等 備考

学識
経験者

山縣　耕太郎 上越教育大学教授 会長
横田　清士 （一財）上越環境科学センター長
小林　晃彦 上越市教育委員
山本　敬一 新潟県生態研究会会員

関係行政
機関

柴田　敏行 新潟県上越地域振興局健康福祉環境部
環境センター長

矢田　望充 新潟県上越地域振興局農林振興部　副部長

髙橋　明彦
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
中日本農業研究センター　産学連携室
スマート農業コーディネーター

事業者

山本　陽 東北電力ネットワーク（株）上越電力センター所長
宮里　純 イオンリテール（株）イオン上越店　人事総務課長
小池　作之 上越資源リサイクル協同組合　理事長
坂井　芳美 上越商工会議所女性会　理事
髙橋　裕 新潟県浄化槽整備協会　上越支部事務局

公募市民
岩崎　洋一 公募市民
上原　みゆき 公募市民
長井　泰雄 公募市民

その他市
長が必要
と認める
者

青木　ユキ子 新潟県環境カウンセラー協会　協会員 副会長
本城　文夫 青田川を愛する会　会長
望月　博 上越市町内会長連絡協議会　副会長

小山　貞榮 新潟県地球温暖化防止活動推進委員
上越地区連絡協議会　会長

鳴海　榮子 上越市消費者協会　副会長

【環境管理委員会】
環境管理副総括者 自治・市民環境部を所管する副市長
環境管理副総括者補佐 理事
環境管理責任者 自治・市民環境部長

委　員

総務管理部長 産業観光交流部長
企画政策部長 農林水産部長
財務部長 都市整備部長
防災危機管理部長 教育部長
福祉部長 ガス水道局長
健康子育て部長
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か行

海洋プラスチッ
ク

ビニール袋やペットボトルなどが、ポイ捨てや適切な処理をされないことで、
風や雨などにより河川や海に流れ込んだもの。海洋環境や生態系に大きな影
響を与えるとして問題となっている。

環境ラベル 製品や包装などについている、商品やサービスがどのように環境負荷低減に
資するかを示すマークや目じるしのこと。

グリーンカーテ
ン

ゴーヤなどのつる性植物で建物の窓や壁に沿わせて茂らせ、カーテンのよう
に覆ったもの。建築物への日差しを遮り温度上昇を抑えることで、冷房機器
の使用を控え、節電や二酸化炭素排出量の削減につながる。

グリーン購入 製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、環境
への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入すること。

光化学オキシダ
ント

工場の煙や自動車の排気ガスに含まれている窒素酸化物などが、太陽の紫外
線を受けて光化学反応を起こし変化した、オゾンを主成分とした有害な物質
のこと。目の痛みや吐き気、頭痛などの症状を引き起こす。

コージェネレー
ションシステム

天然ガスや石油等を燃料として、エンジンやタービン等の方式により発電し、
その際に生じる廃熱も同時に回収するシステムのこと。

さ行
サーマルリサイ
クル

廃棄物の焼却時に発生するエネルギーを熱や蒸気などとして回収すること。発
電、周辺施設の暖房や温水供給などに利用されている。

再生可能エネル
ギー

太陽光、風力、水力など化石燃料以外のエネルギーで、資源が枯渇せず繰り
返し使え、発電や熱利用などの際に地球温暖化の原因となる二酸化炭素を排
出しないもの。

食品ロス 食べ残しや売れ残りなどにより、まだ食べることができるのに捨てられてし
まう食品のこと。

新電力 平成28（2016）年４月に一般家庭向けの電力小売全面自由化が開始して以降、
新たに電力事業に参入した電力会社のこと。

た行

脱炭素 二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、植林・森林管理など
による吸収量を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。

電動車
バッテリーに蓄えた電気エネルギーを動力とした自動車のこと。電気自動車
（ＥＶ）・プラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）・ハイブリッド車（ＨＶ）・燃
料電池自動車（ＦＣＶ）が該当し、ガソリン車に比べ環境への負荷が小さい。

用語集資料５
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た行

特定外来生物
海外起源の外来種で、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼす
もの、又は及ぼすおそれがあるものの中から指定される。生きているものに
限られ、個体だけではなく、卵、種子、器官なども含まれる。

特定排出者

エネルギー起源（電気や化石燃料等に由来するもの）二酸化炭素については、
事業者が設置している全ての事業所における年間のエネルギー使用量が原油
換算で1,500kl以上の事業者のこと。また、従業員数が21人以上で、かつ、
それ以外の温室効果ガスについて、二酸化炭素換算で3,000t-CO₂以上排出し
ている事業者のこと。

トップランナー
制度

電気製品や自動車の省エネルギー化を目的として、市場に出ている同じ製品
の中で、最も優れている製品の性能レベルを基準とし、どの製品もその基準
以上を目指す制度のこと。

は行

バイオマス 動植物などから生まれた生物資源のこと。代表的なものに、木くず、生ごみ
や家畜排泄物などがある。

微小粒子状物質
PM（Particulate�Matter）2.5と略される。大気中に浮遊する小さな粒子の
うち、粒子の大きさが2.5μm（1μmは1mmの千分の１）以下のもののこと。
呼吸器に影響を及ぼす。

浮遊粒子状物質
SPM（Suspended�Particulate�Matter）と略される。大気中に浮遊する小
さな粒子のうち、粒子の大きさが10μm（1μmは1mmの千分の１）以下の
もののこと。呼吸器に影響を及ぼす。

英数字

ＢＥＭＳ
Building�and�Energy�Management�Systemの略称で、「ベムス」と呼ぶ。
ITを利用して業務用ビルの照明や空調などを制御し、最適なエネルギー管理を
行うシステムのこと。

ＢＯＤ

生物化学的酸素要求量（Biochemical�Oxygen�Demand）の略称。生物が水
中にある有機物を分解するのに必要とする酸素の量のこと。河川における有
機物による水質汚濁の指標となっており、河川の汚染度が進むほど値が高く
なる。

ＣＯＤ

化学的酸素要求量（Chemical�Oxygen�Demand）の略称。海水などに含ま
れる被酸化性物質を、酸化剤を用いて一定の条件の下で酸化するときに消費
される酸化剤の量を、酸素の量に換算したもの。数値が大きい場合は、水中
に存在する有機物の量が多いことを意味し、有機物による水質汚濁の程度が
大きいことになる。

ＥＳＣＯ事業

Energy�Service�Companyの略称で、「エスコ」と呼ぶ。省エネルギー改修に
かかる費用を光熱水費の削減分で賄う事業のこと。ＥＳＣＯ事業者は、省エ
ネルギー診断、設計・施工、運転・維持管理、資金調達などに係る全てのサー
ビスを提供する。
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英数字

ＥＳＧ投資 財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・企業統治
（Governance）要素も考慮した投資のこと。

ＦＩＴ
Feed-in�tariffの略称で、「フィット」と呼ぶ。再生可能エネルギーで発電した
電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取ることを国が約束する制度の
こと。

ＨＥＭＳ
Home�Energy�Management�Serviceの略称で、「ヘムス」と呼ぶ。家庭内で
電気を使用している機器について、一定期間の使用量や稼働状況を把握し、電
力使用の最適化を図るための仕組みのこと。

ＲＥ100
REはRenewable�Energyの略称で、100は100%という意味。自らの事業の
使用電力を100%再エネで賄うことを目指す企業が加盟する、国際的なイニシ
アティブのこと。

ＳＢＴ
Science�Based�Targetsの略称。パリ協定が求める水準と整合した、５年～
15年先を目標年として企業が設定する、温室効果ガス排出量の削減目標のこ
と。

ＺＥＢ

Net�Zero�Energy�Buildingの略称で、「ゼブ」と呼ぶ。快適な室内環境を実
現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギー（化石燃料や太陽光など
自然界で得られるエネルギーのこと）の収支をゼロにすることを目指した建
物のこと。

ＺＥＨ

Net�Zero�Energy�Houseの略称で、「ゼッチ」と呼ぶ。断熱化等により家庭
で使用するエネルギーを減らすとともに、再生可能エネルギーを導入するこ
とにより、家庭で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを
目指した家のこと。

３Ｒ 環境と経済が両立した循環型社会を形成していくための３つの取組（Reduce
（発生抑制）、Reuse（再使用）、Recycle（再生利用））の頭文字をとったもの。
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